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1998.7.10.　　代表　府中東小学校保護者会で講演

1998.7.17.　　９８年度高校生のための環境講座第１回　水との関わり

1998.7.23.　　９８年度高校生のための環境講座第２回　佐々木健先生講演

1998.7.27.　　ｲｵﾝｸﾞﾙｰﾌﾟ･ひとまちﾈｯﾄﾜｰｸより「こどもエコクラブ」実施の依頼を受け第１回実施 (公民館)　ｵﾘｴﾝﾃｰｼ

ｮﾝ

1998.7.30.　　９８年度高校生のための環境講座第３回　太田川工事事務所でのﾋｱﾘﾝｸﾞ

1998.8.07.　　９８年度高校生のための環境講座第４回　ｴｺ料理教室

1998.8.10.～11 「こどもエコクラブ」第２回林間学校(豊平町)

1998.8.12.　　環境ﾌｫｰﾗﾑ主催ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ「市民が考える広島の緑　二葉山をめぐって」に、小島（会員）が主催者とし

て、久我（会員）が司会者として、代表がパネリストとして参加

1998.8.13.～14 ９８年度高校生のための環境講座第５回キャンプ実習・錦川

1998.8.20.　　９８年度高校生のための環境講座第６回まとめの発表会

1998.8.25.　　代表　広島支部事務長会研修会で講演

1998.8.25.　　西岡恭蔵ライブ　“西岡恭蔵地球を唄う”於：西区民文化センタースタジオ

1998.8.27.　　「こどもエコクラブ」第３回・回収トレイの行方

　　　　　　　ビッグ安古市店・北部資源選別センター・玖谷埋立地・エフピコ見学

1998.8.29.　　代表　亀山公民館で講演

1998.9.12.～13 カヌーで宮島一周ゴミ拾い

1998.9.23.　　クリーンアップin宮島

1998.10.15.　 代表　勤労青少年ホームで講演

1998.10.31.　 代表　大芝小学校ＰＴＣで講演
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　環境情報　
　９８年４月３０日～９８年１０月末日
　地球号では、新聞等からの環境問題に関する情報を収集して掲載しま
す。記事についての詳しい資料をお求めの方は、編集部川口(0824-25-
5114)までご一報下さい。

｢環境汚染・破壊・自然保護」、「住民・市民運動」、「ゴミ問題・リ
サイクル」、「科学技術」、「政治・経済・施策」、「環境教育」、「コ
ラム・特集」、「広島関係」、「各種イベント」

「自然保護・環境汚染・破壊」

▼98/06/19  東京朝刊  地方版  神奈川１面  T980619MKN1-02
新たに１４７８人申し立て　神明台ダイオキシン公害調停　／神奈川---
　環境庁基準を超すダイオキシンが検出された、横浜市泉区の一般廃棄
物最終処分場「神明台処分地」（約五十一ヘクタール）周辺の住民が、
市長を相手にしている公害調停で十八日、新たに千四百七十八人が、県
公害審査会への申し立てに加わった。申立人はこれで計二千三百三十六
人になった。処分地を囲む新興住宅地の住民の不安が、ダイオキシン検
出で一気に広がった形だ。住民らは二十日、地元の小学校で、環境学者
らを招いたフォーラムを開く。［朝日新聞社］

▼98/07/05  東京朝刊  6 頁  政治面  T980705M06--01
消える干潟　国会に届かぬ「民意」（列島９８）---
　環境保護分野のノーベル賞とされるゴールドマン賞受賞のため四月下
旬、米国を訪問した「諫早干潟緊急救済本部」代表の山下弘文さん（六
四）は驚いたという。長崎県諫早湾の干潟再生を求める山下さんを迎え
た米国関係者が、「イサハヤ」だけでなく「フジマエ」の地名を口にす
ることが多かったからだ。　「フジマエは世界の宝だ。なぜ行政がつぶ
そうとするのか」。ホワイトハウスの環境問題担当者はそんな質問をし
てきたという。「フジマエ」とは、愛知県の名古屋港に広がる藤前干潟
のこと。総面積約二百六十ヘクタール。春や秋の渡りの時期を中心にた
くさんのシギやチドリが飛ぶ日本最大級の渡り鳥の楽園である。［朝日
新聞社］

▼98/08/01  東京朝刊  地方版  茨城２面  T980801MIG2-03
アカウミガメ絶滅心配、優しく見守って　日立の品田時夫さん　／茨城-
--
　大海原を越えて、産卵のため日本にやって来るアカウミガメは、絶滅
が心配される希少な野生動物だ。国内では福島県で産卵上陸の記録があ
るが、繰り返し産卵が行われる場所は茨城県沿岸が北限という。親ガメ
は全長一メートルに達するが、暗い夜の砂浜で卵を産むケースが多く、
目撃の機会は少ない。しかし、日立市かみね動物園（日立市）と大洗水
族館（大洗町）の調査によると、はっきりした記録だけでも過去十年間
に十六件の上陸があり、実数はその三倍以上にのぼるとみられている。
　●開発で砂浜が減少
　日本ウミガメ協議会（大阪府枚方市）の亀崎直樹・代表は「過去に福
島県でアカウミガメの産卵上陸が確認されたことはあるが、実質的には
茨城県が日本の産卵地の北限となっている」と、本県の産卵地の重要性
に太鼓判を押す。　しかし、親ガメが産卵をする砂浜は、開発ですっか
り減ってしまった。残された砂浜も、ウミガメの産卵に適するとは限ら
ない。
［朝日新聞社］

▼98/08/15  東京夕刊  2 頁  ２総面  T980815E02--02
「長江洪水、人災の側面も」　森林伐採など影響指摘　米の専門家---
　【ワシントン１４日＝辻篤子】米の環境問題シンクタンク、ワールド
ウオッチ研究所のレスター・ブラウン所長が十四日、中国の長江の四十
四年ぶりの大洪水は、森林伐採や土地開発など人為的要因も大きい、と
発表した。開発が進めば、近い将来、さらに大きい洪水が起きる恐れも
あるという。観測史上最高を記録した今年前半の高温が影響している可
能性もあり、温暖化を招く二酸化炭素など温室効果ガスの削減に一刻も
早く取り組む必要があると強調している。
　同所長によれば、約四億人が住む長江流域では、もともとあった森林
の八五％がすでに失われている。降雨をためる働きをする森林がなくな
ると、降った雨は一気に川に注ぎ、洪水がおきやすくなる。　流域の人
口は、今後二、三十年でさらに一億人増えると予測されており、それに
伴う住宅や工場の建設で、水をためる地面は減り、大量の水が一挙に長
江に流れ込むようになる。
　一方、気温が上がると、水の蒸発が増え、モンスーンが強まり、雪も
急速に解ける。これらは洪水の増加につながる。
　今年前半の地球は、観測史上最高の高温だった。今回の洪水との関係
は不明だが、地球の温暖化によって、大洪水など極端な気象現象が増え
るとされている。
　同所長は、中国の人海戦術による洪水対策をたたえつつ、将来はそれ

でも対処しきれなくなると心配する。「結果として、人が住んでいる所
しか水の行き場がなくなる。将来は、立ち退きを迫られる人がさらに増
えるだろう」と懸念する。［朝日新聞社］

▼98/08/17  東京朝刊  3 頁  ３総面  T980817M03--03
エベレストへ瓶入り飲料の持参禁ず　汚染深刻　ネパールきょうから---
　【ニューデリー１６日＝宇佐波雄策】ネパール観光省は十五日、世界
最高峰エベレスト（中国名チョモランマ、八、八四八メートル）とその
山すそ一帯の環境保護のため十七日から入山者が、びん詰めのビールや
清涼飲料水を持ち込むことを禁止すると発表した。
　世界的な登山、トレッキングの大衆化でエベレスト山系には日本を含
めて世界各国から年間約四万人のトレッキング客と登山者が訪れる。年
間に約十万本のビール、コーラなどの清涼飲料水が消費され、捨てられ
る空きびん類は計約五十トンにもなる。アルミ缶の場合は、回収業者が
有料で買い取るため村人も回収に熱心だが、びん類は金にならないため
放置されている。エベレストのベースキャンプからナムチェにいたる道
筋、村々にも数万本の空きびんが散乱、深刻な環境問題になっている。
　エベレスト山すその宿場町ナムチェやクムジュンの簡易ホテルなどが
客にびん入りの飲み物を売ることは不可能となった。［朝日新聞社］

▼98/08/20  大阪朝刊  25 頁  ３社面  O980820M25--01
再び集団欠席も　岡山・中央町の産廃焼却施設が試運転　【大阪】---
　岡山県の山あいにある中央町が、町立の小学校からわずか二百メート
ル北に建てられた産業廃棄物の焼却施設をめぐって揺れている。ダイオ
キシン汚染を心配する親たちは七月十六日、学校に通う子どもたちの集
団欠席に踏み切った。業者側はダイオキシンの発生はほとんどないと説
明して、廃棄物処理法が適用されない範囲に焼却炉の規模を縮小し、試
験運転を始めている。町は独自の開発条例などを手がかりに、本格操業
を阻みたいとしているが、見通しは立っていない。父母らの不安は募っ
ており、九月からの新学期に集団欠席が再び実施される可能性もある。
（岡山支局・島俊彰）
　焼却炉が建設されたのは、中央町役場から約八キロ離れた大垪和西
（おおはがにし）地区。段々畑が広がる谷あいの県道沿いに民家が散在
し、大垪和小学校には児童三十八人が通っている。［朝日新聞社］

▼98/08/20  東京朝刊  3 頁  ３総面  T980820M03--01
「追認アセス」なお不信　社会的弱者、配慮されず（時時刻刻）---
　全国の都道府県と政令指定市が、環境影響評価（環境アセスメント）
法の制定に伴い、環境アセス制度の見直しを行っている。「アセスへの
信頼性が取り戻せる」と自治体の担当者は意気込むが、市民団体や研究
者たちからは「開発事業計画を変更させることができるのか」との声も
出ている。事業計画の早い段階で市民の意見を聴くことなどが見直しの
流れだが、果たしてアセス不信をぬぐえるかどうか。（社会部・杉本裕
明）
　■福祉・医療施設そば、高速関連道容認
　同養護学校と隣の重度の心身障害児が生活する第一びわこ学園のすぐ
そばを、名神高速道路と第二名神を結ぶ接続道路（四車線）が通る計画
がある。インターチェンジもそばにできる予定だ。
　県は近くアセス条例を制定する方針だが、「現在のアセス要綱では、
計画の修正は不可能」（県環境政策室）という。しかし、環境アセス法
や県の予定している条例でも、障害児・者や老人など社会的弱者への影
響配慮は対象外だ。
　アセス問題に詳しい日本科学者会議公害環境問題研究委員会の伊瀬洋
昭副委員長は「計画の早期段階でのアセスを制度化するのはよいことだ
が、『早い段階でアセスを実施した』ことを理由に、住民の声を軽視す
ることがあってはならない」と指摘している。
　＜アセスメント制度見直し状況＞
　■都道府県
　　　　現行　　内容
　岡山　　△　対象事業の拡大　　　広島　　△　事後調査手続き
　山口　　△　複数保全案検討
　■政令指定市
　札幌　　　　――　　　　　　　　仙台　　　　事後の監視手続き
　千葉　　△　事前に環境配慮　　　横浜　　△　審査会に市民意見
　川崎　　〇　早い段階から実施　　名古屋　△　審査会に市民意見
　京都　　△　事前に環境配慮　　　大阪　　◎　事後調査と指導
　神戸　　◎　事前配慮指針　　　　広島　　△　事後調査
　北九州　◎　事後調査と指導　　　福岡　　◎　事後調査と指導
　（「◎」は環境アセス法に対応し条例を制定・改正、「○」はアセス
法前から条例のある自治体、「△」は同要綱のある自治体、「空白」は
制度なし。「内容」は制定・改正した１１府県市はその内容。それ以外
は審議会答申なども含む検討項目。「――」は「これから検討」「審議
会に諮問中」）
［朝日新聞社］

▼98/08/20  東京朝刊  地方版  東京１面  T980820MTK1-57
ダイオキシン対策で農業用ビニール回収　東京むさし農協　／東京---
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　環境問題になっているダイオキシン類の発生を抑えようと、東京むさ
し農協三鷹支店は農家で使う農業用ビニールを共同で収集する事業を始
め、十七、十八日の二日間で約八・五トンを回収した。
　同農協や三鷹市によると、作物の保温用ハウスや肥料袋に使われる農
業用ビニールは、これまで各農家が個別に不燃ゴミとして出していた。
しかし、一部は野焼きで処分されていたケースもあったという。
　今回は、各農家が野菜の集荷場にビニールを持ち寄って回収。委託し
た産廃業者が固形化するなどして再利用するという。［朝日新聞社］

▼98/08/25  東京朝刊  4 頁  オピニオン面  T980825M04--06
ＰＲＴＲ　汚染物質を企業が報告（みんなのＱ＆Ａ）---
　Ｑ　これから、環境問題ではＰＲＴＲの制度が重要になると聞くけど、
何のこと。
　Ａ　Ｐｏｌｌｕｔａｎｔ　Ｒｅｌｅａｓｅ　ａｎｄ　Ｔｒａｎｓ‐ｆ
ｅｒ　Ｒｅｇｉｓｔｅｒで、訳すと環境汚染物質排出・移動登録、とい
うことになる。
　Ｑ　舌をかみそうね。
　Ａ　簡単にいうと、工場や事業所から、どのような化学物質がどれぐ
らい、煙突や排水溝から出ているか、あるいは、廃棄物になって出てい
るかを調べ、行政機関に報告する制度、ということかな。
　Ｑ　どこかの国でやっているの。
　Ａ　米国、英国、オランダなど欧米で始まった。十万種はあるといわ
れる化学物質のひとつひとつを調べ、規制するのは不可能に近い。そこ
で、自主的取り組みを重視し、企業に排出実態を報告させることにした
んだ。行政が対策を考える重要なデータになるし、市民や住民には個別
工場のデータがわかるので、企業は削減努力をせざるをえない。同じ規
模の工場が二つあって片方の排出量が多ければ、努力不足ということに
なるからね。
　Ｑ　欧米ではどれぐらい効果があったの。
　Ａ　米環境保護庁は、一九八八年から九四年の間に約四割減ったとし
ている。ほかの国でも同じぐらいの効果があった。そこで、経済協力開
発機構（ＯＥＣＤ）が九六年、加盟国にＰＲＴＲの導入を勧告し、九九
年に取り組み状況を報告するよう求めている。
　Ｑ　日本政府があわてているわけね。
　Ａ　外圧がないと動かないのはいつものことさ。環境庁は昨年、神奈
川県と愛知県の一部を調査した。一年間にベンゼンなど百三十四の物質
が計約二万トン排出されていた。
　Ｑ　物質によって有害度が違うでしょう。
　Ａ　環境庁は四ランクに分けている。ベンゼンなどは人に対する発が
ん性があるのでＡ、ホルムアルデヒドなどは発がん性が疑われるのでＢ。
トルエンなど慢性毒性、生態毒性の弱いのはＤといったようにね。
　Ｑ　これからどうなるの。
　Ａ　環境庁と通産省がそれぞれ法制化を検討している。環境庁は、新
たに法律をつくり、通産省は、今ある化学物質の製造・審査規制法を改
正したいと言っている。
　Ｑ　霞が関の権益争いなのかしら。
　Ａ　ともに、法制化の検討過程が国民にさっぱり見えてこないことが
問題だよ。例えば、欧米の実施国では個別企業のデータを市民に公開す
ることが当たり前になっている。このままだと日本では非公開扱いとな
り、世界でも特異な制度になりそうなんだ。
　Ｑ　どうしてそんなことになるの。
　Ａ　「排出しているだけで、地域住民やマスコミから公害企業扱いさ
れるのはたまらん」という心配が産業界に強い。しかし、欧米に工場を
持つ日本企業が、外国では公開し、国内では「困る」というのは筋が通
らないよ。ＯＥＣＤの勧告は、ほかの国と調和した制度にするとともに、
制度を作る過程と運営は透明・客観的であるべきだと言っている。両省
庁にかみしめてもらいたい言葉だ。
　（杉本裕明　社会部）
［朝日新聞社］

▼98/08/27  東京朝刊  4 頁  オピニオン面  T980827M04--05
ダムの堆砂　下流に戻す実験始まる（みんなのＱ＆Ａ）
---
　Ｑ　建設省がダムにたまった土砂をわざわざ、下流で川に戻すって本
当なの。
　Ａ　うたい文句は「総合的な土砂管理」だって。来年度、八つの地方
建設局で、ダム湖で採取した土砂を、トラックで下流まで運ぶ実験をし、
効果を調べるそうだ。
　Ｑ　川が濁るんじゃないの。
　Ａ　建設省は「増水時に一気に流せば、大丈夫」といっている。今年、
天竜川でやった試験のときも、地元漁協は「細かな砂が岩に張りつくと、
アユのえさになるコケが岩に生えなくなる」と心配していたけどね。最
近やたらと環境問題に熱心なポーズをとる建設省は「土砂を川に流せば、
浅瀬やふちなどの地形ができて魚もすみやすくなる」なんて言っている
けど、ノウハウは確立してない。
　Ｑ　ダムの底には、もともと堆砂用のスペースがあるはずでしょ。
　Ａ　「死水域」のことだろ。建設省は従来「百年分の堆砂に耐えるよ
う設計してます」と開き直っていた。ところが、九〇年の総務庁の行政

監察によると、調査対象の二五％のダムで、予想の二倍以上のスピード
で堆砂が進んでいた。建設省は「異常崩壊や大雨もあるし、地質が想定
よりもろいところがあった」などと弁解しているが、放っておけば、五
十年もたないわけだ。総貯水容量にしめる堆砂の割合は、全国七百五十
八のダム平均でまだ六・九％（九六年）だけど、うち七〇％以上が十六
カ所ある。大井川水系の千頭ダムにいたっては堆砂が九八％だよ。
　Ｑ　堆砂が進むとやはり危険なの？
　Ａ　土砂の分だけ水がためられないし、治水上も危ないんだ。ダム上
流は、次第に川底が上がり、わずかな雨で堤防からあふれてしまう。下
流は逆に川底が下がり、護岸や橋脚の基礎が弱くなる。それに、遠州灘
などの海岸の砂浜の後退とも関係がある。駒沢大の小池一之教授による
と、二十世紀初めに比べ、全国の海岸に供給される土砂の量は半減して
いる。平野や砂浜は、大河川の運んだ土砂と海の潮流で形成されたんだ
から、上流でせき止めれば、影響が出るのは当然だよ。
　Ｑ　今までどうしてたのかしら。
　Ａ　上流に砂防ダムを造ってダムに土砂が流れ込まないようにしたり、
土砂を掘って山間に捨てたり、埋め立てに使っていた。まあ、砂利の供
給源でもあった。でも、天竜川水系の佐久間ダムだけで、年間に百八十
万立方メートルの土砂が流入する。三十六階建ての霞が関ビルの三倍分
を上回る。ダムの管理者は手を焼いていたんだ。
　Ｑ　土砂を流すにもカネがかかりそうね。
　Ａ　ダム上流の土砂を、下流に本格的に流す設備を造るのは大変だ。
建設省は天竜川水系の美和ダムで、初の土砂バイパストンネルを計画し
ているが、百五十億円かかる。黒部川水系の出し平ダムのように、排砂
用のゲートを造るにも、数十億円はかかるらしい。同省の所管するダム
は全国に三百三十七あるから、膨大な額になりかねない。「新たな事業
づくりに乗り出したんじゃないか」と、真意をいぶかる人もいるよ。
　（社会部　伊藤智章）［朝日新聞社］

「住民・市民運動」
▼98/04/30  西部朝刊  地方版  福岡１面  S980430MFO1-07
市民団体、甘木の廃棄物処分場を視察　「汚染心配、水質調査」／福岡-
--
　環境問題に取り組む市民団体「ダイオキシン九州ネットワーク」は二
十九日、近く使用が始まる甘木市の廃棄物最終処分場を視察した。処分
場は寺内ダムのすぐ上流にあり、隣接する場所には一九九六年度まで使
われていた焼却灰の埋め立て場がある。ネットワークは「焼却灰埋め立
て地から川に流れ込む水が汚染されている可能性もある」として、今後、
さらに詳しい水質調査をしたいとしている。
　甘木市によると、九三年から九六年までは、素掘りの穴に焼却灰を廃
棄していた。これがいっぱいになったため、埋め立てて新しくコンクリ
ート製の処分場を造った。同市総合衛生センターによると、処分場近く
で年二回、水質検査をしているが、有害物質は検出していないという。
ただ、ダイオキシンが含まれるかどうかについてはこれまで検査したこ
とがないという。
　この日の視察には約三十人が参加した。ワーカーズ・ごみ問題研究会
の片山純子さん（福岡市南区高宮一丁目）は「ダムの上流にある処分場
だけに環境汚染が心配。住民はどういう仕組みになっているのかをきち
んと知る必要があると思う」と話していた。［朝日新聞社］

▼98/05/27  大阪夕刊  13 頁  １社面  O980527E13--12
ごみ焼却場にケナフ植えよう　和歌山や大阪で市民グループ【大阪】---
　二酸化炭素を大量に吸収し、製紙原料としても注目されている一年草
の植物「ケナフ」を、ごみ焼却場の周辺に植える取り組みが和歌山県や
大阪府で始まっている。市民グループが大気浄化を図りながら、栽培し
たケナフによる紙すきや勉強会を通じて環境保護の意識を高めようと企
画し、協力する自治体もある。大阪府交野市のグループは、土壌のダイ
オキシン汚染が問題になっている能勢町の焼却場周辺にもケナフを植え
る準備を進めている。
　ケナフはアオイ科の一年草。四―六カ月で高さが三―五メートルに成
長し、茎は製紙原料になる。葉は食用になり、ホウレンソウとほぼ同量
の鉄分、約二倍のカロチンが含まれる。［朝日新聞社］

▼98/06/01  大阪朝刊  地方版  岡山１面  O980601MOY1-01
阻止目指しネットワーク　住民団体、今月末に発足（吉永産廃）／岡山-
--
　産業廃棄物の処分場や焼却場を抱えている県内各地の住民団体が、問
題の解決をめざしてネットワークを発足させることになった。和気郡吉
永町の「産廃阻止町民の会」が県内各地の団体に呼びかけたところ、す
でに十数団体から参加の意思表示があり、六月末ごろの発足をめざして
いる。［朝日新聞社］

▼98/06/14  東京朝刊  地方版  宮城１面  T980614MMG1-51
環境市民フォーラム旗揚げ　２つの国際会議を前に　仙台　／宮城---
　仙台市で今年九月末に開催される二つの国際環境会議を前に、環境問
題を自分たちの問題として考えていこうと「エコアジア市民フォーラ
ム」（アジア・太平洋の環境を考える市民会議、代表・石田真夫弁護士、
徳田昌則東北大教授）が発足、十三日記者会見した。翻訳やイベント運
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営などのボランティアを募集している。問い合わせは電話〇二二―二六
七―九二七一、ホームページのアドレスはｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ２．ｃ
ｉｒ．ｔｏｈｏｋｕ．ａｃ．ｊｐ／ｅｃｏａｓｉａ－ｊｐ
［朝日新聞社］

▼98/06/16  大阪朝刊  地方版  岡山１面  O980616MOY1-03
「産廃・環境問題、互いに解決しよう」　県内１８団体手を結ぶ／岡山-
--
　産業廃棄物の処分場やごみ焼却場などを抱えている県内各地の住民団
体が十四日、和気郡吉永町の町社会福祉センターに集まり、よりよい環
境づくりをめざすネットワークの設立準備会を開いた。吉永町で産廃阻
止の運動を続けている「町民の会」の呼びかけにこたえ、県内五市十一
町から計十八団体の代表ら約七十人が参加。問題解決へ互いに手を携え
て交流を深め、知恵を出し合うことを確認し合った。八月九日に久米郡
中央町に集まり正式な発足をめざす。
　参加したのは、弥高山での産廃不法投棄が問題になっている吉備郡真
備町の「真備町服部環境を守る会」をはじめ、真庭郡落合町の「旦土川
の清流を守る会」▽英田郡美作、英田両町と久米郡柵原町の三町にまた
がる「位田地区産廃阻止同盟」▽久米郡中央町の「大垪和（おおはが）
の自然と子どもの命を守る会」▽赤
磐郡吉井町の「産廃反対同盟」▽新見市の「唐松小阪部川汚染対策協議
会」▽吉永町の「産廃阻止町民の会」と女性たちの「水を守るグルー
プ」など。
［朝日新聞社］

▼98/06/17  東京夕刊  4 頁  文化面  T980617E04--6001
「エコソフィア」創刊　多様な生命との共存法探る（単眼複眼）---
　「自然」と「人間」を探る、さまざまな分野の研究者による学際的な
集まり「民族自然誌研究会」が、季刊誌「エコソフィア」＝写真＝を創
刊した。環境問題など身近で現代的なテーマを、自然科学と人文科学の
知識を総合して解き明かすことをめざす雑誌だ。異分野間の交流で新し
い学問領域を切り開くといえば、故今西錦司氏や梅棹忠夫氏らが一九七
〇年代に編んだ「季刊人類学」をほうふつさせる。
　「エコソフィア」とは、直訳すれば「生態智」。自然と人間がはぐく
んできた智を意味する造語だ。「環境問題などを解き明かし、失われつ
つある自然と人間の関係を問い直して、多様な生命と共存する方法を探
るには、既存の領域を超えた学問の開拓が必要です」と、編集委員代表
の福井勝義・京都大学教授（文化人類学）は語る。
　「新たに開拓した学問や、自然と共生するための知恵を、次世代に引
き継ぎたい」。こんな思いから、論文のほかに、自然と人間にまつわる
話題の特集、自然教育の現場の紹介など、身近でバラエティーに富む記
事を収めている。学術誌でありながら、一般の読者をもひきつける。
　編集委員は、比較認知科学の松沢哲郎・京大霊長類研究所教授、民俗
学の篠原徹・国立歴史民俗博物館教授ら四十―五十代の十五人。
　中でも研究会の精神的支柱となっていたのは、昨年九月、飛行機事故
で亡くなった井上民二・京大生態学研究センター教授だった。「進化を
支えるのは生物多様性であり、その維持には共生が欠かせない」という
生態学の最近の仮説を実証すべく、マレーシアの熱帯林で、いろいろな
分野の研究者を巻き込んで、生物多様性の研究に取り組んでいた。
　創刊号では、予定していた特集「昆虫少年はどこへ行ったの？」を取
りやめ、「生命の多様性にあこがれて」と題して、九六年の研究会一周
年記念シンポジウムで、マレーシアでの研究と、それが目指すものを生
き生きと語った井上さんの講演内容を中心に取り上げている。（魚）
◇
　年二回の発行。本体価格千五百円で市販。問い合わせは昭和堂（電話
〇七五―七六一―二九〇〇）へ。［朝日新聞社］

▼98/06/26  東京朝刊  31 頁  第１家庭面  T980626M31--66
住民の住民による住民のための　足元の「環境プラン」完成　志木市---
　自分たちが住んでいる地域の環境は、自分たちで考えたい。そんな思
いから、埼玉県志木市の市民団体「エコシティ志木」（会員約九十人）
のメンバーたちが、三年がかりで「市民がつくる志木市の環境プラン」
を仕上げた。実践への手始めに、「環境教育」を目的に小学生と一緒に
ヤゴとりをしたり、懇談会を設けて川の自然環境を守るための方策を話
し合ったりしている。市民団体だけで作った環境プランは全国的にも例
が少なく、参考になる事例といえそうだ。
　「市民がつくる志木市の環境プラン」は一冊千円。問い合わせは毛利
さん（電話・ファクス〇四八―四七一―四二七五）へ。［朝日新聞社］

▼98/07/05  東京朝刊  地方版  栃木１面  T980705MTG1-09
ＰＣ食器の中止を主張、給食を考える会が講演会　宇都宮　／栃木---
　環境問題に詳しい藤原信・宇都宮大学名誉教授が四日、宇都宮市明保
野町の市立総合コミュニティセンターで「食器と食材の安全性」と題し
て講演した。学校給食のあり方を見直す活動をしている「うつのみや市
の学校給食を考える会」が主催した。
　生殖機能などへの影響があるとされる環境ホルモンの溶出が指摘され
ているポリカーボネート（ＰＣ）食器の使用はやめるべきだという講演
に、保護者など約六十人の参加者からは、子どもの健康を心配する声が

あがった。
　藤原氏は、食器の安全性について、男子の精子の量が減っているなど
の報告を紹介しながら、環境ホルモンの影響の深刻さが分かるには長い
年月が必要と指摘し、環境ホルモンの問題には「疑わしきは罰する」の
方針で臨むべきだと主張した。［朝日新聞社］

▼98/08/11  大阪朝刊  地方版  岡山１面  O980811MOY1-01
「産廃阻止」へ住民がっちり団結　「ネットワーク会議」結成　／岡山-
--
　産業廃棄物の処分場問題などに取り組む県内の住民団体の代表が九日、
久米郡中央町の林業センターで、「廃棄物・環境問題ネットワーク会
議」を発足させた。五市十二町の十九団体が参加し、相互の情報交換を
すすめるとともに運動を支えあうのが目的。リサイクルなど資源循環型
社会の構築も呼びかけていくという。
　参加したのは、産廃処分場の建設に対して住民投票で圧倒的多数が反
対の意思を示した
　和気郡吉永町の「産廃阻止町民の会」や、倉敷市と吉備郡真備町にま
たがる弥高（やたか）山に野積みにされた産廃に抗議行動をしてきた
「真備町服部環境を守る会」。美作、英田、柵原の三町にまたがる「位
田地区産廃阻止同盟」や、岡山、玉野市の環境保護団体なども加わった。
　「ネットワーク会議」では県内を四つのブロックに分けて、二、三カ
月ごとにシンポジウムなど勉強会も開く予定。また、建設阻止に向けて
の署名活動など互いの運動で協力し合うことを確認した。［朝日新聞
社］

▼98/08/20  東京朝刊  8 頁  ２経面  T980820M08--09
ごみ燃料発電の推進停止要望　市民団体
---ごみを固形燃料（ＲＤＦ）にして燃やす発電所などの計画がある各地
の市民団体が十九日、補助金を出している通産省など四省庁にＲＤＦの
推進をやめるよう要望した。ごみを高温で乾燥させ、圧縮してできるＲ
ＤＦが火力発電に再利用でき、ダイオキシン排出も減らせるとして国は
建設を後押ししてきたが、各地でダ
イオキシン排出の懸念が消えないなどとして反対運動が起きている。
　要望したのは、「ごみ問題を考える栃木連絡会」（栃木県）、「廃プ
ラ発電と環境問題を考える市民の会」（福島県）、「再資源化センター
建設反対期成同盟」（茨城県）、「止めよう！ダイオキシン汚染・宍粟
連絡会」（兵庫県）など十六団体。
　市民団体側は「ＲＤＦは廃棄物から多大なエネルギーをかけて製造す
るもので、ごみの減量や二酸化炭素の抑制にも逆行する」、「周辺住民
の合意が取れていないＲＤＦ製造施設、燃焼施設の建設は認めないこ
と」などとして、通産、厚生両省に補助金を出さないよう求めた。環境
庁、自治省にもダイオキシン規制や優遇措置の廃止を求めた。［朝日新
聞社］

▼98/09/05  大阪朝刊  地方版  岡山１面  O980905MOY1-04
公害ない環境へ「水島街づくり財団」設立　倉敷公害訴訟原告ら／岡山-
--
　一九九六年十二月に和解した倉敷公害訴訟の原告団の関係者が五日、
倉敷市水島西栄町のビルの一階に事務所を開いて、財団法人「水島街づ
くり財団」（仮称）の設立を目指すことになった。設立準備会も同日に
発足させて、今月中に県に設立を申請し、年内にも正式に設立させると
いう。公害のない街づくりを目標に
、住みやすい水島のための環境を考える「シンクタンク」に育てたい考
えで、被告だった水島コンビナート主要企業にも協力を呼びかけていく。
　五日は午前十時から財団設立準備会の発足会をした後、水島国際ホテ
ルでレセプションを開く。
　準備会発起人会の代表には森滝健一郎岡山大名誉教授が就任し、原告
団を支援してきた弁護士、環境問題の学者、医師らが発起人となる。
「倉敷市公害患者と家族の会」からも会員と事務局長が加わる予定。
　計画では、和解の解決金の中から約二億八千万円を財団の基本財産に
あてる。公害のない環境づくりのための研究、調査、催しなどが事業内
容で、年内にシンポジウムを開いて方向性を決めるとしている。また、
四人が今月十、十一日にイタリアで開かれる閉鎖性水域についての国際
シンポジウムを視察するのをはじめ、内外の環境事例を視察に回る予定。
　原告側だけの活動ではなく、行政、企業の三者の協力体制を目指した
いという。問い合わせは設立準備会事務所（０８６・４４０・０１２
１）へ。［朝日新聞社］

▼98/09/08  大阪朝刊  地方版  岡山１面  O980908MOY1-03
地元反対で断念　津山市の総合ごみ処理センター構想　／岡山--
　津山市の中尾嘉伸市長は七日開いた市議会で、同市田邑・一宮地区で
進めていた総合ごみ処理センター建設構想を事実上断念し、建設場所を
新たに検討することに方向転換していることを明らかにした。
　森下寛明議員の質問に答えた。中尾市長は「ほかの場所と並行して、
田邑・一宮地区でも話を進める」としながらも、「新処理場は経済性、
環境問題、地元の同意の可能性など諸条件を考えた上、専門家の意見を
取り入れ、適地を選定したい」などと述べた。［朝日新聞社］
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▼98/09/15  東京朝刊  地方版  宮城１面  T980915MMG1-57
国境超え、環境考えよう　１９・２０日「エコ・アジア９８」／宮城---
　国際的な環境会議が十九日から、仙台市青葉区の仙台国際センターで
開かれる。十九、二十日の「アジア・太平洋環境会議」（エコ・アジア
９８）と二十、二十一日の「ＡＰＥＣ環境教育シンポジウム」で、とも
に環境庁と仙台市の主催。アジア・太平洋地域の国の環境担当大臣や国
際機関の担当者らが、地球温暖化など、国境を超えた環境問題の解決の
ために話し合い、情報交換しようというものだ。また、環境を市民の身
近な問題として考えていこうと、十五日には市民でつくる「エコアジア
市民フォーラム」が、独自の環境シンポジウムを同所で開く。国内外の
非政府組織（ＮＧＯ）のメンバーや研究者らが集まり、意見交換や交流
を深める。

　○２０・２１日「ＡＰＥＣ環境教育シンポ」　１０カ国６機関から参
加、エコ・アジアは毎年、日本の都市で開かれ、今回で七回目。二十カ
国、九機関から約七十人が参加する予定だが、傍聴はできない。昨年末
に京都で開かれた気候変動枠組み条約第三回締約国会議（ＣＯＰ３）の
結果を受け、十一月にアルゼンチンの首都ブエノスアイレスで開かれる
ＣＯＰ４に向けて温暖化防止策などの意見交換をする。
　一般公開のＡＰＥＣ環境教育シンポジウムは今回初めて開かれる。
「持続可能な都市」を実現させるための環境教育の進め方や課題などを
話し合い、リサイクルや途上国の環境整備なども取り上げる。十カ国、
六機関から四十人余りが参加する予定で、国内外の研究者や行政担当者
らによる講演とパネルディスカッションなどがある。市環境計画課は
「仙台市や市民の経験を、外国とどんどん共有していきたい」という。
傍聴の申し込みは市環境計画課まで電話（〇二二―二一四―八二一八、
八二四二）かファクス（〇二二―二一四―〇五八〇）で。［朝日新聞
社］

▼98/09/16  東京朝刊  地方版  宮城１面  T980916MMG1-79
エコアジア市民フォーラムに４００人　「環境市民宣言」採択　／宮城-
--
　１９日から仙台市で開かれる国際的な環境会議「アジア・太平洋環境
会議」（エコ・アジア９８）を前に、市民の視点で環境問題を考え、行
動しようと１５日、青葉区の仙台国際センターでシンポジウム「わたし
発、アジア、そしてみらいの地球へ」が開かれた。学生や会社員、主婦
などでつくる「エコアジア市民フォーラム」の主催。およそ４００人が
参加し、環境に関する１６のテーマに分かれての分科会では、研究者や
ＮＧＯ（非政府組織）メンバーらと意見や情報を活発に交換した。最後
に全員で、自然保護の必要性などを盛り込んだ「環境市民宣言」を採択
し、閉会した。

　午前中には、インドネシアとフィリピン、フィジーの研究者やＮＧＯ
メンバーと、環境庁のエコ・アジア担当者が、それぞれの国の環境の現
状や市民の取り組みなどを紹介した。各国とも干ばつや海水面の上昇、
森林の減少、大気汚染などの環境問題を抱えている。パネリストたちは
「インドネシアの森林は日本への輸出のために伐採されているなど、一
国の環境問題は世界中とつながっている」などと強調した。
　市民側からは「（政治家への働きかけなどの）ロビー活動はどうすれ
ばいいのか」「環境と発展の両立という点で、日本の政策は具体性に欠
けているように思える」などの質問や意見が出た。
　フィリピンの環境ＮＧＯのメンバー、アテナ・Ｄ・ロンキーヨさんは
「政治家や役人など、政策決定に影響力を持つ人にとにかくどんどん会
った」。環境庁の柳下正治・地球環境部企画課長は「国民と政治が方向
性を決めたうえで、政策は具体的になる。だが日本ではまだ国民の合意
がない」などと答えた。
　参加者は午後、地球温暖化、交通問題、産業廃棄物問題、森林、環境
と行政、新エネルギーなどのテーマに分かれてさらに話し合った。仙台
市泉区泉中央一丁目の主婦、昆トシエさん（四八）は、「環境教育は知
識より実践が大切だと思います。子どもと料理をしながら添加物や環境
ホルモンの話をするなど、ふだんの生活から取り組んでいきたい」と話
していた。
　最後に採択した「環境市民宣言」は、ごみの抑制や自然保護など八項
目からなり、「危機としての地球環境を強く認識し、アジア諸国の人々
とともに生きる環境の創造に向けて行動する」と結んだ。十九日のエ
コ・アジアで議長を務める真鍋賢二・環境庁長官にも渡す予定だ。

　◆企業や住民にできることは　分科会から
　○資源循環への試み　搾りかすは飼料に、汚泥からセメント
　使い終わった製品をゴミにするのではなく、資源として何度も再利用
する企業の取り組みを紹介するブースがあった。テーマは「資源循環」。
企業はモノを作りっぱなしではなく、製品の回収、再利用に責任を持つ
という考え方だ。
　キリンビールは、工場から出る廃棄物をゼロにする目標を、今年同社
の瓶の再利用率は九九％。アルミ缶の再資源化率は約七割だ。「消費者
が分別を徹底することがリサイクルの原点」と佐々参事。今までより約
二割軽い瓶を導入することで運送用の燃料が削減できたという。
　素材メーカーの三菱マテリアルも分科会に参加。海外から鉱石を輸入

して製品を作るだけでなく、国内の製品から原料を抽出して循環させる
方法に転換しているという。汚泥をセメントの原料に変えたり、廃バッ
テリーから鉛やプラスチックも回収したりしている。
　両社とも「環境に配慮しない企業は、消費者から見捨てられ、社会か
ら取り残される」との意見で一致。市民と企業が協力していくことの必
要性を訴えた。

　○環境アセスメント　「合意形成の材料に」公共工事どう評価
　「環境アセスメント」をテーマにした分科会では、中井勝巳・福島大
学行政社会学部教授が、来年六月から施行される環境影響評価（環境ア
セスメント）法の特徴や問題点などを解説し、参加者と話し合った。
　中井教授は「環境影響の評価項目を決める『スコーピング』の導入や、
意見書の提出による住民参加の機会の拡大などプラス面もあるが、アセ
ス法は意見を出せる住民を地域などで限定していない。より多くの人が
意見を出せる半面、もっとも被害を受ける近くの人の意見の重みが失わ
れ、利害調整機能が後退するという見方がある」と話した。
　現在、多くの自治体が法の施行に合わせて条例を整備しているが、日
本の環境アセスは事業の中止を含めた代替案の検討がなく、実施が前提
という限界があると指摘し、「特に公共工事の場合、役所が行ったアセ
スを役所自身が評価することになり、結論に合わせるための『アワセメ
ント』などと言われる」とも語った。
　参加者からは「利害調整の結果、決断する基準になる公益とは何かを
きちんと考えなければ」「アセスは、住民と事業者が互いに尊重し合っ
て合意形成していくための客観的な判断材料であるべきだと思う」など
の意見が出された。［朝日新聞社］

▼98/09/29  東京朝刊  地方版  東京１面  T980929MTK1-71
環境問題ＮＧＯ　住民と手携えてサンゴ保護（東京ものがたり）／東京-
--
　「あのサンゴを見れば、だれもが美しさにひかれ、守りたいと思う」
　都内の大学生らでつくる環境問題のＮＧＯ「法政アイランド・トラス
ト（ＨＩＴ）」の代表、石田林太郎さん（二一）＝法政大学社会学部三
年＝は自分たちの活動理由について、こう話す。
　ＨＩＴはフィリピン・ダンジュガル島を自然破壊からトラスト運動で
守ろうとしている現地のサンゴ礁熱帯雨林保全基金に協力している。
　この島はネグロス島の南西にあり、希少な生物たちが住む。海には二
百五十種類以上のサンゴが生息する。人の手が入っていない自然がそこ
に残っている。
　ＨＩＴは十一月二十二日、シニアワーク東京（千代田区飯田橋三丁
目）で「Ｇｒｅｅｎ　Ｓｃｒｅｅｎ」と題した野生動物保護についての
シンポジウムを開く。［朝日新聞社］

▼98/10/25  名古屋朝刊  26 頁  ２社面  N981025M26--01
環境版タウンページ発行　医・食・遊などの事業者紹介　【名古屋】---
　中部リサイクル運動市民の会（名古屋市、萩原喜之代表）が発行して
いる隔月の環境雑誌『Ｅ’ｓ』（イーズ）に、「エコ電話帳」がお目見
えする。「医・衣・食・住」から「遊・学・働」まで、さまざまな分野
にわたって環境に優しい事業に取り組んでいる会社や団体を掲載するも
ので、いわばＮＴＴのタウンページの「環境版」。まだ掲載事業者数は
少ないが、将来は無料配布の電話帳と同じように発行したいと考えてい
る。
　「エコ電話帳」が登場するのは、二十五日に発売される『Ｅ’ｓ』十
一月号。「ごみ」「安らぐ」「住む」「直す」「暮らす」など十三分野
で、リサイクル製品や省エネ商品、自然食品などを扱っている店の住所
と連絡先を載せている。たとえば「住む」の分野では、屋上緑化や太陽
光発電の販売会社、住宅リフォーム会社などが並んでいる。
　掲載基準は、環境と調和する社会を目指す企業やＮＰＯ（非営利組
織）、個人事業者。一回の掲載料は千円で、資金的にめどが立てば、
「電話帳」として無料配布することも可能だ。
　中部リサイクル運動市民の会は「有りそうで無かったのがこの『エコ
電話帳』。地球環境問題が深刻化するなか、生活者の購買行動やエコロ
ジー関連事業の活性化に役立てられれば」と話している。
　『Ｅ’ｓ』は東海地方の主要書店やコンビニエンスストアの「サーク
ルＫ」などで扱っている。問い合わせは同誌編集部（〇五二―九三一―
四〇一七）へ。［朝日新聞社］一月に達成した。同社仙台工場の佐々広
次総務担当参事によると、ゴミの約七〇％を占める麦などの搾りかすは
家畜の飼料に、古くなった瓶は細かく粉砕して、製瓶業者にまわしてい
るという。

「ゴミ問題・リサイクル」

▼98/05/12  東京朝刊  地方版  埼玉１面  T980512MSM1-05
環境に優しいイメージ人気　ＩＳＯ企業増（９８くらし経済）／埼玉---
　環境に配慮した工場や事務所などに与えられる国際規格「国際標準化
機構（ＩＳＯ）１４００１」の認証を取る企業が、県内でも増えている。
取得は三月末で四十二件と、都道府県別では全国八位。環境問題がクロ
ーズアップされて、国内外で取得を条件とした取引が増えている上、
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「環境にやさしい」というお墨付きをセールスポイントにしたい企業の
イメージ戦略もあるようだ。
　●中小企業に波及か
　「ＩＳＯ１４００１」はＩＳＯ（本部、スイス・ジュネーブ）が定め
る規格の一つで、一九九六年九月に発効した。具体的な数値目標がある
わけではない。企業が自ら廃棄物の排出量や使用電力の削減といった達
成目標と計画を作って実行し、点検と見直しを繰り返す「環境管理シス
テム」を実行していくことが認証取得の条件だ。
　日本規格協会によると、県内では、九五年にキヤノン電子美里工場
（児玉郡美里町）が草案段階の認証を取得したのをはじめ、九六年五件、
九七年二十件、九八年もすでに十六件と順調な伸び。業種別では、電気
機械が十八件と最も多く、一般機械と精密機械が六件ずつと続いている。
　ほとんどが、東芝や富士通、パイオニアなど大手企業の工場などだが、
県企業経営課は「大手が取得すると、そこと取引のある企業も環境を無
視したやり方はできなくなる」と予測。中小企業向けの研修や補助事業
などの支援策にも力を入れている。
　●コストダウン
　せっけんやシャンプーなどを製造している資生堂久喜工場（久喜市清
久町）は昨年十月、国内の主力五工場のトップを切って認証を取った。
リサイクル率の向上やダイオキシン排出抑制など九項目の環境管理計画
が柱だ。
　全社的に取り組んでいた環境保全活動が土台にあったため、予定より
も二カ月早く取得できた。「環境対策は一時的にカネがかかるが、循環
型の生産体制は必ずコストダウンにつながる」と野片義人工場長。
　三月までに本社と三つの子会社の全工場が取得したのは、富士写真光
機（本社・大宮市植竹町）。富士写真フイルムのグループ企業で、カメ
ラや産業用レンズなどの製造を手がけている。
　レンズの研磨で出る排水処理を中心にした計画を整えた。「製品の三
割を輸出しているので、取得した方が有利と考えた」と川嶋真之輔総務
部長。取得記念のテレホンカードをつくり、得意先にＰＲしている。
　●イメージアップ
　日本適合性認定協会によると、この動きは、ヨーロッパなどに製品を
輸出する電機業界などが、環境対策の不足が非関税障壁になるのを恐れ
たことが背景になっている。しかし、最近は企業のイメージアップの手
段になりつつあるという。
　「認証取得を新聞広告やＣＭで宣伝する企業もある。乗り遅れまいと
いう企業の心理が拍車をかけている」と広報担当の北村直子さんは話す。
　「取得ありき」の弊害も出ているようだ。規格自体が数値目標を設け
ていないため、低い目標で認証を得ようとする企業もあるという。逆に
コンサルタントに頼りすぎて、実態とかけ離れた過重な計画になるケー
スもあるという。［朝日新聞社］

▼98/05/31  大阪朝刊  地方版  大阪１面  O980531MOS1-09
ペットボトル再利用の作業服を導入　あすから箕面市職員　／大阪---
　箕面市は、ペットボトルを再利用して作った夏用の作業服を初めて購
入した。六月一日の衣替えに合わせ、週明けから職員に着用してもらう。
　作業服はベージュで二種類あり、土木、建設部門で働く職員用が上下
一組で八千五百二十円、ごみ焼却に携わる職員用が六千六百円。市職員
課が上着三百三十八着、ズボン三百三十六着を購入した。
　服の素材は綿とポリエステルが各五〇％で、ポリエステルはすべてペ
ットボトルから再生した。上着とズボンの上下一組に二リットル入りの
ペットボトル五・五本分が使われており、約千八百五十本が再利用され
た計算になるという。
　環境問題への関心が高まる中、ペットボトルを素材にした服を採用す
る自治体は府内でも増えつつある。従来の服よりも二割ほど高いが、市
は「リサイクル意識が高まれば」と期待している。［朝日新聞社］

▼98/06/01  東京朝刊  14 頁  第１家庭面  T980601M14--70
骨つぼも土にかえります　たんぱく質素材、数カ月で分解---
　葬儀の後に遺骨をいれておく骨つぼ。陶器製が主流だが、最近、「土
にかえる」ようにと、土壌中のバクテリアによって分解されるたんぱく
質などを使った新タイプが相次いで登場している。「環境にやさしい」
がうたい文句だ。果たして市民権を得ることができるか。

　骨つぼの使われ方には地域差がある。首都圏では、骨つぼのまま納骨
することが多く、骨が土にかえらない、すぐに墓が満杯になる、といっ
たことが一部で問題になっている。一方、近畿圏では、墓に遺骨を納め
るときに骨つぼから布袋に骨を移し、骨つぼの処分に困るケースが多い。
霊園によっては、園内の一角に骨つぼの捨て場を設けて産廃処分する所
もある。
　こうした問題を踏まえ、廃棄物の有効活用を研究してきた「バイオア
ート」（本社・兵庫県西宮市）は、昨年九月に「バイオ骨壺」を売り出
した。たんぱく質「グルテン」が主成分で、水に弱い性質を補うため表
面には漆を塗り、金ぱく飾りも施して高級感を出している。土に埋めれ
ば一カ月から半年で分解するという。
　業界の大手「トモエ陶業」（本社・愛知県瀬戸市）も昨秋から、生分
解性プラスチックに粘土を混ぜて作ったものを「クレイ」と名付けて売
っている。焼き上げて作るので陶器感覚があり、一つ一つが違う柄にな

るのが特徴。土に埋めれば半年から二年で分解するという。［朝日新聞
社］

▼98/06/16  西部朝刊  31 頁  １社面  S980616M31--03「ごみ中身チェ
ック計画」　指定袋化で北九州市　【西部】
　七月から政令指定都市で初めて一般ごみ収集を有料化（指定袋制）す
る北九州市が、指定袋以外で出された「違反ごみ」の排出者を特定する
ために、ごみの中身の「開封検査」を予定していることが十五日、明ら
かになった。市は「違反ごみを無くし、新制度を徹底するため」と説明
しているが、プライバシーの侵害などを理由に反発する声も出ている。
　有料化に反対する町内会長や労組などでつくる「ゴミ・環境問題を考
える市民連絡会」（二十六団体）との協議の席で、市環境局が明らかに
した。
　違反ごみについて、市は原則として引き取らず、ごみ出し場に残す方
針。ごみ出し場三、四カ所に一人の割合で選任した各地域の美化推進員
（約一万人）とボランティアの市職員（約三千人）が巡回し、指定袋以
外で出そうとした人に新制度を説明、協力を求める。
　中身を検査するのは、推進員や市職員が気付かないうちに指定袋以外
で出された違反ごみだ。開封検査は、地元町内会と相談したうえで市環
境局が実施し、中身を調べて出した人が分かれば、市が直接出向いて指
定袋で出すように説得する。また、近隣市町村の住民が越境して捨てて
いるようなら、その自治体に連絡して対策をとるよう要望するという。
市によると、違反ごみは廃棄物処理法が定める「不法投棄」にあたり、
出した人に処理責任があるので、その特定のための検査はプライバシー
の侵害にはならない、としている。
○地域に不信感生む
　ごみ問題に詳しい明治学院大の熊本一規教授（環境政策）の話
　指定袋で出さない事態が何度も続くなど度を超せば仕方ないだろう。
だが、すぐに強権的に「開けるぞ」という姿勢になると、地域で不信感
も生まれるし好ましくない。多種類の分別をしている静岡県沼津市では、
一生懸命ごみ減量に努力する職員を見て、自然と市民も協力するように
なった。こうした雰囲気を生む努力を、まず自治体がすることが必要だ
と思う。
［朝日新聞社］

▼98/06/02  大阪朝刊  15 頁  第１家庭面  O980602M15--51
ごみ減らそう　店がリサイクル　スーパーの外に出しません【大阪】---
　焼却場から出るダイオキシン、産業廃棄物や一般廃棄物の処分場など、
ごみ問題はますます深刻になってきている。そんな中、毎日出る大量の
ごみを店の外に出さずにできるだけリサイクルしようとするスーパーが
増えたり、処分場建設の反対だけではなく、リサイクル社会を目指し市
民団体が先進国のドイツを視察するなど、企業も市民も、知恵をしぼっ
て環境を守ろうとする努力が各方面で広がっている。（小山龍彦）
　牛乳パックやトレーの店頭回収はかなり普及してきたが、最近は店舗
から出る野菜くずや売れ残った生ものなどの生ごみを自店の敷地内で処
理して、たい肥にしたり、メタンガスを取り出して利用したりするなど、
生ごみの減量とリサイクルに取り組むスーパーが徐々に増えている。国
会では、環境に配慮することを明記した「大規模小売店舗立地法」が五
月に成立したばかり。二年以内には施行される予定で、それを先取りし
た取り組みと言えそうだ。
　マイカル（本社・大阪市）が明石市に去年十月に開店した複合商業施
設「マイカル明石」は、「ビブレ」「サティ」など三つの建物に、スー
パー、レストラン街、映画館、温泉、スポーツ施設などがある巨大施設
で、延べ床面積約十五万七千平方メートル。休日の来客者は五、六万人
に上る。
　ごみの量は一日平均約十トン。その九割をリサイクルしている。この
うち生ごみは約三・五トン。スーパーの野菜くず、魚のあら、賞味期限
が過ぎた総菜、ハム、ソーセージ、かまぼこ、飲食店から出る残飯など
で、専用の容器に分別され、サティ一階にある広さ約五百平方メートル
のリサイクルセンターに運び込まれる。一・五トンはメタン発酵機に、
二トンは乾燥機に入れられる。
　メタン発酵機は、ごみを粉砕して液状にし、高さ約七・一メートル、
直径二・六メートルのタンクに入れ、高温で熱して、発酵菌で発酵させ
る。十日もたつとメタンガスが発生、水と分離されて、ボイラーの燃料
に使われる。二トンの生ごみは乾燥させると、翌日には重さで十分の一
から五分の一にまで分量が減る。土壌改良材としてどれくらい効果があ
るか農家から畑を借りて試験中だ。
　同社は一九九五年三月に三重県桑名市に開店した複合商業施設「マイ
カル桑名」で、生ごみのリサイクルに取り組み始めた。桑名では高速発
酵処理システムで九九％を二酸化炭素と水に分離、一％の残りかすが出
る。食べ残しやハム、ソーセージなども一緒に処理するので残りかすに
はどうしても塩分が含まれ、たい肥としては品質があまりよくないため、
土壌改良材として店の敷地内で使っている。
　同社広報室などでは「店から、ごみはできるだけ出さないというのが
会社の方針。とくに生ごみはゼロにするのが目標。ガス化や改良材など、
あらゆる可能性を追求したい」と話している。
　近商ストア（本社・大阪市）は九五年十一月に奈良県・広陵町に開い
た「近鉄プラザ真美ケ丘店」で野菜くずなどの生ごみをたい肥化してい
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る。
　一日に出る生ごみは八百キロ。野菜くず、果実、パン、めん類、豆腐
などに限って約五百キロに発酵菌を混ぜ、乾燥させながら十五時間かけ
てたい肥にしている。たい肥になるとごみの量は重さで五分の一に減る、
という。塩分はほとんど含まれていないため、できたたい肥を地元の有
機農業に取り組んでいる農家のグループに配布、とれた野菜を有機野菜
として店で販売している。また希望する消費者にもたい肥を無料で配布
している。「口コミで評判が広がり、品切れになることもあり、予約が
必要なほどです」と福田芳明店長。
　ジャスコ（本社・千葉市）では、九四年から機械を順次、設置して今
では高槻市、津山市など全国十六店で、たい肥化を実験中だ。津山店で
は、農家に配布し、有機農法で作ってもらった野菜を販売している。

▼98/06/06  東京夕刊  5 頁  夕．経済特集面  T980606E05--53
リサイクルの極意を探る　企業や自治体訪ね---
　家電製品を資源として再利用するよう義務づける「家電リサイクル
法」が五月末に成立するなど、資源の再利用に対する関心が高まってい
ます。ただ、最近の統計でも全国の家庭などのゴミでリサイクルされる
のは九％だけです。「分別すれば資源になる」と分かっていても、家庭
や職場でのリサイクル推進は一筋縄ではいきません。独自の方法で資源
の再利用に取り組んでいる企業や自治体を訪ねて、リサイクルの心得を
探ってみました。（田島幸治）

　○手間、惜しむべからず
　古いオランダの街並みを再現したハウステンボス（長崎県佐世保市）。
施設管理や清掃を担当する関連会社「ハウステンボス・技術センター」
の倉庫には、園内の宿泊施設の客室で余ったシャンプーやリンスが毎日
集められる。
　シャンプー、リンスとも、一度口が開いたら、新しい物と交換する。
この使い残しを生かそうと、同センターはペットボトルに詰め替えて、
従業員に販売している。値段は「気持ちだけ」だが、それでも年四十万
円になる。
　園内の「ホテルヨーロッパ」や「ホテルデンハーグ」は一室一泊三万
円以上する高級ホテル。客室のトイレットペーパーも、半分ほど使った
ら新しい物に交換している。残りは、廃材のベニヤ板とビニール管で作
った専用の巻き取り機で二巻を一つにまとめ、従業員用トイレで使う。
同センターの松尾要専務は「高級ホテルの紙だけあって、以前の質が悪
い従業員用の紙と違い、柔らかいと評判です」と笑う。
　ハウステンボスには、年間四百万人が訪れ、園内の宿泊施設には六十
万人が泊まり、三千五百人が働いている。年間のゴミの量は二千五百ト
ン余り。半分近くは生ゴミだ。園内には飲食施設が約六十カ所あり、お
客の食べ残しなどの生ゴミは一日三トンに上る。これまで自前の焼却炉
で処理していたが、生ゴミは水分を
多く含むため炉の傷みが早く、煙が出ることなども悩みの種だった。
　一九九五年から、生ゴミに微生物を加えて、たい肥にする実験に取り
組んだ。その結果、排出されるゴミのリサイクル率は六二％と、これま
での二倍になり、焼却炉の燃料の重油使用量は八割余り減った。たい肥
は、園内の植木や草花に与える。ハウステンボスは、このたい肥化シス
テムの販売にも乗り出した。
　だが、こうした取り組みにも一定の制限がある。客室のシャンプー、
リンスのプラスチック製容器は使い捨てで、ゴミとして焼却されている。
大きなポンプ式の容器を部屋に備え付け、中身だけ補充するという案は、
「高級ホテル」のイメージを傷つけかねないという理由で、実現できな
い。
　松尾専務は「客商売だから、限界があるのは事実。生ゴミの問題も、
お客さんに『残さずに全部食べて』と言えれば、ずいぶん減量できるの
ですが……」と苦笑する。
　園内のホテルでは、一度使ったらゴミとして出していた客室の布製ス
リッパを、今年から洗濯したうえで十回程度再利用することになった。
松尾専務は「手間はかかっても、工夫して年に一％ずつでもリサイクル
率を上げていきたい」と力を込める。

　○上意下達で断行すべし
　アサヒビール茨城工場（茨城県守谷町）の貞苅陽二郎工場長が本社の
担当役員から電話を受けたのは、九六年一月のことだった。「経営会議
で、今年中に茨城をゴミゼロ工場にすることが決まった」
　ビールは、原料の麦芽が飼料になり、瓶は洗って再利用されるなど、
原料などの再資源化が比較的進んでいる。このため、同工場がリサイク
ルできずにゴミとして出すのは、原料が入る段ボール箱やプラスチック
のひもなどで、全体から見ればわずかだった。それでも年間七百トンに
上る。しかも、リサイクルが手つかずだったものばかりで、簡単に「ゴ
ミゼロ」が達成できるわけではなかった。
　まず、分別した物を集める入れ物としてフランス製コンテナを購入し、
工場内二十二カ所の「分別ステーション」に置いた。一個三万円から二
十万円ほどしたが、貞苅工場長は「ドラム缶ではただのゴミ箱。『ゴミ
ではなく資源』という意識を徹底させるためだ」と理由を説明する。
　ステーションごとに責任者を決め、名前を掲示した。ゴミを集めて業
者に引き渡す際、異物が混じっていると、どのステーションのどの従業

員が出したかを調べ、本人に直接注意する。環境問題に関心を持っても
らうために、勉強会も開いた。
　この結果、九六年十一月には、すべてのゴミの再資源化を達成した。
貞苅工場長は「初めは反発もあったが、トップの意思には逆らえない。
企業だからやりやすかった」と語る。同社は九八年中に、全工場を「ゴ
ミゼロ」化する計画だ。
　アサヒビールは、社内では順調に進んだリサイクルを、「トップダウ
ン」が通用しない消費者にも広げようとしている。関東などでコンビニ
エンスストアを中心に四月に発売した「スーパードライ・スタイニー」
は、回収・再利用できる新型の小型瓶入りで、缶入りの飲み物になじん
だ若者らの取り込みを狙う。
　瓶ビールは「メーカー―卸―小売り」間の回収ルートが以前から確立
しており、同社の瓶の回収率は九七％に上る。スタイニーでも回収率八
〇％を目指して、テレビＣＭや小売店のポスターなどで、回収を呼びか
けている。達成できるかどうかは、若い消費者が空き瓶をどれだけコン
ビニヘ返しにいくかにかかっている。

　○ゴミ分別は徹底すべし
　人口約三万二千人の熊本県水俣市は、リサイクルに回る「資源ゴミ」
などを二十種類に分別して集めている。
　市内汐見町の公民館前。月一回の収集日の午後四時過ぎ、近くの人が
自転車や手押し車にゴミを積んで集まってくる。「これは金属かね、粗
大かね」「粗大じゃろう」。分別収集コンテナの前で「ゴミ談義」が始
まった。
　「環境モデル都市づくり」を進めていた水俣市が細かい分別収集を始
めたのは九三年から。事前に三百回以上説明会を開いたほか、市内に約
三百カ所ある収集場所ごとにリサイクル推進員を決め、ゴミ出しの指導
に当たる。
　以前は、年間排出量約一万トンのゴミをすべて焼却や埋め立てしてい
たが、今では千五百トン余りが資源として生かされている。五年で満杯
になるはずだった市内の埋め立て地の寿命も、十五年に延びた。
　ゴミ出しのルールも徹底している。瓶や缶の中身はきれいに洗い、ペ
ットボトルは、材質が違う口や底の部分を切り取ってから出す。市ごみ
対策室の草野徹也さんは「リサイクル業者の間でも『水俣のゴミは質が
いい』と評判です」と話す。
　リサイクルを観光の目玉にする動きも出てきた。市は、多くの修学旅
行客が平和学習のために訪れる広島、長崎のように、「環境学習」の場
にしてもらおうと、六月中旬から大手旅行会社や関東から九州にかけて
の高校、中学に、売り込みを始める。見学コースには、資料館など水俣
病関連の施設に加え、分別されたゴミが集まる市清掃センターも入って
いる。
　草野さんは「水俣病の教訓を生かし、リサイクルのまちとして再生し
ている様子を見てもらいたい」と期待する。

　○採算にこだわるべからず
　企業や自治体の努力で、リサイクル率は向上したが、それに伴う費用
は決して安くはない。アサヒビール茨城工場の場合、「ゴミゼロ」を達
成するために、六千万円の投資をした。内訳は、機械の洗浄液の配管工
事や分別した物を運ぶフォークリフトの購入費用などだ。これに対し、
削減できたのは、ゴミとして出していた廃プラスチックの処理費用の年
百二十万円だ。
　ハウステンボスも、五千万円で生ゴミをたい肥にする施設を建設した
が、節約できたのは年間の重油代など計四百五十万円だ。
　アサヒの貞苅工場長は「従業員の手間も考えれば、割に合わない面も
ある。将来処分場が満杯になったときのための先行投資と考えた」と強
調する。
　水俣市にしても、九七年度のゴミ処理費用は約三億円で、分別を始め
る前の九二年度に比べて三割近く増えている。収集用トラックを増やし
たり、収集場所のコンテナを交換する費用がかさんだりしたうえに、再
利用できない「雑瓶」を業者に引き取ってもらう際、一トン当たり四千
円かかるのも負担になっている。
　古紙などの市況が悪化し、企業や自治体はゴミとして処理する方が安
上がりという現象も起きている。

　●正直者が、ばか見ないように
　日本環境財団の高見裕一理事長の話　企業などがリサイクルに取り組
んでも、イメージアップぐらいしか利点はない。採算が取れないケース
が多く、「正直者がばかを見る」という状況だ。だが、地球の浄化能力
や資源に限界が見えている今こそ、「地球は有限」という発想で社会や
経済の仕組みそのものを変える必要
がある。リサイクルを進め、「持続可能性の高い」社会にするために、
ゴミ収集の有料化など新しい税金や法律の体系をつくるべきだ。［朝日
新聞社］

▼98/06/12  大阪朝刊  31 頁  １社面  O980612M31--01
エゴよりエコ　「環境悪化業界」返上へ　コンビニ変身中　【大阪】---
　環境対策がとかく遅れていると指摘されてきたコンビニエンスストア
業界が、競うようにリサイクル事業やごみの削減に乗り出している。ペ



環境を考える市民団体　「宇宙船地球号の会」機関誌　　地球号 Vol.１３

　　　　　　　　　　　　　　　　　　機関誌　　－66－　「地球号」

ットボトルの再利用や塩化ビニルの全廃だけではなく、再利用の建材を
使って店ごと「環境店」にする社や、低公害車を二十台以上も導入する
など、目立つ計画が多い。出店が飽和状態に達したといわれるなか、
「生き残りのカギは環境対策」という本音もあるようだ。

　先べんをつけたのは、全国に約五千店を展開するファミリーマート
（本社・東京）。昨年、茨城県や神奈川県に「エコショップ」三店を開
いた。店舗をまるごと環境に配慮して設計したといい、リサイクル建材
を使っている。太陽光発電で年間六〇％の電気代を節約するほか、ノン
フロン冷媒を使った冷蔵施設、生ごみ処理機などを備えている。
　一方、ローソン（同）は、五月から京都市内の百三十五店で「生ゴミ
リサイクルシステム」を導入した。店から出るごみを有機肥料にし、野
菜の栽培に活用、その収穫を販売用の弁当のそうざいに使うシステムだ。
同社は、今年度中に天然ガス利用の配送車を計二十二台導入する計画も
ある。
　このほかエーエム・ピーエム・ジャパン（同）は昨年十二月、環境管
理の国際規格である国際標準化機構（ＩＳＯ）１４００１を業界で初め
て取得した。約七千四百店舗を展開するセブン－イレブン・ジャパン
（同）も今春、約五十億円で全店に「電灯・空調用節電装置」を導入。
使用電力四％、ＣＯ２の排出量一三％を抑えられるという。
　各社ともこれらの事業を前面に押し出し、社によっては店に見学室を
併設してＰＲに努めている。
　コンビニ業界は、スーパーなどと比べ環境への取り組みが遅いと指摘
されてきた。昨年の気候変動枠組み条約第三回締約国会議（温暖化防止
京都会議）では二十四時間営業の自粛を求める意見が出された。チェー
ン方式で本部の指導が徹底しにくい事情もあったが、ある社の社員は
「生き残るためには目に見える形でアピールするしかない」と漏らす。
　コンビニの大手各社が加盟する日本フランチャイズチェーン協会で環
境問題を担当する鈴木貞夫常任理事（ローソン相談役）は「環境問題に
不熱心な店は消費者の共感を得られない時代だ。まだ部分的で、実験段
階だが、店舗間の競争が厳しくなるなか、今後は企業の壁を超えて協力
していきたい」と話している。［朝日新聞社］

▼98/06/12  東京朝刊  29 頁  第１家庭面  T980612M29--63
封筒の再利用、おしゃれ感覚で　スタンプなどさりげない仕掛けを---
　封筒をスマートに再利用するには――。５月１４日の「声」欄に掲載
された東京都保谷市の大学教員、大崎雄二さん（３９）の「封筒の再利
用　お知恵を拝借」に、数多くの反響が寄せられた。環境保護の観点に
加え、「おしゃれに」再利用を楽しもうという姿勢が目立つ。再利用の
封筒にかわいいスタンプを押したり、あて名ラベルをはったりという工
夫も。紙と切手の柄のコーディネートなどを、さりげなく主張してみる
のも、しゃれた再利用のしかたと言えそうだ。

　神奈川県座間市の会社員、伊藤淳夫さん（五九）は、ダイレクトメー
ルの封筒を数時間水にひたして接着部分をとかし、全開して乾かしてか
ら裏返しにのり付けしている。最初は「何てケチなんだと思われる」と
気がひけたが、「ゴミ減量のため」と割り切って続けているという。
　最初から使い回せる封筒を購入する手もある。国際協力ＮＧＯ「グロ
ーバル・ヴィレッジ」が四月にオープンした雑貨店「ザ・フェア・トレ
ード・カンパニー」（東京都目黒区）では、三回使える封筒や、使用済
み封筒の上に張ってあて名を書きこめるラベルなど、おしゃれな柄の再
利用推進グッズを扱っている。「もったいないという気持ちは大前提だ
が、良質でデザインのいい商品を使うことで、環境問題や再利用に関心
を向ける人もいるはず」と、代表のミニー・サフィアさん。
　再利用であることをおしゃれに主張できるのがスタンプだ。パンダと
木の葉の周囲に「ＲＥＵＳＥ（再利用）」の字を施したスタンプ（二種
セットで八百円）を、世界自然保護基金日本委員会が通販で扱っている。
ほかにも、再利用の表示とともに動物の絵などのついたゴム印が、大手
の文房具店で売られている。
　既製品に頼らず、再利用に理解を求める配慮もさまざま。茨城県ひた
ちなか市の女性は、消しゴムに自分で「リサイクル」と彫って押印する。
東京都町田市の元中学教諭、山田暁生さん（六一）は、「地球資源節約
のためお許しください」など、おことわりを書いた紙片を同封するそう
だ。［朝日新聞社］

▼98/06/17  名古屋朝刊  地方版  愛知１面  N980617MAI1-67
月刊リサイクルニュース、１８年目の再出発　総合環境専門誌に／愛知-
--
　市民団体が発行する月刊リサイクル情報誌として十八年にわたって親
しまれてきた「月刊リサイクルニュース」が、今月から隔月刊の総合環
境専門誌「Ｅ’ｓ（イーズ）」として再出発する。発行元の「中部リサ
イクル運動市民の会」（東区徳川二丁目）は「環境問題が重要視される
今だからこそ、専門性を高め、社会の構造の変化に、より影響力を持つ
雑誌にしたい」と抱負を語っている。
　月刊リサイクルニュースは一九八一年四月に創刊された。発行部数は
二万三千部。市民団体が発行する雑誌としては珍しく、一般書店やコン
ビニエンスストアにも販売ルートを持つ。
　不用品の譲り手と、もらい手を結ぶリサイクル情報を中心に、環境イ

ベントのお知らせなどを中心に編集してきた。一方で、ごみ問題やエネ
ルギー問題など、啓発の特集記事にも力を入れてきた。
　新雑誌「Ｅ’ｓ」は「地球（Ｅａｒｔｈ）」「エコロジー（Ｅｃｏｌ
ｏｇｙ）」「環境（Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔ）」「教育（Ｅｄｕｃａｔ
ｉｏｎ）」「エネルギー（Ｅｎｅｒｇｙ）」「経済（Ｅｃｏｎｏｍ
ｙ）」などの象徴だ。
　Ａ４判で、発行部数は一万部。毎回、廃棄物問題や環境教育、自治体
の環境対策などの特集記事を中心に構成し、不用品情報は袋とじになる。
　創刊号は二十六日に発売予定。東海地区の主要書店やコンビニンスス
トアなどでも発売する。問い合わせは中部リサイクル（〇五二―九三一
―四〇一七）。［朝日新聞社］

▼98/06/20  東京朝刊  21 頁  第１家庭面  T980620M21--55
低公害車、三割が「高くても買う」　環境団体調査---
　消費者の三人に一人が、低公害車の価格が、性能やグレードが同じ普
通の車よりやや高くても買いたいと考えていることが、「グリーン購入
ネットワーク」が実施したアンケートの中間報告でわかった。環境への
負荷が少ない商品購入の啓発活動をしている同ネットワークは「自動車
に対する環境意識は高まっている」と評価している。
　アンケートは今年三月、首都圏に住む約千人を対象に、家電製品や日
用品など個別の商品について、環境問題への関心が消費行動にどう結び
ついているかを調べた。
　このうち、ガソリンエンジンと電気モーターを組み合わせて有害物質
の排出を減らすハイブリッドカーなど、低公害車の価格と購入意欲を尋
ねたところ、普通の車に比べて「一割高までなら買う」が二四％あった。
　さらに、「三割高までなら買う」が九％、「五割高までなら買う」も
一％あり、計三四％が、割高でも低公害車を選ぶ姿勢を示した。これに
「同じ価格なら買う」と答えた五六％を含めると、九〇％の人が価格に
よっては低公害車の購入に関心を示した。
　また、車を持っている人に、その車を買ったときのチェックポイント
と、今後買い替えるときに重視する観点を挙げてもらった（複数回答）
ところ、環境問題に関連する項目への関心が、目立って上昇していた。
［朝日新聞社］

▼98/06/25  大阪朝刊  33 頁  ３社面  O980625M33--06
使用済み定期券、トランプに再生　ＪＲ西日本がシステム開発【大阪】-
--
　ＪＲ西日本は２４日、プラスチック製の使用済み定期券の表面の塗料
や磁気膜をはがし、名刺やトランプなどに再生するシステムを国内で初
めて開発した、と発表した。これまでは偽造防止のため焼却処分してい
た。年間８３０万枚の定期券を発行しており、環境問題への関心が高ま
るなか、大量の廃棄物のリサイクル事業として注目される。京阪神だけ
でも年間処分量２５５トンとみられる通常の切符に対しても壁のパネル
など建築壁材に再利用させる研究を進めているという。
　ＪＲ西日本などによると、リサイクルシステムは回収された使用済み
定期券を磁気カードを加工するベンチャー企業（本社・大阪市）に集め
る。特殊な化学処理で表面の印刷や磁気膜をはがすとプラスチックの表
面が白くなり、その上に文字や図柄を印刷。ＪＲの子会社、ジェイアー
ル西日本商事（本社・大阪市）が販売にあたる。［朝日新聞社］

▼98/07/01  西部朝刊  29 頁  ３社面  S980701M29--02
北九州市、あすから収集有料化　大都市のゴミ減量なるか　【西部】---
　北九州市で二日から、一般家庭ごみの有料収集が始まる。市が条例に
基づいて指定袋の製造・販売主体となり、市民は、ごみの量に応じた収
集手数料を袋の代金として市に払う仕組み。政令指定市では初めての試
みで、市はごみの減量や処理経費削減を狙う。しかし、市民には「反
対」の声も根強く、十分な協力が得られるのか、波乱含みのスタートに
なりそうだ。
［朝日新聞社］

▼98/07/02  西部夕刊  11 頁  １社面  S980702E11--01
根強い反対意見　北九州市、ごみ有料収集スタート【西部】---
　家庭から出る一般ごみの有料収集が二日、政令指定市では初めて北九
州市でスタートした。ごみの減量と処理経費の削減が目的で、市が販売
する指定袋を使わない「違反ごみ」は集めない。市は「初日の状況は順
調で、大きなトラブルはない」としているが、違反ごみが見られる地域
もあった。有料化への反対意見も依然根強く、市民に定着するかどうか
は今後の市の対応がかぎを握りそうだ。市は今後約十日間、町内会を通
じて委託した美化推進員約九千七百人とボランティアの市職員約二千百
人を早朝に動員し、新制度の周知徹底にあたる。

　＜北九州市の一般ごみ収集有料化＞　市が条例に基づいて指定袋の製
造・販売主体となり、市民が購入する指定袋の代金が収集手数料として
市に入る仕組み。指定袋は、四十五リットル入りの「大」が一枚十五円
（税込み）、三十リットルの「小」が十二円（同）。市の試算では、有
料化で家庭の一般ごみ（年間約三十二万五千トン）は一割減り、年間の
ごみ処理経費（約百五十三億円）が約七億七千万円の削減になる、とし
ている。福岡市は昨年十二月から、行政がごみ袋の規格を定める指定袋
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制（製造・販売は民間）を実施している。［朝日新聞社］

▼98/07/03  西部朝刊  31 頁  １社面  S980703M31--03
めど立たぬ住民合意　新石垣空港問題（ＮＥＷＳ三面鏡）　【西部】---
　計画発表から二十年目に入った沖縄県石垣市の新石垣空港問題は、県
が建設地として進める「宮良・牧中地区」に市議会の同意が得られず、
着工の見通しが立たない。市側は九月の市議選後に再提案するが、反対
地権者らは「市議会が同意しても、反対を貫く」姿勢だ。サンゴ礁の保
護をめぐって揺れた新石垣空港問題は十一月の知事選も絡んで、混迷の
度を深めるばかりだ。
［朝日新聞社］

▼98/08/06  西部朝刊  30 頁  ２社面  S980806M30--01
指定袋、使用率９９％　ごみ有料化１カ月で北九州市開封検査【西部】-
--
　政令指定都市で初めて、七月から一般ごみの収集を有料化した北九州
市は五日、一カ月間の実施状況を発表した。それによると、市が販売す
る指定袋の使用率は一般ごみ全体の九九・四％にのぼり、「違反ごみ」
は〇・六％にとどまった。ただ、違反ごみを出した人を特定するため、
延べ七百三十一カ所のごみ出し場で中身の「開封検査」をしており、反
発も出ている。
　七月一カ月間の一般ごみの量は二万三千七百五トンで、前年同月に比
べて一八・一％減った。このうち、指定袋を使ったごみが二万三千五百
五十二トン、使わなかったごみが百五十三トンだった。七月の資源ごみ
（缶、瓶）は、前年同月より一六・〇％増えた。
　奥野照章・市環境局長は「六月末に駆け込みで大量のごみが出た反動
という事情を差し引いても、新制度はほぼ定着し、ごみの減量や分別の
促進といった目的も達成されている」といっている。
　一方、開封検査は、市の巡回や地域住民からの依頼で実施。開封した
ごみ袋の総数は集計していないが、検査結果などをもとに約二百四十人
に個別指導した。奥野局長は「個別指導をしたところは、次回の収集か
ら確実に改善されている」といっている。
　これに対して、有料化に反対してきた「ゴミ・環境問題を考える市民
連絡会」（二十六団体）は「そもそも市には開封の権限がなく、住民同
士を監視させて地域に無用の混乱を持ち込むだけだ」と批判している。
［朝日新聞社］

▼98/08/11  東京朝刊  地方版  東京１面  T980811MTK1-53
雨水利用法、世界に伝授　墨田区職員の「雨水博士」村瀬さん　／東京-
--
　タンク（戦車）より、タンク（貯水槽）を――。雨水利用に取り組ん
でいる墨田区職員村瀬誠さん（四九）が十日から四日間、スウェーデン
のストックホルムで世界の水環境問題を討議する「ストックホルム水シ
ンポジウム」に招かれ、世界各地の研究者らに訴える。村瀬さんは「都
市が安易に上流に水を求めれば摩擦が起きる。自前でまかなうためのノ
ウハウを世界に広めたい」と話している。

　「ドクトル雨水」。墨田区環境保全課に勤務しながら、「雨水利用の
政策研究」で学位をとった村瀬さんに仲間がつけてくれたペンネームだ。
　墨田区は一九八一年から三年間、大雨で下水道から雨があふれ出す水
害に見舞われた。この反省から、公共施設で雨を一時貯留し、水洗トイ
レや冷房、防火用水に使うなど雨水利用に積極的に取り組んでいる。
　村瀬さんは、その仕掛け人。九四年に雨水利用東京国際会議を同区で
開き、英文で報告書や雨水利用の手引書などもまとめるなど、海外にも
「雨水利用」をアピールしてきた。
　これらの実績を評価されて、シンポジウムにパネリストとして招待さ
れた。
　「戦争のための戦車はいらない（ノーモア　タンクス　フォー　ウオ
ー）、平和のための雨水タンクを（タンクス　フォー　ピース）――雨
水利用は世界を救う」
　キャッチコピーは、メコン川やガンジス川の流域など、世界各地で水
資源をめぐるトラブルが起きている状況に「都市が自分の水は自前でま
かなうという発想をもたないと、戦争の火種になりかねない。それには
雨水利用が必要だ」と思いを込め、ひねり出した。
　講演では九五年の阪神大震災でも、断水が続く中、ＮＧＯが差し入れ
た雨水利用タンクが飲料水の確保に役立った例を挙げ、「自分の足元に
たっぷり雨は降る。雨をためることができれば貴重な資源になる」と解
説する。
　さらに、相撲で海外にも知られる両国国技館が家庭の風呂五千杯分の
雨水千トンをためることができるもう一つの顔や、防災拠点にもなる街
角に共同で貯水槽をつくったり、防水ビニールとビールケースで簡易貯
水槽をつくったりするなど、地域ぐるみで行われている日本の雨水利用
の具体例を紹介する。
　主催はストックホルム水財団。毎年、世界の水資源保護に功績があっ
た人に「水のノーベル賞」を贈っていることでも知られる。
［朝日新聞社］

▼98/08/20  東京朝刊  地方版  東京１面  T980820MTK1-57

ダイオキシン対策で農業用ビニール回収　東京むさし農協　／東京--
　環境問題になっているダイオキシン類の発生を抑えようと、東京むさ
し農協三鷹支店は農家で使う農業用ビニールを共同で収集する事業を始
め、十七、十八日の二日間で約八・五トンを回収した。
　同農協や三鷹市によると、作物の保温用ハウスや肥料袋に使われる農
業用ビニールは、これまで各農家が個別に不燃ゴミとして出していた。
しかし、一部は野焼きで処分されていたケースもあったという。
　今回は、各農家が野菜の集荷場にビニールを持ち寄って回収。委託し
た産廃業者が固形化するなどして再利用するという。［朝日新聞社］

▼98/09/12  東京朝刊  地方版  山梨２面  T980912MYN2-01
半透明ごみ袋試行へ　環境意識に変化　甲府市・春日居町相次ぎ／山梨-
--
　甲府市と東山梨郡春日居町が今月から来月にかけて、半透明のごみ袋
を一部で試験的に導入する。住民に押される形で始めるものだ。五年前
に東京都が導入した際は、プライバシー面から厳しい批判が上がったが、
その後のダイオキシン汚染の深刻化などで、半透明袋に対する住民側の
意識が大きく変わったようだ。県内では五割を超える自治体・事務組合
がすでに可燃、不燃ごみの分別徹底のために、半透明袋や透明袋を指定
しており、中身が見えてしまう点より、ごみの減量などを優先させる考
え方が広まりつつある。（山浦正敬）［朝日新聞社］

▼98/09/29  大阪朝刊  17 頁  第１家庭面  O980929M17--59
古川雲雪さん、中国で再生服ショー　開発と環境問いかけ　【大阪】---
　リサイクル素材で「環境と共生するファッション」を作り続けている
デザイナー古川雲雪さん＝兵庫県芦屋市＝が、中国でペットボトル再生
繊維で作った服のショーを開いた。
　九月中旬に開かれた中国・大連市の「国際服装博覧会」のイベントの
一環で、ペットボトルを三〇％使った色鮮やかなスーツ＝写真左＝や、
五〇％使ったエレガントなドレスを披露。スポーツ着や学生服、ビジネ
ススーツなど二十点も展示した。
　急激な開発が進む中国では、環境問題への取り組みが始まったばかり。
水の汚染も深刻で、ミネラルウオーターや純水（水道水などを煮沸・蒸
留したもの）入りのペットボトルは日常生活に浸透しているが、大連な
ど大都市でも回収は始まっていない。
　古川さんは、客員教授を務める大連大学などでもペットボトルから布
が生まれるまでを講義＝写真右、右が古川さん＝、一・五リットルボト
ル二本からＴシャツ一枚ができる「環境へのやさしさ」が関心を集めた。
まず、小中学校向けの学生服から取り組むことで中国側メーカーとも話
が進んでいる。
　環境ファッションを提案してから四年になる古川さんは、「ファッシ
ョンもイメージ先行から、社会への貢献を考える時期。回収・素材作り
から製品化まで、中国で全部できる仕組み作りを手伝いたい」と話して
いる。
［朝日新聞社］

「科学技術」
▼98/06/17  東京朝刊  13 頁  ３経面  T980617M13--01
電池燃料と電気自動車、次世代車へ覇権争い
---
　ガソリンや軽油に代わる次世代の自動車用エネルギーとして期待され
ている燃料電池の開発で、独ダイムラー・ベンツと米フォードが協力
し、世界標準づくりに乗り出している。二〇〇四年には量産車を発売す
る計画だ。二十一世紀の半ばごろには、燃料電池を使う自動車が主流に
なる可能性があり、電機メーカーなども巻き込んで、自動車産業の構造
を大きく変えそうだ。また、実用段階に入りつつある電気自動車では、
日米の自動車メーカーの提携関係が強まっている。　（安井孝之、金光
尚）

　○燃料電池車　ベンツとフォード、世界標準づくりへ
　「燃料電池は二十一世紀の最も重要な技術の一つだと思う」
　フォードのアレックス・トロットマン会長は、世界の自動車メーカー
で二十一世紀に生き残るのは日米欧の六社と言明した今月初めの講演
で、ベンツとの共同開発に触れた。「環境問題などに挑戦していかなけ
れば、二十一世紀の生存競争を生き抜き、成長することはできない」と
語り、その中核にあるのが燃料電池自動車だと強調した。
　ベンツとフォードは昨年十二月、カナダの燃料電池開発会社のバラー
ド・パワー・システムズなどに出資し、燃料電池自動車の開発で提携関
係を築いた。燃料電池はコスト高が実用化の壁になっているが、二〇〇
四年にはディーゼルエンジン車並みの製造コストを実現し、量産体制に
入ることを目指している。
　燃料電池は水の電気分解の逆の原理で、水素と酸素を反応させ電気を
つくる。その電気でモーターを動かすのが燃料電池自動車だ。
　電気自動車は発電所でつくった電気を充電するため、発電所からの二
酸化炭素（ＣＯ２）の排出や大気汚染の恐れがある。また、今の技術で
は充電に時間がかかるという難点がある。
　これに対し燃料電池自動車は、「発電」しながら走るため、燃料をガ
ソリンと同じように補給すれば済む。また、天然ガスなどを原料に燃料



環境を考える市民団体　「宇宙船地球号の会」機関誌　　地球号 Vol.１３

　　　　　　　　　　　　　　　　　　機関誌　　－68－　「地球号」

を作るので、石油などが枯渇したあとの代替燃料としても期待が大き
い。ＣＯ２排出量も、燃料生産段階を含めても現在より大幅に削減でき
るという。
　水素を車に直接貯蔵する方法と、メタノールを積んでおいて車内で水
素に変える方法とがある。補給のしやすさや既存のガソリンスタンドの
利用の可能性を考えると、メタノールが有力視され、ベンツ・フォード
グループもメタノール方式での量産化を目指している。フォードは石油
メジャーのモービルと三月に提携し、燃料面からの開発についても乗り
出した。
　両社は「燃料電池のレースで最初にゴールしたメーカー、つまり市場
に投入できる車を完成させたメーカーがその後のルールを決める」とみ
て、標準づくりに先手を打つ構えだ。
　一方、日本勢の中ではトヨタ自動車が水素貯蔵型とメタノール型の試
作車をすでに完成させてはいるが、量産化の具体的な計画はない。「単
独開発を目指す。ベンツの仕組みにはやや疑問もある」（担当役員）と
メタノール型でもベンツ、フォードとは一線を画す。
　トヨタ以外では、フォードが大株主のマツダが四月、ベンツ・フォー
ドの共同事業への参加を表明した。日産自動車、本田技研工業、三菱自
動車工業などは試作車づくりの段階までは進んでおらず、「燃料電池の
普及はまだ先。今後の動向をみる」という姿勢だ。

　○電気自動車　トヨタとＧＭ、充電方式を共通化
　電気自動車では日米の主要メーカーの間で普及に向けた動きが本格化
してきた。外部電源からの充電方式がメーカーによって違うため「世界
標準」への統一を狙う国際提携が活発になっており、トヨタ自動車と米
ゼネラル・モーターズ（ＧＭ）は共通化を決めた。本田技研工業と米フ
ォードも米国で電源スタンドの共同設置に乗り出している。
　電気自動車は一回の充電で走る距離は二百キロ程度にとどまる。充電
は数時間かかるため自宅や勤務先で夜間に行うのが基本だが、外出先で
の電気切れに備えて公衆用の電源スタンドも必要だ。
　充電方式に統一規格はなく、大きく二つに分かれる。これまでの主流
は充電器を車に内蔵する方式で、トヨタ、本田、フォードなどが実用化
した。これに対しＧＭは充電器を車の外に置く方式を開発、日産自動車
が昨年発売の電気自動車に採り入れた。
　今年に入って、勢力図を大きく塗り替えそうなニュースが業界を走っ
た。電気自動車を昨年米国に投入したばかりのトヨタが突然、ＧＭ方式
への転換を表明し、充電部品を共同開発して「世界標準にしたい」と宣
言したのだ。ＧＭ方式の方が車が身軽という技術的な理由に加えて、米
国ではＧＭが販売実績や電源スタンドの数で先行している。日米トップ
同士が手を結べば他社も追随せざるをえないという判断だ。
　「複数の方式が併存して困るのは消費者。ビデオでＶＨＳとベータが
争った二の舞いは避けたい」とトヨタの渡辺浩之取締役は話す。
　ＧＭ・トヨタ陣営に対し、昨年五月に日本企業で最初に米国で電気自
動車を発売した本田は、充電方式が同じフォードと十万ドルずつ投資し
て、カリフォルニア州の約五十カ所に電源スタンドを設置した。当面は
ＧＭ・トヨタ陣営に加わらず、「消費者の反応を見てから決めたい」と
いう。
　メーカーの動きがあわただしいのは、大気汚染に悩む米カリフォルニ
ア州で低公害車の普及促進策が今年から始まったためだ。自動車メーカ
ーは二〇〇三年から、同州内で売る車の一〇％を電気自動車など排ガス
の出ない車種にするよう義務づけられるが、今年から三年間の試験販売
分も前倒しで実績に上乗せできる。
　ライバル同士の相次ぐ提携は、早めに主導権を握るとともに、普及の
見通しが見えない中で開発コストを分散したいという狙いがある。朝日
新聞社］

▼98/07/07  大阪朝刊  10 頁  ２経面  O980707M10--06
塩ビを全廃　ダイオキシン対策　ミズノ、２００１年メド　【大阪】---
　ミズノは六日、早ければ二〇〇一年までに、商品包装材と、ゴルフの
キャディーバッグを除いた商品で、塩化ビニル樹脂の使用をやめる方針
を明らかにした。塩ビ樹脂は、低温で燃やすとダイオキシンなどの有毒
ガスを発生させるといわれている。ミズノは一九九五年ごろから塩ビ樹
脂を他の素材に切り替えてきたが、環境問題への取り組みをさらに強め
る。
　ミズノは、傷がつきにくく加工しやすいことなどから、バットやゴー
グルなどの包装材に塩ビを使っている。来年秋までに包装材に塩ビ使用
をやめる。例えば、バットの包装材の場合は、ポリエチレンで代替す
る。
　商品については、今年いっぱいで、野球用品から「追放」する。た
だ、キャディーバッグは、有名ブランドの多くが塩ビを使っており、全
廃できない可能性が強いという。［朝日新聞社］

▼98/07/16  東京朝刊  4 頁  オピニオン面  T980716M04--01
地球を守るグリーンなエネルギー　鮎川ゆりか（論壇）---
　「あなた好みの電力会社が選べます」――電力の規制緩和が、米カリ
フォルニア州で始まっている。「好み」の内訳は料金体系やサービスだ
が、最大の特徴は、太陽や風力、地熱、小規模水力などを「グリーン」
な自然エネルギーとして、その発電による電力を選択できることだ。消

費者は、さまざまな料金体系に基づくエネルギーミックスの中から、好
きなメニューを持つ電力会社を選べるのである。
　「グリーン」な電力とは、地域レベルで発電される小規模分散型エネ
ルギーであり、エネルギーを効率的に利用することを意味する。つま
り、グリーンな電力を買うことは地球環境を守るためであり、ひいては
自分を守ることにつながる。
　世界に目を転じよう。米政府は、今年三月に総合電力競争計画を発表
し、現在進めている電力の規制緩和を利用して、「環境保護に結びつけ
よう」と呼びかけている。自然エネルギーを普及させるためのあらゆる
政策を盛り込んでおり、二〇一〇年までに全発電量の五・五％を自然エ
ネルギーでまかなおうという計画である。また、欧州連合（ＥＵ）は、
昨年十一月に再生可能エネルギー白書を発表し、二〇一〇年までに全エ
ネルギーに占める自然エネルギーの割合を現在の六％から一二％に引き
上げるという、極めて高い目標を打ち出した。
　それに比べて日本は、相変わらず自然エネルギーは基幹エネルギーと
はなり得ないとの立場で、普及目標は二〇一〇年までに一次エネルギー
の三・七％、電力供給の二％にすぎない。
　昨年十二月の地球温暖化防止京都会議の結果、日本は二酸化炭素（Ｃ
Ｏ２）を含む温室効果ガス六種類の排出量を、二〇一二年までに一九九
〇年のレベルから六％削減すると約束した。この約束をどのように実行
するのか。政府の議論では、環境問題は「環境制約」と呼ばれ、エネル
ギーの安全保障と経済成長を阻害するマイナス要因と位置づけられてい
る。そして、そのマイナス分を原発十六～二十基の増設で切り抜けよう
とするのが、日本のエネルギー政策である。
　私たち世界自然保護基金（ＷＷＦ）は、ＣＯ２を削減することが、地
球温暖化防止のかぎだと考えている。それは最も排出量が多く、計算方
法が確立しており、技術で削減できるからである。そのためには、燃料
転換が最も効果的と考えられる。まず、炭素税など新たな課税により化
石燃料の燃焼を減らす。そして何よりも、再生可能な自然エネルギーを
普及させるための新たな政策が重要となってくる。世界のエネルギー利
用量の資源別伸び率（九〇―九七年）を見てみると、風力が最大で二
五・七％、太陽、地熱、天然ガスと続き、日本が最も依存している原子
力は最低の〇・六％である。
　二十一世紀は自然エネルギーの時代であることを、日本政府はもっと
認識すべきである。今は割高なエネルギーだが、自然エネルギーは補助
金だけでなく、発電事業として成り立ちうるような政策的支援があれば
もっと大幅に増やせるはずだ。
　例えば、米国では法律で電力会社に自然エネルギーによる電力の買い
取りを義務付けている。さらに、高価格で長期間買い取る義務や税の優
遇措置によって、自然エネルギー発電を事業化させた。欧州では、発電
事業者に一定の割合を自然エネルギーで発電する義務を課したりしてい
る。また、消費者が自然エネルギーによって発電された電力を購入でき
る「グリーン・エレクトリシティー（電力）」制度もある。オランダ、
イギリス、ドイツ、スウェーデンなどにこの制度があるが、これは、電
力の消費者としての我々が、未来や環境のために、望ましい発電技術に
直接投資することを意味する。
　これには、供給側と消費者側の発想の転換が決定的である。例えば、
電話会社の太陽・風力発電施設に投資するため、電話料金にグリーン・
エレクトリシティー料金を上乗せするのである。それによって新たな市
場が開拓され、新しい経済成長を実現できる。このような新しい「エネ
ルギー革命」によって、初めてＣＯ２の排出を削減の方向へ向けること
が可能になるのである。　（あゆかわ・ゆりか　ＷＷＦ日本委員会・気
候変動問題担当＝投稿）
［朝日新聞社］

▼98/07/24  東京朝刊  地方版  埼玉１面  T980724MSM1-01
ごみはカネなり　増える焼却場の売電　ごみ減量に逆行の異論も／埼玉-
--
　ごみ焼却場で発生する熱を利用して自家用の蒸気タービン発電機を動
かし、施設内の電力をまかなったうえ、余った電力を売るごみ焼却場
が、県内でも増えている。これまで一カ所もなかったが、四年前に川口
市が始めたのを皮切りに、浦和、大宮、上尾の四市と越谷市など五市一
町で運営する清掃組合が電力を「商品」として東京電力に売りはじめ、
ほかに二施設でも計画されている。資源の有効利用を積極的に進めよう
とする自治体のコスト意識の高まりが「売電」普及の背景にあるが、住
民側にはダイオキシンをはじめとする環境問題解決にはごみの減量は不
可欠という考えもあり、必ずしもごみ発電を取り巻く状況は追い風ばか
りではないようだ。

　県内で売電しているごみ焼却場は、浦和市のクリーンセンター大崎、
越谷市などの県東部清掃組合、川口市の戸塚環境センター、大宮市の西
部環境センター、上尾市の西貝塚環境センター、の五カ所。
　クリーンセンター大崎の場合、最大七千キロワット時の発電能力を持
っている。売電を始めたのは一九九六年からで、同年度は一億二千万
円、翌九七年度には一億六千万円の収入をあげた。施設内で一年間にか
かる電力料金約二億円と合わせると、年間三億二千―六千万円を節約で
きた勘定だ。
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　●温暖化対策にも
　辻豪三次長は「ごみ発電が潮流となり始めたのは、七、八年ほど前の
こと。現在の焼却炉を導入する際、売電できるプラントを条件にした」
と振り返る。
　九五年十月から売電を始め、現在一万五千キロワット時で発電してい
る県東部清掃組合の場合、売電収入は、九六年度が約二億八千万円、九
七年度は約四億一千万円。施設でかかる電力代と合わせると、一年に九
億から十億円近く節約した。
　ただスケールが大きいだけに、人件費や排水処理などの維持費に年約
六十億円かかる。
　しかし、福井一雄・計画課長は胸を張る。
　「単純計算では釣り合わないが、プラスになっているのもまた事実。
ごみ発電で、化石燃料などに頼る発電は少なくて済むし、ゴミを燃やし
たエネルギーを放出しないから、温暖化対策に役立っているのは間違い
ない」

　●新焼却場にも設備
　二〇〇〇年から稼働する児玉郡市広域市町村圏組合の新焼却場と、二
〇〇三年を目標とする川越市の新焼却場は、いずれも発電設備を持つ予
定で、余剰電力は当然売ることになるという。「せっかく出る熱をでき
る限り利用し、無駄にしないためにも、発電設備は必要」と、一％節電
運動に取り組む川越市の担当者は話す。
　東京電力埼玉支店は「たとえ規模は小さくても、クリーンなエネルギ
ーで電力を自力調達し、余った分をこちらに回してもらうことの意義は
小さくない。受け入れる側としてもできるだけ協力していきたい」とい
う。

　●「本末転倒」の指摘
　一方、環境問題に取り組む埼玉エコリサイクル連絡会理事の原田史さ
ん（大宮市）は「これからは、ごみを減らす時代。なのに、ごみ発電の
実績がもたらす自信は、ごみを減らそうという意欲をそぎかねない。発
電を増やすために、たくさんごみを集めましょうという感じにでもなれ
ば、それこそ本末転倒だ」と指摘する。
　「リターナブルびんを見直しペットボトルをやめさせる会」代表の羽
賀育子さん（東京都中野区）も「ダイオキシンなど、ごみを燃やすこと
で発生する問題を避けるためには、ごみの減量と資源の循環が不可欠の
はず。ごみ発電とセットになった大きな焼却炉に依存することで、資源
を大切にしようという意識も薄れてしまう」と懸念している。［朝日新
聞社］

▼98/08/07  東京朝刊  10 頁  ２経面  T980807M10--05
石油会社、太陽電池に挑戦　住宅用パネルやバッテリー充電装置---
　石油会社が、石油製品以外の新エネルギー開発に取り組んでいる。昭
和シェル石油は住宅用など太陽電池パネルの販売強化に乗り出し、全国
約六千六百の系列スタンドでの販売を目指すほか、海外での需要も掘り
起こす。環境問題の高まりのなか、太陽光エネルギーを「非石油」の柱
にする考えだが、まだまだコストも販売価格も高い。
　昭シェルは、子会社が太陽電池パネルの製造を手掛け、本体が販売し
ているが、大手電機メーカーに押され気味で、売上高は二十億円程度で
採算ベースには乗っていない。だが、太陽電池を設置するための国の補
助金制度（住宅用は設置費用の三分の一）も充実され、市場規模が拡大
している。昭シェルは「将来のクリーンエネルギー源として有望。非石
油分野の核に育てたい」（新エネルギー部）と力を入れ始めた。
　全国の系列スタンドでの販売を検討しており、実現すれば、国内メー
カーで最大の販売網ができる。
　屋根に三キロワット分の太陽電池パネルを取り付けると、標準家庭
（四人）で消費電力の七割をまかなうことができるが、費用は約三百万
円。生産コストをいかに下げるかが課題となりそうだ。
　他社でも太陽電池への関心は高まっている。日本石油は、太陽電池を
利用した車のバッテリー充電装置を販売中。出光興産も太陽電池の製
造、販売に関する調査を始めた。メジャー（国際石油資本）では、ブリ
ティッシュ・ペトロリアム（英）、トタール（仏）が太陽電池事業に力
を入れている。
［朝日新聞社］

▼98/09/02  大阪朝刊  10 頁  ２経面  O980902M10--01
小型充電式電池、リサイクルが本格化　電池工業会　【大阪】---
　電池メーカーでつくる電池工業会が、使用済みの小型充電式電池の回
収に本腰を入れ始めた。環境問題に向けた対応に加え、リチウムやカド
ミウムなど貴重な金属を使用しているなどリサイクルしても採算が取れ
るためで、リサイクルに協力した消費者にプレゼントを贈ったり、コン
ビニエンスストアなど幅広くリサイクル協力店を募ったりしている。

　充電式電池は、パソコンや携帯電話などの普及で販売量が急増してい
るが、使用済みの電池の回収は二割程度と見られている。関係者は「二
〇〇〇年には、使用済み電池の四割は回収したい」としている。
　小型充電式電池は、ニッケルカドミウム電池（ニカド電池）、ニッケ
ル水素電池、リチウムイオン電池、小型シール鉛電池の四つに分けられ

る。電池工業会は、一九九三年からニカド電池のリサイクルには取り組
んできたが、今年から、他の三つの充電式電池も回収を始めた。
　日本電気大型店協会に加盟する家電量販店に設置されているリサイク
ルボックスに、九月三十日までに使用済みの電池を持って来た消費者の
うち、計千人にコシヒカリ、リンゴなどを抽選でプレゼントする。
　また、全国電機商業組合連合会を通じて昨年、リサイクルへの協力を
街の小売店に呼び掛け、今までに約二千五百店舗が応じた。これらの店
にはリサイクルボックスを置き、年に一、二回のペースで、電池工業会
の費用負担でボックスを回収する。電池工業会は、二〇〇〇年までに約
二万カ所にボックスを置きたいとしている。
　関係者によると、ニカド電池だけで年間二千トンの使用済み電池が出
ていると見られる。これに対し、九七年度は約二割に当たる三百九十七
トンを収集した。［朝日新聞社］

▼98/09/02  東京朝刊  10 頁  ２経面  T980902M10--02
１リットルで３３キロ、国内に敵なし？　日産、２年後に低燃費車---
　日産自動車は一日、軽自動車を除いて、国内では燃料一リットル当た
りでの走行距離が最長となる新型エンジンの開発にめどをつけ、二〇〇
〇年までに小型車「マーチ」に搭載して発売すると発表した。環境問題
への関心の高まりから、自動車メーカーは新型エンジンの開発を競って
いる。日産の新型エンジンは、ディーゼルの一〇〇〇ＣＣクラスの直噴
型。シリンダー内に燃料を直接吹き込んで効率的に燃焼させることが特
徴。
　日産では、二〇〇〇年までに軽油一リットルで約三十三・三キロを走
れるようにする計画。現在、日本の乗用車（軽自動車を除く）の走行距
離では、トヨタ自動車が昨年発売した、ガソリンエンジンと電気モータ
ー併用のハイブリッドカー「プリウス」のガソリン一リットル当たり約
二十八キロが最長。燃料の差はあるが、日産の新型エンジンは燃料一リ
ットル当たりで走れる距離がプリウスを抜く。［朝日新聞社］

▼98/09/03  西部朝刊  29 頁  ３社面  S980903M29--09
太陽光発電のコンビニ店、宮崎でもお目見えへ　【西部】---
　南九州の強い日差しに着目し、太陽光発電システムを備えたコンビニ
エンスストアが、八月末に鹿児島県喜入町で開業したのに続き、近く宮
崎市にもお目見えする。南九州ファミリーマート（本社・鹿児島市）の
試みで、二十四時間営業の店舗で照明に使う電力の五五―六〇％が自家
発電で賄えるという。開店は十一日。
　店舗の屋根に縦三メートル、横十四メートルの太陽光パネルが三列。
太陽の位置に合わせて、それぞれ午前、白昼、夕方の方向を向いて並
ぶ。月平均で一一〇〇キロワット時の発電能力を持つ。曇りや雨の日で
も発電はできるが、蓄電設備がないため夜は通常の電気に切り替える。
　建設費は通常店舗の五割増しだが、「省エネや環境問題を南国らしい
視点で考えていきたい」といっている。［朝日新聞社］

▼98/09/13  西部朝刊  9 頁  １経面  S980913M09--03
環境に「優しい」モウルドに人気　パルプ製の包装緩衝材　【西部】---
　環境意識が高まるなか、包装資材業界で「モウルド」と呼ばれるパル
プ製の緩衝材の売り上げが伸びている。発泡スチロールなどに代わる無
公害型の資材として注目を集め、従来の鶏卵パックや青果用トレーだけ
でなく、工業製品のこん包材に利用が増えてきた。モウルド製品の国内
トップメーカー、大石産業（北九州市）では、今年度の同部門の売上高
が、前年度より一割増の五十億円にまで伸びると見込んでいる。
　パルプのモウルドは、回収された古紙から作るリサイクル製品。水を
加えてどろどろのパルプに戻し、金網を張った型ですくい取って熱風で
乾燥させる。燃やしても石油化学製品に比べて有毒ガスの発生が少な
く、埋めると土中で分解するという。
　工業製品への利用が急激に伸びたのは、この数年のことだ。大石産業
では、環境問題に厳しい欧米向けを中心に医療機器や事務機器のこん包
材として需要が拡大し、一九九七年三月期は工業用に使うモウルド製品
の売上高が前期比二七％も増えた。九八年度上期も、携帯電話のこん包
材などの需要が伸び、前年同期より約七％増と、売り上げのけん引力に
なっている。
　大型で重い製品をこん包する場合、強度不足が難点だった。だが、製
品の形に合わせて複雑な凹凸をつけるなど、最もつぶれにくい構造をコ
ンピューターで計算、設計することで克服した。同社の吉田伸一取締役
は「すでに二十八インチの大型テレビで実用段階に入っており、将来は
ほとんどの工業製品で利用可能になるだろう」と期待している。［朝日
新聞社］

▼98/09/30  名古屋朝刊  地方版  愛知２面  N980930MAI2-76
土壌菌で汚水再利用（パノラマの彼方　名鉄物語第１部：１２）／愛知-
--
　パノラマの彼方（かなた）

　名鉄の野外民族博物館「リトルワールド」からは、一滴の生活排水や
雑排水も流れ出していない。秘密は「土壌菌」を利用した汚水処理法に
ある。
　リトルワールドは百二十三万平方メートル。十八ホールのゴルフ場が
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すっぽり入る。愛知、岐阜両県にまたがる標高二〇〇メートル余りの小
高い丘にある。土壌菌は、トイレなどの汚水を「えさ」として食べて分
解してくれる。浄化した水はトイレで再利用している。「この違いを見
てください」。浄化施設を造った「名鉄環境開発」の営業担当次長、奥
村彰朗さん（四八）が二つのグラスを日に透かした。一杯は法律で設置
を義務づけられた浄化槽で処理した水。もう一杯はさらに「トレンチ」
と呼ばれる土の層を通した水だ。透明度が違う。
　　　　　＊
　土を利用した汚水処理施設は同社の主力商品のひとつだ。関係者の視
察が多い。奥村さんは「原理を説明するより目で見てもらうのが一番い
い」と話す。
　リトルワールドのトレンチは、縦十八メートル、横三十六メートル。
見た目はただの草地だ。浄化槽で処理した水を深さ六十センチに埋設さ
れた穴のあいた管から土の層にしみ込ませ、土壌菌でさらに浄化する。
下には大きな皿で水を受ける。
　トレンチの隣にある浄化槽の上にも、ネットを張って土を置く。しみ
こんだ雨と一緒に土壌菌が落ち、浄化槽の中でも菌が働く。土をかぶせ
ることで、槽内の温度を保ち菌が活動しやすくなる。脱臭効果も高い。
　会社はもともと「名鉄ブルドーザー工事」という名称だった。名鉄沿
線の造成工事を目的に一九七二年にできた。
　七〇年代後半、沿線開発がぐっと減った。代わりに力を入れたのが、
新しいタイプの汚水処理施設の開発だった。八五年に社名を変えた。リ
トルワールドの浄化施設は、土を利用した初の大がかりな試みだった。
八三年に完成した。
　　　　　＊
　土は畑で見かける真っ黒な「黒ぼく」を主に使う。黒ぼくは岐阜市か
ら愛知県北部にかけて広がる。「守口大根」を育てる肥よくな土壌だ。
　施設ができてから十五年たった。機能に衰えはない。処理した水の生
物化学的酸素要求量（ＢＯＤ）は、一リットル当たり五ミリグラムと安
定している。草刈りをするだけで、維持管理の手間はほとんどかからな
い。
　土壌を通すことで、湖沼の「富栄養化」の原因とされるリンを除ける
ことも確認できた。
　「昔は商品というだけで、環境問題への意識はなかった。最近、この
技術の素晴らしさがわかった」と奥村さんはいう。
　いまは営業で役所や会社を回る。自信をもって名刺を差し出してい
る。
［朝日新聞社］

▼98/09/30  大阪朝刊  地方版  広島２面  O980930MHS2-02中国ネット
広島
○風力利用した発電装置受注　家庭用もあります
　【島根】ビルなどの電気設備工事を手掛ける島根電工（本社・松江
市）は、風力を利用した発電装置の受注を始めた。省エネルギー活動を
啓発する公共施設の需要を見込んでいるが、環境問題に関心のある市民
にも購入を呼び掛けたいとしている。
　同社は、三年前から一般住宅や公共施設向けに太陽光発電装置を取り
付けている。新築住宅を中心に、現在施工中のものも含めて県内外で二
十一件を受注したという。
　風力発電装置は国内のメーカーのほか、フランスやアメリカなど各国
が生産している。同社では注文があれば、メーカーからカタログを取り
寄せ、注文者のニーズに応じた機種を紹介する。羽根の直径が四十三メ
ートルで六百キロワットの発電能力のある大型プラントは総工費約二億
円。直径一・二メートルで三百ワットの家庭用タイプは十五万円から用
意している。
　ただし、発電ができるのは平均して六メートル以上の風が吹くなどの
条件がある。また三百ワットのタイプでは一般家庭の電力をまかなうに
は不十分で、太陽光や電力会社からの電気を併用する設備が必要とい
う。同社の岡田正治専務は「まだ電気料金をまかなうほどコストが安く
なっていないが、環境意識が高まるなか、二酸化炭素を出さない点など
をアピールしていきたい」と話している。［朝日新聞社］

▼98/09/30  西部朝刊  30 頁  ２社面  S980930M30--05
地球を救え　燃やしてもダイオキシン出ない靴発売　アサヒ靴【西部】-
--
　会社更生の手続きに入っているゴム靴製造大手、アサヒコーポレーシ
ョン（福岡県久留米市）は二十九日、燃やしてもダイオキシン類など有
毒ガスが一切発生しない素材を使った子ども靴の新製品を十二月から販
売すると発表した。「地球に優しい靴」をうたい文句に、環境問題に敏
感な消費者に訴え、会社再建につなげたい考えだ。
　アサヒ技術部によると、塩素を含まない樹脂をベースに、ほかの樹脂
の配合や加工法を工夫して、靴底の新しい素材を作り出した。靴業界で
は初めての開発といい、特許を申請している。
　子ども靴の底の素材は、履きつぶしたり、不用になった後、燃やすと
ダイオキシン類が発生すると言われる塩化ビニルが主流。新製品は靴の
上部材も木綿を使い、塩ビ系の素材を一切使っていないため、燃やして
出るのは二酸化炭素と水。また、塩ビ底と比べて二五％以上軽いとい
う。昨年から手がけ、四月の倒産を乗り越えて完成させた。

　新製品は「エコロライト」と名付け、子ども靴六種類を売り出す。二
千―二千五百円で、今の製品より一〇―一五％ほど高い。半年で四十万
足、約十億円の売り上げが目標。今後、紳士靴などにも広げる考え。
［朝日新聞社］

▼98/10/10  大阪朝刊  37 頁  ３社面  O981010M37--01
低燃費のかぎは直噴ディーゼル　世界中で開発にしのぎ　【大阪】---
　わずか３リットルの燃料で１００キロもの長距離が走れる「３リッタ
ーカー」が、もうすぐ日本の道路を走る。環境問題への関心が高まる
中、地球温暖化の原因となる二酸化炭素（ＣＯ２）の排出を減らそう
と、自動車メーカーは「低燃費」の乗用車の開発に本腰を入れている。
来月の気候変動枠組み条約第４回締約国会議（ＣＯＰ４）を前に、今秋
のモーターショーでは次々に新型車が発表され、中でも低燃費の「直噴
式」ディーゼルエンジンが脚光を浴びた。だが、渋滞の続く日本では劣
悪な道路事情を改善した方が効果的だという指摘もある。　（社会部・
大崎敦司）

　「三リッターカー」は、温暖化防止のために究極の低燃費を追求しよ
うとドイツの自動車メーカーが提唱した。
　日産自動車は九月に「三リッターカー」の試作車を公開し、二〇〇〇
年をめどに発売すると発表した。低燃費のカギは、一〇〇〇ＣＣという
小排気量の「直噴式」ディーゼルエンジンにある。
　ディーゼルエンジンは、一般にガソリンエンジンより振動や騒音が高
いうえ、窒素酸化物（ＮＯｘ）の排出量も多く、日本では乗用車用エン
ジンとしては人気が低かった。だが、ガソリンエンジンの二倍近い低燃
費があらためて注目され、世界の自動車メーカーは乗用車専用の小型エ
ンジンの開発にしのぎを削っている。欧州では、すでにディーゼル車が
乗用車の約三割を占めているといわれる。
　「直噴式」は、燃料を燃やす燃焼室に直接燃料を噴射する仕組みで、
燃焼室とは別に「副室」を設けた従来のものより一五％ほど低燃費を実
現できる。直噴式は大型トラックなどでは以前から普及していた技術だ
が、燃料の燃えかすや窒素酸化物が排出されやすい問題があった。
　このため各社は燃料が完全に燃える構造や、窒素酸化物を除去する触
媒の改良などに力を入れた。ドイツのフォルクスワーゲンやオペル、米
国フォードなども直噴式ディーゼルエンジンを使った「三リッターカ
ー」を一―二年以内に発売する方針だという。
　一方、エンジンと電気モーターを併用する「ハイブリッドカー」も、
次々に開発されている。トヨタが昨年発売した「プリウス」は、ガソリ
ンエンジンとモーターの併用で、一リットル当たり二十八キロの低燃費
を実現。アウディ（ドイツ）の「ｄｕｏ（デュオ）」は、直噴ディーゼ
ルエンジンとモーターの併用で一リットル当たり約二十三キロ、ホンダ
が近く発売するハイブリッドカーは同三十キロ以上になるという。
　米国フォードが開発中の三リッターカー「Ｐ２０００」は、アルミ合
金などを多用し、車重を九百キロという軽さに抑えた。各社はエンジン
で生み出したエネルギーが走行以外で損なわれるのを防ごうと、走行系
の摩擦や車体の空気抵抗を減らすことにも力を注いでいる。

　○道路環境の設備優先して
　自動車評論家の三本和彦さん　地球温暖化の防止に「低燃費車」は欠
かせない。欧州では低公害になったディーゼル車が乗用車の主流になり
つつあるが、日本ではディーゼル車への規制が甘く、黒煙や浮遊粒子状
物質の排出が問題になっている。欧米より道幅が狭く、渋滞だらけの日
本の都市で３リッターカーに乗っても、所定の性能は発揮できない。車
が最も低燃費な速度で走れる道路環境の整備が、車の改良よりも大切
だ。そのためには運輸行政や規制の仕組みが、環境保護を最優先させる
姿勢に変わる必要があるだろう。
［朝日新聞社］

▼98/10/23  東京朝刊  23 頁  第１家庭面  T981023M23--60
太陽光発電、ミニはいかが　本格装置、不況で陰り---
　ベランダでクリーンエネルギーを作りませんか――。環境問題に取り
組む東京の非政府組織（ＮＧＯ）が、小規模な太陽光発電の普及に力を
入れている。これまで人気を集めていた家庭用の本格的な発電装置が、
不況の中、普及に陰りが出ているためだ。数万円の小発電ならマンショ
ン住まいの人にも広げられる。小さくてもエネルギー問題を肌で感じら
れるのがミソという。

　東京の環境ＮＧＯ「自然エネルギー推進市民フォーラム」（ＲＥＰ
Ｐ）は、電力会社と協力して、昨年から太陽光発電装置を設置する家庭
に補助金を出している。四人家族の電力をまかなうには三―四キロワッ
トの装置が必要で、設置費用は一キロワット当たり約百万円。その約半
分を補助する。
　昨年は関東在住者を対象にした五十件の補助枠が募集初日に埋まった
が、今年は募集から半年たっても七割程度だ。「この景気で、補助を受
けても百万円以上という買い物に二の足を踏む人が増えたのではない
か」とＲＥＰＰ。
　やはり昨年から組合員を対象に半額補助をしている東京と神奈川の生
活クラブ生協でも、今年は勢いがないという。昨年は両生協合わせて百
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件の募集枠に対して七十七件の補助をした。今年は両生協で六十件の枠
を設けたが、まだ四分の三しか埋まっていない。「三キロワットの装置
をつけるには日当たりのよい二十五平方メートル程度の屋根が必要で、
申し込んだ人で条件を満たすのは三割程度。スレート屋根などでは設置
工事費がよけいにかかり、予算オーバーを知って考え直す人もいる」と
東京の生活クラブ生協。
　国は一九九四年度から補助を行っている。補助額は設置費用の約三分
の一で、
昨年度は約八千三百件の実績がある。今年度は、九月末時点では昨年を
やや上回る応募数だが、安心はできないという。昨年は十二月末までの
応募が四千件台だったが、年末に開かれた地球温暖化防止京都会議の影
響で後半に応募が急増した。今年はそんな追い風は期待できない。補助
の窓口になっている新エネルギー財団は「不況で厳しい。普及は今後の
ＰＲ次第だろう」。
　価格や設置場所といったネック解消のため、ＲＥＰＰは一キロワット
単位だった補助を今年から一〇〇ワット単位に変え、小規模発電の講習
会を開いてＰＲに力を入れ始めた。
　今月、東京都中野区で開かれた講習会には六十五人が参加。七五ワッ
トのパネルとバッテリー、直流と交流の変換器などを自分たちでつな
ぎ、蛍光灯やラジカセ、パソコンなどを動かした。
　例えば七五ワットのパネル一枚で一日発電すると、直流で使えば四〇
ワットの蛍光灯で平均六時間弱、四〇ワットのノートパソコンと四〇ワ
ットの蛍光灯の併用なら三時間弱使える。総費用は十―十二万円。この
ケースで約四万円の補助が受けられる。
　ＲＥＰＰ事務局では「少しの費用と少しの場所で気軽に取り組め、自
然の恵みを実感できます」と話している。ＲＥＰＰの連絡先は〇三―三
八三四―二四二七。［朝日新聞社］

「政治・経済・施策」

▼98/04/30  東京朝刊  2 頁  ２総面  T980430M02--06
京都議定書、日本が署名　温室効果ガス削減目標---
　【ニューヨーク２９日＝村上伸一】木村崇之・地球環境問題等担当大
使は二十八日、国連本部で温室効果ガスの削減を目指す気候変動枠組み
条約第三回締約国会議（温暖化防止京都会議）の議定書に署名した。議
定書は先進国の温室効果ガス排出量の削減目標を定めたもので、日本の
署名は十四番目。大量排出国のなかでは初めてとなる。
　署名は来年三月まで一年間受け付けられる。議定書は一九九〇年時点
で排出された二酸化炭素の量の最低五五％を占める先進国グループを含
む、計五十五カ国が批准してから九十日後に発効する。［朝日新聞社］

▼98/05/13  名古屋朝刊  13 頁  ２経面  N980513M13--05
中電が国際環境規格「ＩＳＯ」取得へ　７事業所で一斉に　【名古屋】-
--
　中部電力は十二日、環境に与える悪影響を減らすシステムの事業所に
認められる国際環境規格「ＩＳＯ１４００１」を、六月に取得する見通
しを明らかにした。電力会社の環境ＩＳＯは九州電力の松浦火力発電所
（長崎県松浦市）に次いで二例目だが、中電は発電所だけでなく、電線
の保守管理をする電力センターや営業所など七つの事業所で一斉に取る
のが特徴。環境問題に力を入れていることを強調する狙いだ。
　中電の対象事業所は知多発電所（愛知県知多市）と尾鷲三田発電所
（三重県尾鷲市）の二つの火力発電所と、四カ所の電力センター、ひと
つの営業所。廃棄物を減らすリサイクル体制の整備などに対する外部機
関の審査を済ませ、六月中にも七事業所すべてが認証を取得する見通し
だ。
　ＩＳＯは「国際標準化機構」の略で、世界的な標準規格づくりを進め
る。１４０００番台の環境規格のうち中電の１４００１は、各事業所が
具体的な環境保護の方針を定め、運用、点検に必要な組織が整備されて
いる場合に認められる。［朝日新聞社］

▼98/05/20  東京朝刊  12 頁  ３経面  T980520M12-T02
ＷＴＯ閣僚会議、南北に溝　先進国は市場開放を、途上国は環境を守れ-
--
　【ジュネーブ１９日＝岸善樹】世界貿易機関（ＷＴＯ）の第二回閣僚
会議は十八日、主に前回の貿易自由化交渉であるウルグアイ・ラウンド
合意の実施状況について、各国が意見を述べた。途上国が先進国に対し
繊維などの分野での一層の市場開放を求めたのに対し、先進国側はＷＴ
Ｏの運営の透明化をより進めることや開発による環境問題への影響など
に関心を深めており、途上国と先進国の関心の違いや利害対立が目立っ
た。
　パキスタンは「途上国がウルグアイ・ラウンドの利益を十分に得てい
ないことに失望を感じる」と述べ、特に繊維の分野で、先進国による輸
入制限が発動しやすくなっていると強く批判した。インドやエジプト、
香港がこれに同調した。
　一方、欧州連合（ＥＵ）は「ＷＴＯ運営の透明性を高めるとともに、
環境保護への取り組みを強化すべきだ」と主張し、米国やカナダが賛同
した。環境保護団体などが、ＷＴＯの議事録公開や貿易と環境問題での
シンポジウム開催などを求めていることが背景にある。

　これに対し途上国側は、これが環境保護団体の関与につながり、開発
にブレーキがかかることを警戒している。ＷＴＯ事務局が中心にまとめ
た閣僚宣言案の最初の草稿は、ＷＴＯの運営について「可能な限り最大
限の透明性」を確保することが盛り込まれていたが、二十日に採択予定
の閣僚宣言案では「ＷＴＯの活動の透明性をどう向上させるかを検討す
る」と表現がやわらげられた。
　十八日の会議では四十カ国が発言し、一カ国の持ち時間は約三分。そ
れでも十五カ国が発言待ちのまま時間切れになり、二十日の討議に持ち
越した。言いっぱなしともいえる会議に、オーストラリアのフィッシャ
ー副首相兼貿易相は「反論の機会を与えるべきだ」と不満を述べた。
　一九四七年の最初の貿易交渉の参加国が二十三だったのに比べ、現在
のＷＴＯ加盟国・地域は百三十二に増え、そのうち八割を途上国が占め
る。「もはや日米欧で議論を引っ張るのは無理」（日本政府関係者）と
の声も聞かれる。［朝日新聞社］

▼98/05/25  東京朝刊  30 頁  ２社面  T980525M30--05
三番瀬干潟、埋め立てを縮小　計画面積３分の２に　千葉県方針---
　東京湾奥部に残る最後の干潟「三番瀬」の埋め立て計画について、千
葉県は二十四日までに、埋め立て面積を当初計画の三分の二程度に減ら
す方針を固めた。環境問題や県の財政難、ふ頭の採算性などを考えたう
えでの判断という。しかし、計画そのものは撤回していないため、干潟
の保全を求めている市民団体からは「もっと抜本的な見直しを」との声
もあがっている。
　県によると、外航船用のコンテナふ頭の建設を取りやめるほか、各種
用地も減らす考えで、約七百四十ヘクタールだった埋め立て面積を約五
百ヘクタールにする。この見直しで、総事業費は三分の一程度に削減で
きるとしている。
　学識者に委託した環境調査の結果が今夏にもまとまるため、その結果
を踏まえて、新たな計画を具体的に示す考えだ。しかし、住宅用地や下
水処理場、産業廃棄物処分場、人工海浜建設などは実施する方向で検討
している。［朝日新聞社］

▼98/05/27  大阪朝刊  地方版  広島２面  O980527MHS2-02中国ネット
　／
　○地球温暖化防止へ環境家計簿で啓発
　【山口】地球温暖化の原因になる二酸化炭素がどれほど排出されてい
るか、身近な問題として、まず家庭から考えよう。電気やガス、水道な
どの使用量を十日単位で記録しながら、二酸化炭素の排出量を計算する
「環境家計簿」の説明会が、光市の光勤労者総合福祉センターで開かれ
た。
　環境家計簿は昨年九月、市が独自に試作し、消費者の会の役員十五人
に半年間使ってもらって改良した。排出量の計算式のほか、前年同月の
数値の比較や、月別の省エネのポイントなどを示している。
　市消費者の会の主婦約四十人が参加した説明会で、松浦邦弘・市環境
保全課長は「環境問題は行政がいくら呼びかけても、市民の理解がなけ
れば進まない。使っている化石燃料をチェックしながら、温暖化防止の
一歩を踏み出してほしい」と呼びかけた。
　参加者たちは来年一月まで環境家計簿に記入し、市に出す。市はその
データをまとめ、広報紙で啓発していく予定だ。［朝日新聞社］

▼98/05/28  東京朝刊  12 頁  ３経面  T980528M12--07
ＣＯ２、２０１０年には４００万トン減　在宅勤務などで　電通審答申-
--
　情報通信がさらに発展して人や物の移動に伴う交通量が減ることなど
により、二〇一〇年には、地球温暖化の原因となる二酸化炭素（ＣＯ
２）排出量が、情報通信分野で年間約四百万トン削減できるという試算
が郵政省の電気通信審議会（会長・那須翔東京電力会長）の地球環境問
題に関する答申に盛り込まれた。二十七日にまとめられた答申は、ＣＯ
２排出量の削減に最も効果があるのは、パソコンなどを利用して在宅勤
務する「テレワーク」だとして、積極的な推進を提言している。
　情報通信を活用することによって見込まれるＣＯ２の排出削減量は、
二〇一〇年時点の日本の削減目標五千六百五十万トン（炭素換算）の約
七％にあたる。　なかでも、提言は二〇一〇年には二千八十万人が「テ
レワーク」を月二回以上行うと予測し、それによる百二十九万トンの削
減効果を見込んでいる。さらに民間の「テレワーク」の導入を促進する
ためには、税制支援などの充実が必要だとしている。
　高度なナビゲーションシステムなどで交通を円滑にする高度道路交通
システム（ＩＴＳ）で、百十万トンが削減できると試算。企業内通信網
（ＬＡＮ）にコンピューターを接続したり、電子メールを利用したりし
て紙の使用を減らすことなども、ＣＯ２排出量の削減に貢献するとして
いる。［朝日新聞社］

▼98/05/31  西部朝刊  31 頁  １社面  S980531M31--05
「基地撤去後の環境問題重要」　大田沖縄知事が帰国会見　【西部】---
　沖縄の米軍基地の整理・縮小を直接訴えるために訪米していた大田昌
秀知事らは三十日に帰国し、同夜、那覇市の那覇空港で記者会見した。
大田知事は今回の訪米について、「基地撤去後の環境問題がいかに大変
か、がわかったのが最大の成果だった」と述べた。
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　米政府関係者を中心に、海上航空基地（ヘリポート）の建設に反対し
た知事に厳しい対応が目立ったことについて、大田知事は「国防総省よ
りも国務省の方が沖縄の主張に耳を傾けてくれ、海兵隊総司令部はさら
に理解を示してくれた」と述べた。また、米国内の基地跡地を視察した
感想については「滑走路の周辺などは、汚染がひどいことがわかった。
環境と基地がいかに関連しているかを思い知らされた」と語り、今後沖
縄でも返還された基地の環境浄化が重要になるとの認識を示した。［朝
日新聞社］

▼98/06/02  東京朝刊  地方版  神奈川１面  T980602MKN1-01
バス各社、環境定期券を相次ぎ導入　大気汚染を減らす試み　／神奈川-
--
　定期券を運転手に見せるだけで、一緒に乗る家族の運賃も割り引く
「環境定期券」の制度を、バス会社が相次いで導入している。マイカー
利用者をバスに誘導して、排ガスによる大気汚染を減らそうという試み
だ。景気低迷や少子化の影響で乗客が減り続けている中、公共交通機関
としての存在をアピールする狙いもある。

　ドイツでは十年ほど前に始まった制度で、国内では昨年九月、神奈川
中央交通（本社・平塚市）が初めて取り入れた。四月からは都営バスと
小田急バス（本社・東京都調布市）がほぼ同じ形で導入したほか、八月
からは横浜市営バスも後に続く予定だ。
　神奈川中央交通は、通常の運賃は最低でも百七十円のところを、土、
日曜、祝日に通勤定期券を提示すれば、家族は全区間をいくら乗っても
一律百円、小学生は五十円で乗れる。定期券の持ち主は、券に表示され
ている区間外が一律百円になる。
　当初の利用者数は、一日平均で二千人弱だったが、少しずつ増えて四
月は二千三百人。一日七十万人を超える総利用者に比べればわずかだ
が、「『バスっていいな』と思う人が一人でも増えてくれれば」と期待
は大きい。
　導入が相次ぐ背景には、環境問題への対応だけでなく、乗客減に歯止
めをかけたい思いがある。運輸省旅客課によると、一九九六年度の年間
乗客数は全国で五十六億人で、バブル期に比べて四億人ほど減った。長
引く景気低迷に加え、少子化が進んで通学に利用する中高生が減ってい
ることも要因という。
　横浜市営バスは定期券を持っていない人向けに、「ファミリー環境一
日乗車券」も始める。一枚千円で家族五人まで、土、日曜、祝日にすべ
ての路線が乗り放題になる。「エコライフ乗車券」という割引率の高い
一日乗車券は既に発売しているものの、「『環境』と『ファミリー』を
同時にうたった一日乗車券は、全国でも初めて」と「注目度」に期待を
寄せている。
　これまでも、停車中にエンジンが止まる「アイドリングストップバ
ス」や、排ガスの黒煙を減らすバスを導入するなど、昨年度だけでも
「環境対策」に二億三千万円をかけてアピールしてきた。赤字に悩む市
交通局では「身近な交通機関としてバスを見直してほしい」と願いを込
めている。［朝日新聞社］

▼98/06/06  東京朝刊  地方版  東京１面  T980606MTK1-53
毎月５日に環境点検　管理者９８人、職場ごとに任命　墨田区　／東京-
--
　墨田区は、省資源・省エネルギーを進めるため、毎月五日を「環境の
日」と定めるとともに、環境チェックの責任者を職場ごとに置く「エ
コ・マネージャー制度」を、世界環境デーの五日スタートさせた。環境
管理者制度は板橋区や世田谷区にもあるが、「環境の日」まで決めたの
は墨田が初めてという。
　同区では、地球環境問題を墨田区の視点でもとらえていこうと三年
前、区民とともに「墨田区環境誘導指針」をまとめた。エコ・マネージ
ャー制度は、これをもとにした行動計画で打ち出されていた。さらに今
月初めに省資源を推進するための要綱を新たに作成。電気や水の使用量
の削減や紙資源のリサイクル化を徹底するための方策を決めた。
　職場ごとに決まった「エコ・マネージャー」は全体で九十八人。毎月
の環境の日に、職場のごみ箱などをみずから点検して具体的な改善策を
練っていく。紙資源については、ちり紙や、タバコ、フィルムの外箱な
ども分別収集する徹底ぶりだ。
　環境保全課環境調査係では「区役所の職員全員がエコ・マネージャー
のつもりで省資源、省エネルギーを徹底して、手本を示していきたい」
と話している。［朝日新聞社］

▼98/06/08  東京朝刊  39 頁  １社面  T980608M39--03
場所・手段選ばず突然暴力　首長や地方議員の被害　朝日新聞調査結果-
--
　意見の通らない相手を、言葉でなく力でねじ伏せようとする事件が相
次いでいる。各地の自治体の首長や地方議員の被害も、もはや例外では
なくなった。朝日新聞がまとめた調査結果は、暴力を否定しない風潮の
広がりをうかがわせる。突然襲われて、初めて自分が標的にされている
ことを知る人が少なくない。暴力や脅迫の背後関係が判明しない不気味
なケースもある。埼玉県嵐山町で町議を襲ったとされる暴力団組員の公
判が九日、浦和地裁で始まる。

　●村長宅に脅迫電話　「御嵩のような目に」
　「御嵩町長のような目に遭わせるぞ」
　岐阜県藤橋村と久瀬村。揖斐川上流の二つの村で昨年夏から今年春に
かけ、こんな電話が村長宅などにかかってきた。県内の御嵩町では一九
九六年十月、柳川喜郎町長（六五）が襲われて重体になる事件が起き
た。電話の意図は明らかだった。
　藤橋村は徳山ダム建設にからむ補助金の使い道などで揺れていた。島
中敏朗村長がリコールされ、今年三月に出直し選挙があった。村には秋
ごろ、街宣車がひんぱんに来て、大音量で村長を批判し「御嵩を知って
いるか」などと叫び立てた。村長や村議宅に無言電話などがかかり、村
では昨年九月までに、役場の電話に録音機を取り付け、監視カメラを設
置した。
　隣の久瀬村村長宅にも昨年冬ごろから数回、御嵩町を引き合いに出し
た電話があった。村は、付近の町村によるごみ処理場の候補地になって
いた。久瀬村でも役場に監視カメラ、電話に録音機を取り付けた。

　●自宅前で「失礼ですが」　いきなり殴りかかる
　●産廃処理施設の視察中　社長に押し倒される
　●処分場反対の市長　再出馬批判する街宣
　●傍聴席から議場内に　市長の腰を跳びげり

　◇利権お預け、業者側不満
　首長、地方議員に対する暴力、脅迫事件が起きた自治体では公共工事
や公的事業、特に産業廃棄物処分場や競艇場外舟券売り場（ボートピ
ア）の建設をめぐるトラブルを抱える地域が多い。
　産廃処分場は全国的に不足している。汚泥や建設廃材などの産廃の排
出量は、厚生省によると年間で約四億トンにのぼる。リサイクルや減量
の取り組みがまだ十分でなく、この排出量は不況下でも減らない。都道
府県が設置を許可した処分場は、全国で約二千七百カ所（一九九五年四
月現在）ある。しかし、毎年新設し続けなければ、二年半ほどで満杯に
なるという。
　一方、処分場を設置したり産廃を搬送したりする業者にとっては、許
可さえ得られれば、巨額の利益があてにできる。処分場計画にかかわっ
た、ある環境コンサルタントは「百万立方メートルの処分場をごみで埋
めれば百億円の売り上げがある。経費は土地代や造成工事代などに十億
円。これらを差し引いた残り九十億円がもうけになる」と語った。
　しかし、処分場については「迷惑施設」との見方も根強い。厚生省の
調べでは、現在までに、住民の反対などによる紛争が全国で約二百件起
きている。産廃の業界団体は「五、六年かけて説得工作を進めても、地
元の反対でつぶれることは珍しくない」という。
　警察庁生活経済対策室では「行政側が簡単に許認可を出せないことに
いら立つ業者側が『暴力』と結びつくこともあるようだ」と話してい
る。
　九七年に埼玉県嵐山町で町議、町長が相次いで襲われた事件では、背
景にボートピア誘致の問題が指摘された。ボートピアは、完成した場合
の利権が多額で恒久的なうえ、計画の推進が事実上業者まかせになる場
合が多い。
　全国モーターボート競走会連合会などがつくる「ボートピア推進本
部」によると、ボートピアは全国に十カ所ある。このうち八カ所は、業
者が民間の資金で施設を設置し、レースを主催する自治体に貸し出され
ている。同様のボートピアは今年度中に、さらに三カ所完成する予定
だ。
　これらの施設での売上金は百億円にのぼることもあり、レース主催の
自治体に入る。業者には、売上金の最大五・五％が施設の「賃貸料」と
して支払われる仕組みだ。また、売上金の一部は環境整備費などの名目
で、施設のある自治体に振り向けられる。「地方に造れば土地代もさほ
どかからず、かかった費用はすぐ回収できる」と、ある業者はうまみを
明かす。
　このため、参入を試みる業者は後を絶たず、ボートピア推進本部に対
する業者からの建設計画の打診は、五百件以上あるという。　ボートピ
ア推進本部は「悪質な業者が全国にどれだけいるかわからず、手の打ち
ようがない」とお手上げの状態だ。［朝日新聞社］

▼98/06/09  東京朝刊  地方版  茨城１面  T980609MIG1-04
ダイオキシン問題を特集、抑制対策紹介　県が「環境白書」　／茨城
---
　県は八日、県内の環境問題をまとめた一九九八年版「環境白書」を発
行した。ダイオキシン問題を特集し、県内のごみ焼却場から出る排煙中
の濃度などとともに、県と国が取り組んでいる排出抑制対策を紹介して
いる。また、図やイラスト、写真などを多用した要約版も作製した。県
内の小、中学校や公立図書館などに配布する。主に九六年度のデータを
用い、大気や水環境、廃棄物の不法投棄といった環境問題の現状をまと
め、県が進めているごみ処理広域化計画や原子力防災計画の改定などに
ついて説明している。
　ダイオキシン問題は前年版の三ページから十二ページに拡充した。操
業停止などを求めて住民が訴訟を起こした新利根町のごみ焼却場問題に
ついては別項を設け、九六年十一月に実施した周辺の大気や土壌のダイ
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オキシン濃度から「一般的な環境濃度のレベルにあると判断した」と記
している。
　原子力施設周辺の安全対策については、九七年に相次いだ事故やずさ
ん管理の発覚などをまとめた。　要約版ではこれらの内容を簡略化し、
中学生対象の平易な文章に編集し直している。
　白書は二色刷り三百三十八ページ、要約版は多色刷り三十ページ。い
ずれもＡ４判で、古紙配合率一〇〇％の再生紙を使用している。白書は
千五百部、要約版は一万三千部発行した。
　希望者には千七百円（税込み）で販売する。問い合わせは県公害防止
協会（〇二九―二三一―二八九二）へ。［朝日新聞社］

▼98/07/02  東京夕刊  2 頁  ２総面  T980702E02--12
中国の環境保全へ５０００万ドル融資発表　クリントン米大統領---
　【桂林（中国・広西チワン族自治区）２日＝水野孝昭】中国訪問中の
クリントン米大統領は二日、奇岩と渓流の景勝地として知られる桂林を
訪れ、深刻化する中国の環境問題について地元の専門家らとの対話にの
ぞんだ。
　「地域の川の水質汚染が進んでいる」「大気汚染で子供にぜんそくが
広がっている」などと様々な環境問題について説明を受けた大統領は、
「中国は環境破壊を避けながら、経済成長を続けることができる」と強
調。米国は中国の環境保全に協力していくとして、クリーンエネルギー
開発などへの協力として五千万ドルの米輸出入銀行による融資を発表し
た。
　また、「二十一世紀には中国が米国に代わって、世界最大の温室化ガ
スの排出国となる」として、地球温暖化の防止に向けての米中両国の責
任を強調した。
　両国は先月二十七日の首脳会談で、地球温暖化問題についての高官レ
ベルの対話の開始や、中国各都市での大気汚染監視システムの導入への
協力などで合意している。［朝日新聞社］

▼98/07/07  東京朝刊  10 頁  ２経面  T980707M10--01
太陽光発電でローン優遇　第一勧業銀行（情報ファイル）---
　第一勧業銀行は、ミサワホームと提携し、太陽光発電装置が設置され
た同社の販売住宅の購入者を対象に、通常より優遇金利で住宅ローンの
貸し出しを６日から始めた。「環境問題への取り組みの一環」という。
変動金利型で、当初は現在の同行基準金利より０．２％幅低い２．４２
５％。融資枠は最大５０００万円。［朝日新聞社］

▼98/07/14  東京夕刊  11 頁  商況面  T980714E11--10
地球環境に戦略的対応を（経済気象台）---
　地球レベルの環境保全が重要なキーワードとなって久しい。にもかか
わらず、化学物質の地下水汚染や産業廃棄物の不法投棄が後を絶たな
い。これが気候変動枠組み条約第三回締約国会議を京都で開き、地球環
境先進国を目指す国だとすれば、あまりにも寂しい。
　環境問題の基本的な共通認識は、すでに「公害対策」から「地球環
境」へシフトしている。わが国が、これ以上、本音と建前を使い分ける
ならば、世界の孤児ともなりかねない。今こそ産業界が主導する戦略的
対応が望まれる。
　まず第一に、地球環境の問題の克服を自社の競争力アップの好機とと
らえる発想の転換が必要だ。厳しい排ガス規制を技術開発でクリアし、
国際競争力を飛躍的に向上させた自動車産業の例がある。現在では一歩
進んで、生産から消費、廃棄処理に至るライフサイクルコストの内部
化、さらには廃棄物ゼロという循環型産業社会を視野に入れた経営戦略
が不可欠だ。
　第二に、わが国の企業も、欧米の排出化学物質公表システム「環境汚
染物質排出・移動登録制度」の精神を先取りすべきだ。ダウ・ケミカル
社やデュポン社などでは、自主的なアクションプランとして環境負荷削
減目標を設定し、毎年の達成率を「環境報告書」の形で公表している。
わが国の企業も、ディスクロージャーによる透明性の向上が消費者の信
頼獲得の第一歩と銘記することだ。
　第三に、生産・流通・消費など、いわゆる動脈部分の環境負荷削減努
力に加えて、静脈部分ともいえる環境ビジネスの発展を促すことも重要
なポイントだ。
　例えば、汚染土壌の浄化や水質改善など環境復元産業は将来の成長分
野として期待される。通産省は二〇一〇年の環境ビジネスの市場規模を
三十七兆円（現在の約二・五倍）と予測している。新市場の発展のため
にも、社会的コストの排出者負担に向けての制度整備は焦眉（しょう
び）の急である。　（北斗）［朝日新聞社］

▼98/07/15  東京朝刊  8 頁  ２外面  T980715M08-T01
共通の環境法制定へ　日米欧が支援、産廃処理など統一　ボスニア---
　【センテンドレ（ハンガリー）１４日＝大塚誠】三年半に及ぶ戦闘で
疲弊したボスニア・ヘルツェゴビナに共通の環境基本法を作るため、同
国を構成する「セルビア人共和国」と「ボスニア・ヘルツェゴビナ連
邦」（モスレム人とクロアチア人で構成）は十四日、ハンガリーで覚書
に署名した。日本や米欧の支援で、産業廃棄物の処理法などを統一する
作業を進めていく。
　調印が行われたのはブダペスト郊外のセンテンドレに本部を置く中・

東欧地域環境センター（ＲＥＣ）。覚書では、環境政策を統一するため
に合同委員会を設置して討議を進めていくことなどが盛り込まれてい
る。
　ＲＥＣはブッシュ前米大統領の提唱で中・東欧地域の環境問題改善を
目的に一九九〇年九月に設立。国際機関に準じ、日米欧など二十六カ国
が加盟する。日本がＲＥＣ内に設立した「日本特別基金」で合同委員会
の作業を支援していく。
　ＲＥＣは「今後、西側諸国の復興支援などで産業廃棄物などが大量に
出た場合、この環境基本法が環境汚染防止の役目を果たすことになる」
（後藤浩行事務次長）としている。［朝日新聞社］

▼98/08/07  東京夕刊  3 頁  特設ニュース面面  T980807E03--02
小渕首相の所信表明演説＜環境関係のみ抜粋＞---
○より良い社会の実現と構造改革の推進
　また、都市政策に力を注ぐとともに、農林水産業と農山漁村の発展を
確保するため、食料・農業・農村に係る新しい基本法の制定に向けた検
討を進めるなど、農政の抜本的な改革にも積極的に取り組んでまいりま
す。
　国民的な関心事項である地球環境問題に関しては、六月に取りまとめ
た「地球温暖化対策推進大綱」の着実な実施などを図ってまいります。
身近な不安となっているダイオキシン問題については、その排出削減や
調査研究を進め、いわゆる環境ホルモンの問題については、人の健康へ
の影響等に対する科学的な解明を進めるとともに、化学物質の安全管理
のための新たな法的枠組みの導入を検討します。［朝日新聞社］

▼98/08/27  名古屋朝刊  1 頁  １総面  N980827M01--01
木曽川に代え長良川河口堰の水優先　関係機関、転換検討　【名古屋】-
--
　水需要の見込み違いから大量の余り水を抱えている長良川河口堰（か
こうぜき）（三重県長島町、桑名市）の水を、木曽川水系のダムから取
っている水に代えて優先して利用しようと、建設省や愛知県、名古屋市
など関係機関が協議していることが二十六日分かった。使わなくなるダ
ムの水は、渇水時のための水源として確保し、無駄にはならないとい
う。河口堰に対する新たな水需要が生まれるとしてきた従来の想定を断
念したうえでの方策で、事実上、堰の運用方針は全面転換されることに
なる。
　●批判受け窮余の策
　＜解説＞　環境問題などの強い批判を浴びながら建設された長良川河
口堰は、今年、市民団体の全国アンケートで無駄な公共事業のワースト
１にされた。不足しているわけでもない木曽川水系のダムの水の代わり
に堰の水を優先して使おうという今回の案は、ご都合主義との批判を浴
びかねないものだ。関係当局は、これまで散々「水は必要になる」と、
堰の必要性を主張し続けてきた。
　検討の背景のひとつには、環境をめぐる市民意識の高まりや財政事情
の悪化から大規模な水源開発が困難になり、建設省も「水の有効利用」
を打ち出さざるを得なくなった事情がある。例えば昨年改正された新河
川法では、渇水時に限るものの、ダム間の水利権の調整手続きが大幅に
簡素化された。
　河口堰の水は、自治体などの金を費やしながら海に流されてきた。今
回の振り向けで今以上の負担が自治体などに生じることになれば、案そ
のものをまとめることが難しくなる。木曽川に導水する場合は、施設の
建設費の検討も必要になるだろう。
　建設省は「最近は三、四年に一度は渇水が起きている。渇水対策とし
ての水量が増えることになるので有効だ」と主張する。だが、市民団体
には、一時的な転用や大都市の節水などを柔軟に組み合わせれば対応で
きるとして、ダムがなければ渇水がしのげないとする考え方に批判が強
い。
　水需要がない現実を踏まえた今回の案は、一面では水の有効利用のよ
うに見える。だが、当初の目的を大幅に変更し、なし崩し的に水を融通
すれば、あらためて「堰は必要だったのか」と批判が高まるだろう。関
係当局は水需要の見通しが甘かったことを認め、きちんと説明すること
が必要だ。（社会部・大塚晶）［朝日新聞社］

▼98/09/01  大阪朝刊  地方版  大阪１面  O980901MOS1-01
府、ＩＳＯ取得へ　環境に優しい自治体めざす　　／大阪---
　府は、環境管理の国際規格である「国際標準化機構（ＩＳＯ）１４０
０１」（環境ＩＳＯ）の認証取得に乗り出すことを決め、三十一日まで
に今後の行動計画を含む「基本的な考え方」をまとめた。

　府が率先して省エネルギー、省資源、リサイクルに取り組むことで、
市民や企業にも環境問題への関心を高めてもらおうとの狙いだ。企業を
中心に環境ＩＳＯを取得する動きが広がるなか、府は今年度中に審査申
請し、来年三月の取得を目指す。
　環境ＩＳＯは、環境に配慮した企業や団体に対し、ＩＳＯが認証する
規格で、一九九六年に制定された。企業には「国際取引で有利になる」
として取得に前向きなところが多く、今年上半期までに大手の電気機器
メーカーなど千社以上が認証を受けている。都道府県の取得はないが、
市町村では新潟県上越市と千葉県白井町が今年、認証を受けた。　府
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は、昨年三月に策定した「府庁エコアクションプラン」で、二〇〇一年
度までに電気、石油、ガス、水などの消費量を九七年度比で一〇％節約
する▽コピー用紙の使用量やゴミの量を三〇％削減する▽低公害車を導
入する――などの環境対策を掲げている。
　これらの削減策の数値目標を前提に、今回まとめた「基本的な考え
方」では、実践方法などを定めた「環境管理マニュアル」を十一月まで
に作成し、目標が達成できているかどうか検証する方法などを検討した
うえで、ＩＳＯに審査申請する予定。実際に数値目標が達成できれば、
府にとって年間約八千万円の節約にもなるという。［朝日新聞社］

▼98/09/06  大阪朝刊  地方版  大阪１面  O980906MOS1-02
「環境保全、もうかりまっせ」　企業向けに大阪市が手引　／大阪---
　省エネルギーや資源の節約を通して、企業が率先して環境保全に努め
ることをすすめた「自主環境管理の手引き（なにわ繁盛訓）」を大阪市
環境保健局がつくった。企業人の心を引きつけるキーワードは「環境保
全はもうかりまっせ」。日々の仕事でなかなか気づきにくい様々な無駄
をなくせば、社会貢献につながるだけでなく、企業も繁盛すると呼びか
けている。
　●自主的取り組み
　大阪市は一九九五年度に定めた「地球環境を守る身近な行動指針（ロ
ーカルアジェンダ２１おおさか）」に基づき、環境に優しい市民生活や
事業活動への転換を推し進めている。今回の手引では、企業が単に法律
や条例を守るだけでなく、自主的に環境保全対策に取り組めるようアイ
デアや実践例などを紹介している。
　手引はＡ４判、五十七ページ。「自主環境管理お試しマニュアル」
「環境保全行動のアイデア集」「お助け情報・お役立ち情報」など五章
からなる。
　手引を作った環境保健局環境計画課は「企業がもうかって、環境も守
れる。そんな大阪人向けのちゃっかりしたヒントが隠れています」と話
す。
　希望者に無料（郵送の場合は送料が必要）で配布する。申し込み、問
い合わせは同課（２０８・９８７１）へ。［朝日新聞社］

▼98/09/09  東京朝刊  4 頁  オピニオン面  T980909M04--04
温室効果ガス削減、目標決まったが…　排出量売買、どうルール化---
　地球温暖化をめぐる国際交渉は、昨年十二月に京都で開かれた気候変
動枠組み条約・第三回締約国会議が残した宿題を片づける作業に入っ
た。先進国の各国ごとに設けた温室効果ガスの削減目標に合意したもの
の、「どう減らすかのルール」が会議でほとんど決まらなかったから
だ。国内で目標を達成できないときは外国での事業で減らしたり、排出
枠を買ったりすることもできる複雑な仕組みとあって、実質的な成果を
生むかどうかは運用法しだいだ。京都で見せた各国の利害対立を引きず
りながら、十一月の第四回締約国会議（ブエノスアイレス）に向けた本
格交渉が始まった。
　○「大気市場」設置へ詰め
　●低コストで節約
　「法律（京都議定書）はできたが、具体的なことを決めた政令、省令
がない状態です」。温暖化問題の国際交渉を担当する環境庁地球環境部
の梶原成元・室長はこう言う。議定書の完成に必要なものが、まだ決ま
っていないというのだ。
　とりわけ、国際協力（言い換えれば「外国頼み」）によって減らす三
つの「柔軟な仕組み」の詳細な内容と運用法づくりに、てこずってい
る。
　（１）排出権取引は、削減が予定通りに実行できなかった場合に外国
の排出枠を買い、逆に余った枠を売ることができる制度。削減目標を持
つ先進国間だけで取引が可能になる。
　（２）共同実施は発電所の効率向上や植林など排出を減らす事業を複
数の国が共同で実施し、削減分を分配する。コスト安の国に投資して効
率的に減らせる。これも先進国間だけだ。
　（３）クリーン開発メカニズム（ＣＤＭ）はやはり複数国で削減事業
を進める。共同実施とほぼ同じだが、途上国も参加でき、「事業による
利益の一部を途上国が得る」のが大きな特徴。先進国は削減コストがよ
り安い途上国内で削減量がかせげ、途上国は資金・技術援助を期待でき
る。
　これらをうまく使えば、市場メカニズムで各国の削減コストの低い事
業が選ばれ、そこにお金が流れ、地球全体の削減費が安くなる。各国の
削減量が不均等になれば、削減量を売買して各国の削減目標をクリアす
るという壮大な計画だ。
　●大気を売買する日
　削減目標年が始まる二〇〇八年ごろには、大気を売買する次のような
市場ができるのは間違いない。
　シカゴやロンドンなどで立つ株や商品取引と同様の、温室効果ガスの
排出枠のマーケットだ。国や電力会社が売買する。「ＣＯ２一トン○ド
ル」の相場が公表されたり、証券会社に温室効果ガス部門ができるかも
しれない。電力会社が共同で目標より多く削減した分を「○ドル以上
で」と売りに出すこともありそうだ。
　各国の法学、経済学界でも、取引方式はどんなものにすべきか、の議
論が高まっている。大阪大の西條辰義教授（公共経済学）は「仲買人が

利益を得るだけの十分な取引量があり、だれが、どこから、いくらで買
ったかの取引情報を公開する制度などを整えれば、かなりうまくいくだ
ろう」と見る。
　議論だけではない。世界銀行は来年からＣＤＭの前倒しともいわれる
制度を始める。プロトタイプ炭素基金（ＰＣＦ）と呼ばれる。各国政府
や大企業から基金を集め、東欧や途上国での温室効果ガスの排出削減事
業に投資し、事業で得られた削減分を「投資者」に分配する。関心は高
く、日本の東京電力をはじめ、いくつかの企業や国が参加を表明してい
る。
　　　＊
　【京都会議で決まったこと】
　▼先進国全体で二〇〇八年から二〇一二年の温室効果ガスの排出を一
九九〇年レベルから五％以上削減する。目標は各国で異なる。▼削減の
「柔軟な仕組み」として、排出権取引、クリーン開発メカニズム（ＣＤ
Ｍ）、共同実施の三つを導入。▼九〇年以降の植林などに限定して森林
のＣＯ２吸収をカウントする「ネット方式」の導入。▼複数の国が共同
で削減目標を達成する一括方式も可能（ＥＵはこれを採用）
　【今後決めること】
　▼三つの柔軟な仕組みの運用ガイドラインなど▼農地のＣＯ２吸収な
どネット方式の対象拡大の検討▼途上国が規制に参加することの検討▼
議定書違反の罰則の決定［朝日新聞社］

▼98/09/19  東京朝刊  34 頁  ２社面  T980919M34--11
排煙直撃の米軍住宅に超思いやり　民間産廃、国が改修へ　厚木基地---
　排煙が米軍厚木基地（神奈川県）の家族住宅を直撃している民間の産
業廃棄物処理施設について、政府は十八日、この施設を全額国費で改修
するという異例の決定をした。排煙中の有害物質は日本の排出基準を満
たしているが、ダイオキシンの発生などを問題にした米軍は、本国から
赤外線装置を持ち込んで監視したり、コーエン国防長官が高村正彦外相
に直接、「善処」を要請したりしていた。改修するのが米軍施設ではな
いので「思いやり予算」の枠には入らず、防衛施設庁は「基地の住宅近
くに産廃施設があるための特殊な判断」と強調している。
　この業者が排煙をこれ以上増やさないようにする契約を結ぶことなど
が、「基地の安定的な使用を確保する」との理由で閣議了解された。防
衛施設庁は「産廃施設の焼却量を現状に据え置く代替措置」として、
（１）ゴミ選別のための施設（２）廃プラスチックの固形燃料（ＲＤ
Ｆ）化施設――などを整備するという。業者は「国に全面的に協力した
い」と話している。
　施設は基地の南側にあり、住宅地域から約二百五十メートルにある。
環境庁は、住宅に近い焼却炉北側の二百メートル地点での大気中のダイ
オキシン濃度を測定している。一九九六年三月時点で最大三・七ピコグ
ラム、平均二・四二ピコグラムで、今年から導入された指針値（一立方
メートルあたり〇・八ピコグラム）を上回っているが、九七年九月から
は、指針値並みに収まっているという。　しかし、焼却炉がくぼ地にあ
るため、排煙は米軍の中高層住宅を直撃する形になっている。「窓が開
けられない」「ダイオキシンは大丈夫か」といった住民の声を受け、米
軍は「住民の健康問題が深刻だ。世界の米軍基地でもナンバー１の環境
問題だ」として、強く改善を求めていた。［朝日新聞社］

▼98/09/19  東京朝刊  33 頁  ３社面  T980919M33--05
テーマ急増、研究者足りない　「１０００人の新機関」提言　環境研---
　「研究者千人の新たな環境研究機関を設けないと、来世紀の環境問題
に対応できない」との異例の提言を、国立環境研究所（茨城県つくば
市）が十八日、発表した。地球温暖化や内分泌かく乱化学物質（環境ホ
ルモン）などの研究テーマが急増しているのに、同研究所の研究者は約
百八十人のままほぼ横ばい。「十年後には米国並みの三千人体制にする
べきだ」と訴える。同研究所は新機関に統合されることを想定してい
る。提言文はインターネットでも公開された。
　「わが国における中核的環境研究機関のビジョン」と題するこの提言
は、Ａ４判で十六ページ。大井玄・所長ら研究所幹部が三カ月議論して
作った。研究予算では、現状の年間約百億円に対し、新たな機関には一
千億円を配分する必要があると試算する。環境庁や日本学術会議などに
も同じ趣旨の提言文書を送る。　環境庁は「人員増は現時点では非常に
厳しいが、今後の社会情勢によっては見方が変わる可能性もある」とい
う。
　提言文は、国立環境研究所のホームページ（ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．
ｎｉｅｓ［朝日新聞社］

▼98/09/19  東京朝刊  地方版  山梨２面  T980919MYN2-07
ＩＳＯの認証取得促す融資制度開始　甲府信金　／山梨---
　甲府信用金庫（本店・甲府市、雨宮和臣理事長）は、県内の金融機関
として初めて、国際標準化機構（ＩＳＯ）の認証取得をめざす企業に対
し、取得費用を融資する制度を始めた。
　融資金額は十万円単位で一企業一千万円まで。融資期間は五年以内
で、金利は同金庫の長期プライムレートと同率の変動金利（十六日現在
で二・五％）となる。
　同金庫によると、経済のボーダレス化や環境問題が大きな社会問題と
なる中で、国際規格「ＩＳＯ」の取得が企業間の取引の重要な条件にな
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りつつある。県内の企業でも関心が高まっているが、専門的な資料作成
などはコンサルタントに頼むケースがほとんどで、取得に五、六百万円
かかると言われる。そのため、新しい融資制度を設置したという。［朝
日新聞社］

▼98/09/21  東京朝刊  地方版  千葉１面  T980921MCB1-01
環境守るパスポート、ＩＳＯ１４００１　取得企業・団体が急増／千葉-
--
　温暖化防止やごみ対策など、環境問題への関心が高まるなか「ＩＳＯ
（アイエスオー）１４００１」という規格が注目されている。「国際標
準化機構」（本部・スイス）による国際規格。リサイクルなど環境対策
に積極的な企業・団体が取得できる。社員の意識向上や企業イメージア
ップといった効果もあり、認証取得が急増している。全国で千百七十四
件、県内は三十七件。全国の自治体で初めて取得した白井町など県内三
団体の取り組みを追った。（筒井次郎）

　「ＩＳＯ１４００１」は「環境を守るための組織をいかにつくるか」
という規格だ。欧州では取引で重視され「環境パスポート」とも呼ばれ
る。輸出関連の企業が取得に熱心だった。
　企業などの活動や製品が環境に与える影響をどれだけ少なくするか。
まず計画をつくり、実行・点検・見直しを繰り返すシステムを築く。専
門の認証機関が審査する。有効期限は三年で、再び認証機関の厳しい審
査を経て、更新できる。
　取得団体は年々、増えている＝グラフ（１）。中小企業は少ない。
　神奈川県では九三年から官民あげての環境対策で、取得団体は百十三
件と多いが、千葉県内の企業の動きは鈍い＝グラフ（２）。県は四月か
ら、中小企業が取得のために設備を整える資金を最高で五千万円まで融
資する制度を始めたが、利用した企業はまだない。
　認証を受けるための審査だけでも最低百万円はかかり、通産省は「さ
らに新たな設備へのカネ、専任のヒトが必要。中小企業には負担が重い
のが現状だ」と話す。
　○３自治体・企業の取り組み
　●白井町役場　事務用紙など１０％を削減へ
　今年一月に取得した白井町役場で正午を告げるチャイムが鳴った。住
民票交付の一階以外、天井にある照明の電源が一斉に切られた。昼休み
は消灯タイムだ。
　ある課の机の上には「ＩＳＯ・片面使用済（ずみ）用紙入（いれ）」
と書かれた段ボールが置いてある。中の紙の裏面が再利用されるのだ。
　白井町の後、名古屋市や仙台市など全国の約三十自治体が取得する準
備を進めている。町の取り組みの主な内容は、電気使用量の一％削減、
事務用紙の一〇％削減のほか、公共事業で発生したごみの適正処理、騒
音や振動の軽減などだ。
　電気は、昨年十月から今年七月までで、二・三％を節約、事務用紙の
使用枚数も一九・五％減った。
　町環境課は「県内外の自治体や企業からの問い合わせや視察も多い。
自治体の果たす役割と影響力は大きいと考える」という。
　●キッコーマン野田プラント　しょうゆかす、燃料にも再生
　スーパーの棚に並ぶ野田市のキッコーマン製のしょうゆ。この製造ラ
インの主力が、昨年、ＩＳＯ１４００１を取得した野田プラント（工
場）だ。
　製造過程で出るしょうゆかすなどの廃棄物は、九四％が再生されてい
る。以前は家畜の飼料となっていたが、いまでは同社が開発した工場内
の専用ボイラーの燃料としてリサイクルされる。しょうゆ油は、魚のえ
さにも加工されている。
　生産量にも気を配る。製品をつくりすぎると、結局ごみとなる可能性
もあるからだ。九二年に比べ、未出荷の在庫は一八％、返品は六四％減
った。
　経営理念の一つに「地球社会にとって存在意義のある企業に」と掲げ
る。「これからも地球市民として、社員全員がそれぞれの立場で環境の
改善に取り組んでいきたい」と話す。
　●ＮＥＣ我孫子事業場　段ボール箱で緩衝材を開発
　昨年取得したＮＥＣ我孫子事業場では、電話交換機やファクシミリな
どの開発をしている。四月に「エコアクションプラン２１」を策定し
た。
　（１）エネルギー使用量を二〇〇〇年度までに一五％削減する（２）
紙くず、古紙のリサイクル率を二〇〇〇年度までに九〇％にする（３）
適正に廃棄物処理しないと有害物質になるおそれのある鉛を含む「はん
だ」の製品への使用量を二〇〇二年までに五〇％削減する――などだ。
　外部から資材や備品を購入した際に、こん包している段ボールは以前
はごみになった。七月に、段ボールを細かく刻んで紙袋に入れた「緩衝
材」を開発。事業場から製品を出荷する際、発泡スチロールの代わりに
なっている。
　同社は九一年に環境問題に積極的に取り組む「環境憲章」を策定して
いる。　事業場は「社員の認識が向上した。この認識は、環境に配慮し
た製品の開発につながる」と話している。［朝日新聞社］

「環境教育」

▼98/05/07  東京朝刊  地方版  千葉２面  T980507MCB2-05
「環境白書」をまんがで作製　県環境財団が無料配布　／千葉---
　まんがで環境問題を分かりやすく表し、小中学生に考えてもらおう
と、県環境財団は「まんが環境白書ちば（地球温暖化編）」を作製し
た。希望者に無料で配布する。
　「環境学習編」「県環境基本計画地球環境編」に続く第三巻目で、ホ
オジロの「チィーバ」が案内役になって登場人物の子どもたちに地球温
暖化について考えるヒントを出す。幕張新都心地区で開かれた「こども
環境会議ちば９７」のワークショップで子どもたちが作った「地球に捧
（ささ）げる詩」も収録されている。
　申し込みは〒２６０・００１３　千葉市中央区中央４の１２の１２金
剛ビル５０２号　県環境財団（〇四三―二二四―二六九一、ファクス〇
四三―二二四―二五二二）へ。送料の負担が必要で、一部の場合は二百
四十円、十部は五百二十円。切手で代用できる。［朝日新聞社］

▼98/05/07  名古屋夕刊  2 頁  ２社面  N980507E02--04
中部に環境教育を　来月、岐阜で市民団体・行政が集い　【名古屋】---
　環境問題に取り組んでいる中部七県の市民団体が集まり、企業や行
政、一般市民にも呼びかけ、岐阜県海津町で「環境教育ミーティング中
部９８」を六月二十六―二十八日に開く。これを機に交流を拡大したい
という狙いがあり、来年以降も各県の団体が回り持ちで事務局を担当
し、開催する考えだ。
　各団体が進めている環境教育には、単に学校の教科としての学習では
なく、「豊かな自然とのふれあいを通して地球環境の大切さに気づき、
環境問題に主体的に向かえる人を育てること」（山梨県高根町のキープ
協会環境教育事業部）といった意味がある。
　もともと欧米で始まった教育プログラムの一つだが、キープ協会が中
心となって、一九八七年、全国の教員や自然保護関係者、行政の環境担
当者らによる「清里ミーティング」を高根町で開催した。その後、関西
や北海道、九州といったブロック単位でミーティングが開かれた。東海
四県に富山、石川、福井の三県を加えた中部地方の集まりはこれまでな
く、昨年三月、「中部リサイクル運動市民の会」（名古屋市東区）の新
海洋子さんらが呼びかけて実現することになった。
　今回のミーティングの会場は岐阜県海津町福江の木曽三川公園パーク
センター。同市民の会が事務局を務め、各団体の二十七人が実行委員と
して参加する。「まちづくりと環境教育」「川から学ぼう」などのテー
マを設定し、意見交換する。問い合わせは新海さん（〇五二―九三一―
三三〇四）へ。［朝日新聞社］

▼98/05/15  東京朝刊  地方版  茨城２面  T980515MIG2-03
子どもと「環境」を学ぼう　県が環境テーマに絵本　／茨城---
　県は環境問題をテーマにした絵本「おばけのもーりーとまーち　森か
らのこえがきこえる？」をつくった。子どもたちに生態系の仕組みや生
き物の共生を教えるのが狙いで、県によると、こうした「環境絵本」を
自治体が出すのは全国で初めてだという。八日から県内の幼稚園や図書
館に配布し、二十一日から全国の書店で売り始める。
　主人公は森のおばけ「もーりー」と街のおばけ「まーち」。二人はタ
カの死をきっかけに、生き物の命がぐるぐると輪のようにつながってい
る「森のおきて」、生態系を知る。まーちのピンチを救う呪文（じゅも
ん）は「くるくるさいくる、えこえこえころじー」。また、街ではごみ
を生き返らせる「リサイクル」について学ぶ。
　絵はブナの葉やコナラの幹、お菓子の空き箱などで登場人物や背景を
つくり、コンピューター・グラフィックスで組み合わせた。
　対象は五歳児。文章はやや難しいが、「大人が読み聞かせることで、
子どもたちに環境問題を感じ取ってほしい」と県環境政策課。巻末には
大人向けの解説を載せている。
　社団法人「日本環境教育フォーラム」の稲本正・常務理事が監修し、
文章や造形、デザインはそれぞれの専門家が担当した。県内の幼稚園教
諭らも協力し、計十五人で制作した。
　県は十年前から、環境問題を扱った小学生向けの副読本を発行してお
り、二年前には中学生向けの「環境漫画」を出している。
　Ａ４判四十ページ。四万部を県内で配布し、定価千四百円で一万部を
市販する。［朝日新聞社］

▼98/05/16  東京夕刊  1 頁  １総面  T980516E01--10
環境問題・家族像扱った家庭科教科書、章立て変えたら一転ＯＫ---
　環境問題などを積極的に取り上げたことから、一九九六年度の教科書
検定で不合格となった高校の家庭科教科書が、構成などを一部変え、九
七年度検定でいずれも合格していたことがわかった。不合格本は、環境
問題を章を設けて扱ったり、事実婚、別居婚、国際結婚など多様化する
家族像を取り上げたりしていた点が、「学習指導要領の趣旨にあわな
い」とされた。文部省の姿勢は変わっていないが、合格した教科書は、
不合格本の特徴を引き継ごうとかなりの工夫をこらしている。来春から
高校で使われる。
　教育図書の「家庭一般」「生活一般」、実教出版と開隆堂出版の「家
庭一般」の計四冊で、昨年、各社が文部省に再提出し、今年三月に合格
した。
　各出版社は「再提出本でも、新しい家族像や環境問題などを可能な限
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り重視した内容にした」と話している。実教出版の場合、「環境を考え
る」という章をなくした代わりに、衣生活、住まいなどに関連させて、
ごみや資源の問題などを取り上げた。開隆堂出版も、「地球環境」の章
をはずして、経済や衣服、食生活などの章に環境問題を盛り込んだ。
　教育図書は、家族の多様化を表現するため、人気漫画「クッキングパ
パ」「クレヨンしんちゃん」などの登場家族をモデルにした口絵を入れ
た。
　文部省は九六年度検定で「環境問題は現代社会などで扱うので章立て
は不適切」「統計的に多い家族像が書かれたうえで、多様な家族像を書
くのが適切」などの意見を付けた。　出版社側によると、今回合格した
教科書に対する検定意見でも、夫婦と子どもの家族構成や機能を重視す
るなど文部省の姿勢は変わっていないという。［朝日新聞社］

▼98/05/24  東京朝刊  22 頁  読書面  T980524M22--62
環境問題の道案内　使いやすい『エコロジー小事典』、講談社から---
　環境問題の理解に必携とうたう『エコロジー小事典』が講談社ブルー
バックスから出た。二千円。
　Ｍ・アラビー編、今井勝、加藤盛夫訳。編者は英の著述家で『恐龍は
なぜ絶滅したか』（共著）などの著作がある。生態学を中心に動植物、
進化、気象、環境汚染など広範なテーマを網羅し、またダイオキシン、
温室効果について最新の情報を掲載している。五千項目を収録している
がコンパクトなつくりだ。［朝日新聞社］

▼98/05/28  名古屋朝刊  13 頁  ２経面  N980528M13--08
中電、苗木や環境教材を寄付（情報ファイル）　【名古屋】---
　中部電力は２７日、環境月間である６月に、社員数とほぼ同じ約２万
本の苗木を学校や公園、福祉施設に寄付すると発表した。中部５県の小
学校に、ゲームとクイズを通して地球環境問題を学べる学習用ＣＤ－Ｒ
ＯＭも４０００枚寄付する。企業をあげて環境問題に関心を寄せている
姿勢をＰＲするのがねらいだ。［朝日新聞社］

▼98/06/22  東京朝刊  28 頁  教育面  T980622M28--58
環境学ぶ　学校現場でごみと向き合う（きょういく９８）---
　猛毒物質ダイオキシンなど、いのちと暮らしを脅かす環境問題への関
心が高まるなかで、学校現場でも、さまざまな「環境教育」の取り組み
が始まっている。国語や算数といった教科の枠を超えているだけに、教
材づくりなど指導法に頭を悩ませる学校も少なくない。一方で、ごみの
分別収集やリサイクルなど、学校でのごみ減量化自体が環境教育だ、と
いう考え方が広がりつつある。　（八鍬耕造）

　○生徒の提案で分別　富山の女子高
　富山市にある県立富山女子高校（広瀬捷負＜かつお＞校長、生徒八百
三十七人）のごみ集積場。放課後になると、生ごみや空き缶などさまざ
まなごみを持った生徒たちがひっきりなしに現れ、にぎやかになる。
「ごみ捨て場」といった、じめじめした空気は感じられない。
　同校は今年一月、焼却炉の使用を中止し、同時に生ごみや空き缶、ペ
ットボトルなどの分別収集を始めた。

　○焼却炉あえて使う　福岡の小学校
　多くの学校が焼却炉の使用を中止する方向に進んでいるなかで、あえ
て使い続けている学校がある。
　福岡県久留米市は、文部省の通知が出た後も、市街地の一部を除く大
半の市立小中学校と高校で焼却炉を使っている。「徹底して分別し、有
害物質を発生させないとされるものに限って炉で焼く方が、むしろ環境
教育につながる」（市教委・久保田明学務課長）という考えからだ。
　山あいにある市立大橋小学校（安元ひろみ校長、児童百五十五人）で
も、週一、二回、紙などを焼却炉で燃やしている。
　今年一月、市教委からごみを十七種類に分けて集めるモデル校に指定
された。瓶一つとっても、無色、茶色、その他の三種類。粗大ごみも可
燃性、不燃性、金属製。「何でも捨てればよかった」以前とは大きな違
いだ。瓶や乾電池、蛍光管は一年生、ペットボトルは二年生というよう
に、学年ごとに集めるごみの種類を分けた。子どもたちが、教室にごみ
を散らかさなくなり、出るごみの量は三分の一から五分の一に減った。
　教務主任の佐藤雄二先生（四六）は「ごみをすべて回収業者に出して
いたら、ごみを出すときに立ち止まって考えはしなかった。最初は面倒
がっていた先生も、ごみの種類やリサイクルできるかどうかを考えるよ
うになった」と炉の効果を説明する。

　○全教科で取り組む　横浜の小学校
　授業の中で、環境教育をどう進めていくか。学校周辺の自然観察、ご
みの分析から、ごみ処理施設の見学まで、その方法は多岐にわたる。従
来の教科と違う多様性や、注目されてから日が浅いために、「どのよう
に進めればいいか分からない」という声も聞かれる。　横浜市都筑区の
港北ニュータウンにある市立茅ケ崎小学校（吉原美紗恵校長、児童七百
七十人）はこの三年、環境教育を考える授業を続けてきた。
　同校は、「全教科で取り組む環境教育」という目標を掲げている。環
境教育の内容を考え、教科ごとに目標とする内容を決めた＝表。その目
標に合わせたワークシートをつくり、教員同士の議論で改良を重ねた。

　例えば、ごみ問題。算数の授業では、学校の周りでごみ拾いをする。
拾ったごみの種類と数、百分率を円グラフや帯グラフにまとめ、割合の
意味と求め方を学ぶ。社会では、家から出るごみを分類したり、ごみ焼
却場を訪ねたりする。特活でリサイクルバザーをし、道徳では、リサイ
クルの必要性を学ぶ。
　和泉良司先生は「どの教科でもできるからといって、思いつきでやっ
てはいけない。先生たちが、それぞれの得意な教科で環境教育を考え、
全体で話し合っていくことが大事」という。
　東京都板橋区にある前野小学校（小林和子校長、児童五百九十七人）
は、すべての教員を対象にした環境教育についての研修会をこの二十四
日に開く。
　周辺に自然は少なく、どんなふうに進めていいのか、教材はどうすれ
ばいいかノウハウが不足している。専門家を招いて知恵を授かろうとい
うわけだ。
　講師を務める森良・環境教育情報センター事務局長は「都会の真ん中
にある学校でも、桜の木や花壇があれば環境教育はできる。前野小学校
でいえば、落ち葉からたい肥をつくる『落ち葉だめ』が校内にある。こ
れを使って自然の循環を教えられるし、ごみ問題やリサイクルの大切さ
も伝えられる。一つひとつの授業をつなげることで、立派な環境教育に
なる」と話す。

　＜学校でのごみ処理＞　文部省は昨年七月、焼却炉のごみの処理に伴
ってダイオキシンなどの有害物質が排出されている恐れがあるとして、
校内でのごみ焼却の抑制、廃止に努めるよう求める通知を都道府県など
に出した。十月末には、離島や山間部などを除いて使用をとりやめ、廃
止することを徹底するよう求めた。
　昨年十月二十日現在の市町村の対応をみると、「既に廃止」が七百九
十二（二四％）、「廃止予定」が六百五十四（二〇％）にとどまってお
り、九百四十四（二九％）が「一部抑制」、「継続使用」も五十七市町
村（二％）ある。
　＜環境教育＞　七二年の国連人間環境会議で提唱された。日本でも公
害問題の深刻化とともに取り組む学校が出始めた。見直しが進む新しい
学習指導要領にも、「総合的な学習の時間」の一つのテーマとして盛り
込まれる見込みだ。［朝日新聞社］

▼98/06/25  東京朝刊  地方版  千葉２面  T980625MCB2-04
流山市立八木南小学校（私の学校のホームページ）　／千葉---
柔らかい色使いと、ほのぼのとしたタッチのイラストが表紙を飾ってい
る。
　開設は昨年十月。
　一九九六年十一月からＮＴＴが主催するこねっとプランに参加し、校
内のコンピュータールームに総合デジタル通信網（ＩＳＤＮ）回線が敷
設された。「いつか学校のページを作りたいと考えていて、勉強を始め
たのが昨年の八月だった」と制作・管理をする角龍幸教諭。
　メニューは、学校紹介、学校行事、積極的に取り組んでいる環境問題
の大きく三つに分けられている。
　学級紹介では、四年生以上は自分たちで原稿を書き、パソコンへの入
力もする。三年生以下の分は、パソコンクラブの児童が取材して作って
いるという。
　環境問題では、ＥＭ菌ぼかし、全国発芽マップなどのページが目を引
く。　ＥＭ菌ぼかしは、ＥＭ菌を残飯などの生ゴミにもみがらなどを混
ぜて作った発酵促進材で、よい肥料ができる。校内に咲いているきれい
な花の肥料が、給食の残飯からできていることを紹介している。
　「全国発芽マップ」には今年参加し、ケナフの種を五月二十日正午に
まいた。ケナフはアオイ科の一年草で五メートルぐらいまで伸び、二酸
化炭素を多く取り込むことから、地球温暖化防止に効果が期待されてい
る植物だ。「全国発芽マップ」では、全国で同日同時刻にまいたケナフ
の種が、各地域でどのように成長していくかの過程を報告しあうという
もの。十センチまで伸びたケナフを写真付きで掲載している。
　ＯＢや保護者から反響は大きい。「日ごろ学校に来られない保護者か
ら激励の電子メールが届いたことが一番うれしかった」と角教諭は笑顔
で話した。　　　◇
　「私の学校のホームページ」のコーナーでは、みなさんからのご意
見、ご感想、取り上げて欲しいホームページ（自他薦問わず）を電子メ
ールで募集します。電子メールのアドレスは、ｃｈｉｂａ－ｓｃｈｏｏ
ｌ＠ｅｄ．ａｓａｈｉ．ｃｏｍです。ファクスや手紙でも結構です。
　ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｔｏｈｋａｔｓｕ．ｏｒ．ｊｐ／～ｎｇｒｙ
／
［朝日新聞社］

▼98/07/15  東京朝刊  地方版  栃木１面  T980715MTG1-11
ごみ処理と環境の学習できる併設施設を計画　宇都宮　／栃木---
　宇都宮市は、不燃ごみの処理とあわせて、市民が環境問題を学習でき
る施設「リサイクルプラザ」を、現在建設中のクリーンパーク茂原（同
市茂原町）の焼却施設に隣接して建設する計画を明らかにした。十三日
に開かれた各会派代表者会議で、増山道保市長ら執行部が市議会側に計
画を説明した。
　「リサイクルプラザ」は、二〇〇一年に稼働開始の予定で、事業費は
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約四十億円。事業費と維持管理費は同市が八五％を負担し、残りを上三
川、石橋、河内、上河内の四町がごみ排出量で応分負担する。
　回収したビンや缶類、ペットボトルなどの不燃ごみを分別、資源化す
るプラント施設をつくり、一日に百三十五トンを処理できる。
　宇都宮市は現在、河内町で、民間業者に委託し、不燃ごみを処理して
いる。人手による分別のため、年間約二億三千万円の維持管理費が必要
だが、機械化を進めた新しい施設では人件費を減らせるため、年間約一
億八千万円で処理できるようになる見込みだ。
　「リサイクルプラザ」には処理施設と同時に、環境問題をテーマに市
民が学習できる施設をつくる。施設から出たリサイクルガラスで花ビン
などをつくる工房や環境問題のパネル展示をする。［朝日新聞社］

▼98/07/16  東京夕刊  18 頁  ２社面  T980716E18--08
環境の大切さ、アニメで教育　ユネスコ機関が製作---
　読み書きができない人（非識字者）の識字教育に力を入れているユネ
スコ・アジア文化センター（ＡＣＣＵ、東京都新宿区）が、環境問題を
取り上げたアニメ映画「ミナの村と川」（十七分）をつくった。主人公
はアジアの農村に住む若い母親・ミナ。一九九三年製作の前作「ミナの
笑顔」（十六分）で読み書きを学んだミナが、こんどは水質汚染に取り
組む。
　アジア・太平洋地域にいる十五歳以上の女性十億人の四割が非識字者
で、非識字率は男性の二倍という。
　ＡＣＣＵは「読み書きの大切さをわかりやすく説くにはアニメ映画が
ぴったり」と「ミナの笑顔」を製作した。読み書きができずだまされる
など苦労したミナが、識字教室で文字を学び、大勢の人たちを救う物
語。アジア、アフリカの二十七カ国語に訳され、テレビ放映された。
　第二作となった今回は、アジア各国で環境汚染が深刻化している現状
をふまえた。前作同様、マレーシアの時事漫画家ラットさんと、「パー
マン」「怪物くん」などの代表作があるアニメ作家鈴木伸一さん（六
四）が共同で監督。歌手で、国連児童基金（ユニセフ）の国内大使を務
めるアグネス・チャンさん（四二）が、ミナ役で声の出演をしている。
　十八日午後二時から東京都港区赤坂二丁目の国際交流フォーラムで開
かれるシンポジウム「識字とアジア―すべてのひとびとに学ぶ機会を」
で、映画の英語版が一部紹介される。あわせてアグネスさんとインド、
フィリピンの専門家が、各国の識字教育の実情を語る。今月末に日本語
版が完成する予定。問い合わせはＡＣＣＵ（〇三―三二六九―四五五
九）へ。［朝日新聞社］

▼98/07/23  東京朝刊  13 頁  ２経面  T980723M13--03
スーパーで小学生の学習会　西友（情報ファイル）---
　西友は２４日から８月７日まで、小学４、５、６年生とその親を対象
に、環境問題を学ぶ「エコニコ学習会」を全国５１店舗で開く。時間は
約２時間。店内で環境に配慮した商品や、リサイクル活動などを見学
し、店長らが質問にも答える。５人以上のグループ参加が原則。申込用
紙は、学習会を実施する各店舗のサービスカウンターで配布している。
［朝日新聞社］

▼98/07/29  東京朝刊  地方版  埼玉１面  T980729MSM1-02
香り、感触…体で感じて　ドイツの環境教育、修学旅行で体験　／埼玉-
--
　進んだドイツの環境教育を実際に体験しようと、飯能市小岩井の私立
自由の森学園高校の三年生が、修学旅行でドイツを訪れ、現地の学校と
交流した。理科の授業で、ドイツの環境政策について学んだ生徒が中心
となって、教員とともに計画を練った。ホームステイしながら、リサイ
クルやエネルギー問題について意見交換し、授業も一緒に受けた。帰国
後、生徒らは九月の文化祭に向けて発表の準備を始めている。
　きっかけは、昨年秋の理科の授業で、生物担当の塩瀬治教諭（三九）
が、自分が何度か訪れたことのあるドイツの環境教育について話したこ
とだった。ドイツでは、学校教育の重要な部分を環境教育が占める。自
治体がつくった生物センターでは、環境教育の研修や、小動物など生き
た教材を貸し出している。リサイクルの取り組みでも先進国だ。
　「ドイツにぜひ行ってみたい」。今井風多さん（一八）ら数人の生徒
が、修学旅行のコースに組み込もうと動き始めた。同校の修学旅行は、
生徒がコース案を作り、参加者を募る「この指止まれ方式」。二十数人
の希望者が集まり、「ドイツ環境学習の旅」をすることになった。塩瀬
教諭らが交渉した結果、ドイツのハノーバー市の高校数校が交流を希望
し、ホームステイも受け入れてくれた。
　生徒は六月二十八日に出発、ハノーバー市で十日間を過ごした。市の
生物センターでは、「香りの授業」を受けた。六種類の草花のにおいを
かぎ、印象を字にする。全員が輪になって、自分の感じた印象を話し合
う。においの「色」や「形」も考える。ほかにも、目隠しして林を歩
き、木の肌をさわりながら何種類の木があったかを当てたり、裸足で木
切れや粘土や小石の上を歩き、感触を確かめたり……。
　「知識ではなく、まず感覚体験で自然を感じる授業。日本と全然違っ
た」と深沢明子さん（一八）。
　交流した学校の一つ、ゲーテ校では、各クラスに数人の「エネルギー
委員」がいる。省エネのため、周囲の明るさに応じて教室の照明を調整
したり、窓の開け閉めで温度調節をしたりする地味な仕事。それでも年

間三〇％の電気を節約できるという。交流会での討論では、「『資源保
護』のプラカードを掲げて町を練り歩くこともある」という同校生徒の
積極性に驚いたという。
　生徒は八日に帰国した。「行ってよかった。環境問題は頭で考えるよ
り、感覚や行動を通して学ぶことが大切だと感じた」と今井さん。九月
の文化祭で発表する準備を進めている。［朝日新聞社］

▼98/07/31  東京夕刊  3 頁  芸能１面  T980731E03--63
インターネットで変わる教育現場　ＮＨＫ教育---
　インターネットが学校教育現場に急速に入り込むことで、教育のあり
方も大きく変わろうとしている。八月一日放送の「教育トゥデイ９８」
では、今年四月からＮＨＫ教育で始めた「インターネットスクール　た
ったひとつの地球」で繰り広げられた学校交流を題材に、子供たちがメ
ディアを通じてモノの考え方、見方をどう変えていったかを探る。
　ＮＨＫ教育では、小学校高学年向けの環境教育の一環としてインター
ネットを使っている学校の様子を放送で紹介。ＮＨＫのインターネット
上のホームページで、番組で取り上げたテーマについてアンケートを取
るなど、双方向放送に取り組んでいる。
　今回は、どちらも「ウミガメの来る町」として知られる三重県紀宝町
と愛知県豊橋市西七根町の小学校が、「汚染が忍び寄る海の中でウミガ
メを守るためにはなにができるか」を会議した様子を伝える。二つの小
学校は今春、インターネット上で知り合い、海と環境というテーマで交
流を続けてきた。
　このほか、石川県七尾市の徳田小学校の児童たちが、稲作に農薬を使
う是非について、都会の子供たちと「生産者と消費者」という視点でイ
ンターネットを使って議論。このなかで子供たちがどう考えを変えてい
ったかを検証する。
　ゲストに東京工業大大学院の清水康敬教授と金沢大教育学部の黒上晴
夫助教授を迎え、メディアが変える教育現場の可能性を話し合う。
　放送は夜十時十五分から四十五分。［朝日新聞社］

▼98/08/31  名古屋夕刊  2 頁  ２社面  N980831E02--02
足元の環境問題、児童ら全国発信　来春閉校の三重・大杉小【名古屋】-
--
　日本有数の清流で知られる宮川上流にある三重県宮川村の村立大杉小
学校（石田和弘校長）は、全校児童が四人になり、来春閉校になる。し
かし子どもたちは、この夏休みから故郷の環境問題を足元から見つめ直
すホームページ作りを本格化した。統合されても、小学校の「遺産」と
して未来に残そうとデジタルカメラで撮影した自然や、川の水質を調べ
た結果を全国発信しようとがんばっている。

　十一人いた児童は、今春から引っ越しや卒業で四人に減った。しか
し、四人は栗谷先生と、授業の合間に作業を続けた。ホームページは、
家のごみが処分されるまでを追いかけた「ごみのゆくえ」や、水生昆虫
の分布調べなど、七項目、三十ページを超した。分布調べでは、清流に
いる昆虫が多く見られる半面、汚い水に生息するヒルなどもいて、必ず
しも安心できないという状況がわかった。
　写真は児童がデジタルカメラで撮影、栗谷先生と一緒に画面に入力し
たり、文章を打ち込んだりしてページを作り上げる。西村あかねさん
（三年）は、村内に咲く草花を撮り集め、「あかねずかん」を制作中
だ。
　しかし、同小は来年三月で七十八年の歴史を閉じ、約十五キロ下流に
建設中の「宮川小学校」に統合されてしまう。四人のうち松林君は卒業
するが、残る三人は「統合されても続けたい」。栗谷先生は「大杉小の
遺産として残れば。清流の村が地域の自然に目を向け、環境保護を呼び
かけることに意味がある。閉校までにもっと内容を充実させたい」と話
している。
　アドレスはｗｗｗ．ａｓｋ．ｏｒ．ｊｐ／～ｏｓｕｇｉ／ｉｎｄｅ
ｘ．ｈｔｍ［朝日新聞社］

▼98/09/10  東京朝刊  地方版  茨城２面  T980910MIG2-05
霞ケ浦のアユ飼育で環境教育　麻生町立麻生小（学校たんけん）／茨城-
--
　校舎内の廊下わきに、円形の大きな水槽が備えられている。特製で、
容量は五百リットル。ぐるぐると回る水の中で、二十匹近い天然アユが
元気に泳ぐ。学校が進める環境教育のシンボルとして今年から登場し
た。
　きっかけは、五月に校内で開いた教育講演会。県内水面水産試験場の
根本隆夫河川部主任の「霞ケ浦に住む魚の不思議」の話に、児童たちの
反響は大きかった。学校は湖畔にあり、漁業に従事する人も多く、もと
もと関心は高かった。
　「学校で霞ケ浦のアユを飼育しよう」とムードが高まり、アユを主役
にした環境教育の取り組みが始まった。デリケートな年魚の飼育観察や
調査活動を通じて
、児童たちが自主的に水質浄化や環境問題などを楽しく学んでほしい、
との思いからだ。
　奥村忠、野口修成の両教諭が、地元の漁師の船に同乗、霞ケ浦からア
ユをとってきた。井戸水を循環させる水槽をはじめ、水流や温度調節な
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どの面も工夫して手作りしたという。
　六年生二十七人で発足したアユクラブが飼育や観察を担当、えづけに
も成功した。同試験場を訪れたり、夏休みに「湖上セミナー」に参加し
てプランクトンや透明度の調査なども体験したりした。
　このほか校内には、「子供水族館」と名付けられた、ウナギやタナゴ
などを飼育している四つの水槽がある。
　両教諭はこのほど、この取り組みを研究集会で発表した。下河校長は
「子供たちがたくましく生きる力を養う上でも、大事な研究」と話して
いる。
［朝日新聞社］

▼98/09/21  東京朝刊  地方版  宮城１面  T980921MMG1-57
「環境教育」シンポ始まる　エコ・アジア開催に合わせ　／宮城---
　アジア・太平洋環境会議（エコ・アジア９８）の開催に合わせて二十
日、仙台市青葉区の仙台国際センターで、子どもや若い人たちへの「環
境教育」を考えるシンポジウムが環境庁などの主催で始まった。アジ
ア・太平洋地域の各国代表だけでなく、仙台市民ら約五百人も傍聴。市
民の間からは、より良い環境を次世代に残すためにも、環境教育の必要
性を訴える声が聞かれた。
　この日は日本、中国、カナダの環境問題関係者が、子どもらが身近に
緑に接することができるような街づくりなどを提案。その後の討論で
も、フィリピンやメキシコの専門家から、学校だけでなく家庭や地域で
も環境を守ることの大切さを教え、自然の中での体験ができるような態
勢づくりが必要だとの意見が出た。
　シンポジウムは、アジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）が、環境に
配慮した「持続的な経済成長」が可能な都市づくりをテーマにしている
ことに関連して、教育面からアジア・太平洋地域での環境を考えようと
催された。二十一日に議論をまとめて閉会する。［朝日新聞社］

▼98/09/22  東京夕刊  7 頁  こころ面  T980922E07--60
生命の指導　尊さの根拠を問う（宗教と教育　論議の要点：８２）---
　宗教教育への関心はオウム真理教事件や少年による犯罪の多発で高ま
ったが、といって、研究が進んでいるわけではない。これまで公私立学
校の現場や海外の事情を報告してきたが、ここで教育界や宗教界の論議
をお伝えする。

　○栽培や飼育は役に立つか
　東京・青山で八月下旬、「生命の大切さをどう教えるか」というテー
マで「第三回道徳教育シンポジウム」（上広倫理財団主催）が開かれ
た。
　国公立学校の教師らが授業の具体例を報告した。約六時間の討論で
は、文部省が「学習指導要領・道徳」に掲げる「人間尊重の精神と生命
に対する畏敬（いけい）の念」の中身を問う声が目立った。たとえば、
千葉県総合教育センターの上杉賢士研究指導主事はこう指摘した。
　「自然界は『食う・食われる』の関係で成り立っており、種の保存の
ために無数の生命が犠牲になることもある。生命に対する畏敬の念は、
そんな厳しさも含めて知的に理解されなければならない。しかし、最近
の少年事件などで求められる『生命の大切さ』は、対象を特定した『あ
の人』『この動物』という具体的な感情から出発する。つまり、畏敬の
念を育てることと、人間尊重の精神を教えることは、異なる方向にある
のです」
　道徳教育の指導法を研究している全国ネット＜道＞の深沢久代表（群
馬県高崎市立佐野小学校教諭）もこう発言した。
　「どこの小学校でも植物の栽培と小動物の飼育をしているが、あれは
生命尊重の教育に結び付くだろうか。サツマイモは収穫後にみんなで食
べるが、飼っていたニワトリを学校で殺して食べることはまずない。こ
こに『生命の大切さ』を教える欺瞞（ぎまん）性があるわけだが、これ
に目を向ける教師はほとんどいません」
　栽培や飼育を通じて環境問題なら教えることはできる。老人ホーム見
学を通じて福祉問題は学べるだろう。しかし、そうした授業で「かけが
えのない人間の生命」までは行き着かない、と深沢教諭は断言する。
　本当に学ぶなら（１）人の死を身近に見る（２）おぼれるなど、自分
自身が危機を体験する（３）わが子の誕生を実感する、などが考えられ
る。しかし、いずれも学校の授業では難しい。結局、（１）（２）
（３）の体験者が書いた手記や文学で追体験させる方法くらいになる、
という。
　発表者から「生命の大切さ」という言葉が出ると、批判役の宇佐美寛
千葉大学教授（教育哲学）は「あなたのいう『生命』とは、動植物も含
むのですか。それとも、人間だけの生命を指すのですか」と問いかけ
た。意図はこうだった。
　「わたしたちは身近に飼育した動物をなかなか殺せない。ともに生活
した『亜人間』として相手を見るからだ。それなら、生命一般といった
抽象的なことではなく、まず人間の生命に限定して教えてはどうだろ
う。『かけがえのない、この人は殺せない』という段階から出発し、
『この人』の範囲を広げていく。そんな授業はできませんか」
［朝日新聞社］

▼98/09/24  西部夕刊  12 頁  ２社面  S980924E12--03

帽子で防げ紫外線　女子中高の体育に登場　園児に豪の特製品【西部】-
--
　オゾン層の破壊により増加しているとされる、人体に有害な紫外線の
影響を防ごうと、生徒や園児らに帽子をかぶせる学校や幼稚園が出始め
た。北九州市小倉北区の私立西南女学院中学・高校が２３日の体育祭を
きっかけに帽子をそろえた。福岡市東区の私立ふたば幼稚園でも、今
春、帽子を導入している。［朝日新聞社］

▼98/10/04  東京朝刊  地方版  茨城１面  T981004MIG1-05
岩佐謙一さん（環境への視点：７）　／茨城---
　筑波大環境サークル「エコレンジャー」代表

　自分たちにできることから行動し、環境問題について情報発信してい
く。筑波大の環境サークル「エコレンジャー」は、代表を務める同大生
物資源学類三年の岩佐謙一さん（二一）が呼びかけて、昨年五月に結成
された。地球温暖化を防ぐために二酸化炭素の排出量を減らそうという
活動には、つくば市民約二百二十世帯が参加した。九日から始まる学園
祭でも様々な企画を予定している。

　○発足のきっかけは何だったんですか。
　●昨年の春休み、環境保護の非政府組織（ＮＧＯ）のツアーで、マレ
ーシアのエビ養殖場の排水で汚染された川や、フィリピンの熱帯木材の
伐採など、日本に関係した環境問題を目の当たりにしました。
　生物資源学類には、もともと有機農業や熱帯林の伐採など環境に興味
を持って入学する人が多いので、口コミで仲間を募り、十七人でサーク
ルを立ち上げました。環境問題にはまじめに取り組むんですが、楽しみ
ながら外に向かって発信していこうと考えています。そうしたやり方に
共感してくれたり、イベントを手伝ってくれたりした仲間が加わって、
今は約四十人になりました。
　環境というキーワードであれば、活動は何でもあり。まず自然のすば
らしさを知ってほしいと筑波山などで自然観察をしている仲間や、学内
の食堂の排水問題に取り組んでいる仲間もいます。「これがやりたい」
という企画を毎週火曜日の全体会で、みんなに提案します。幅広い意見
が聞けるので、互いにいい刺激にもなるんです。

　○九日から始まる学園祭での企画は。
　●まず、大量に使い捨て容器のごみを出すシステムを見直したいと、
「学園祭ゴミダイエットプロジェクト」と題して、学園祭の模擬店で出
る発泡スチロールのトレーを再資源化します。
　昨年も、メンバーと十六人のボランティアでトレー一万七千五百枚を
回収して洗浄し、リサイクルに回しました。ほかのごみとごちゃごちゃ
になっていたり、深夜まで洗浄したりと予想以上に大変で、一つのサー
クルの努力だけでは限界があると感じました。
　今年は一人ひとりに資源の大切さを実感してもらおうと、トレーを洗
うなどリサイクルの一部を、来場者に体験してもらいます。三カ所にブ
ースを設け、来場者に食べ終わったトレーを持参してもらいます。水の
節約のため、薄いせっけん液を吹き付けてぼろ布でふき取り、トレーを
ちぎって溶液に入れ、リサイクル原料にします。当日はブースへの誘導
係など人出が必要です。地域の方にもぜひボランティアとして協力して
いただきたいです。

　○「エコマップ」も配るそうですが、どんなものですか。
　●市民の方と話し合う中で生まれました。トレーを回収している店や
フリーマーケットの情報、自然食品の買える店など環境に配慮した生活
をしたいと思うつくばの消費者に役立つ情報を載せた冊子です。紙は大
学で使われた裏紙を使いますから、費用は印刷代だけ。ですから無料で
す。
　●学内で紙の減量に取り組んでもらおうと、教授と助教授二百人に授
業の資料やレジュメを両面印刷にできないかとアンケートをしました。
面倒くさい、見づらいという回答が多かった。受け取る学生がどう考え
ているかを調べて、学生が賛成なら両面印刷を働きかけるつもりです。
　県環境政策課からイベントへの出店も頼まれました。昨年に続いて、
二十四、二十五の両日に神栖町である「県民まつり９８」に出店しま
す。自転車をこいで発電する装置をテレビやラジオにつなぎ、楽しみな
がらエネルギーの大切さを実感してもらう「自転車発電」を企画してい
ます。
　○これからの活動は。
　●全国の四十五の大学やＮＧＯが参加する「エコ・リーグ（全国青年
環境連盟）」とも連携し、積極的に全国に情報発信していきたい。食や
ごみなど生活場面をキーワードで分け、どれだけ環境に配慮した生活を
しているかをランク付けできる「ライフスタイルブック」もつくりたい
と思います。　問い合わせは岩佐さん（〇二九八―五四―〇三〇〇）
へ。［朝日新聞社］

▼98/10/18  東京朝刊  地方版  山梨１面  T981018MYN1-52
環境保全教育の実践を報告　甲府　／山梨---
　環境教育から子どもたちの教育を考える学習会が十七日、甲府市川田
町の県立勤労青年センターであり、大勢の教育関係者が集まった。
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　学習会では、甲府市立朝日小の永田敬子教諭が「子どもたちが主体的
に取り組む環境教育の実践」と題して、実践報告をした。小学五年生の
学習の中には環境保全に関する内容が多いが、永田教諭は、自主活動に
よって環境問題を考えられるカリキュラムを作った。再生紙工場の見学
や、身近な環境アセスメントを実施し、授業では再生紙の利用とリサイ
クルについての討論が活発だったという。
　永田教諭は「子どもたちが夏休みに地域の清掃活動や毎月の古紙回収
運動へ参加するなど、身近な環境問題に関心が高まっている」と学習効
果を話した。［朝日新聞社］

▼98/10/22  大阪朝刊  21 頁  第１家庭面  O981022M21--71
ペットボトル、へんし～ん　学生服や体操着に　【大阪】---
　ペットボトルを再生したポリエステルを素材にした学生服を採用する
中学、高校が今春から出てきた。まだ全体から見れば、微々たる数だ
が、学生服のメーカーは「教育現場では環境問題への関心は高く、今
後、制服のデザインを変える機会に、採用する学校が増えるのでは」と
期待している。

　○メーカーが本腰、中学・高校で採用　生徒「軽く着やすい」
　ペットボトルの衣服へのリサイクルは、粉砕して、ペレットにし、ポ
リエステルの紡績糸に再生されて利用されている。
　これまでは自治体の事務服や作業着への需要が中心で、個人が購入す
る学生服の製品化は遅れていたが、学生服メーカー大手四社のうち、最
大手の尾崎商事（本社・岡山県倉敷市）が二年前に再生学生服を発表。
続いて明石被服興業（同）、テイコク（本社・岡山市）、瀧本（本社・
東大阪市）も今年から本格的に販売に乗り出した。いずれも再生ポリエ
ステルの含有率は五〇％を超え、エコマークの認定を受けている。
　この四月、新一年生が再生学生服を着用することになったのは長野県
の松本市立山辺中学、塩尻市立丘中学、松川村立松川中学、南箕輪村立
南箕輪中学の四校。いずれも尾崎商事の製品だ。
　男子用はブレザー、スラックス、女子用はブレザー、スカートで、素
材はポリエステル七〇％、ウール三〇％で、上下で十五本のペットボト
ルが使われ、価格は普通の学生服とほぼ同じという。
　山辺中学校は年に一回、校区内を流れる薄川の清掃を全校をあげて二
十年間も続けている。二年前から制服の変更を検討し、「地球規模で環
境保護を考えなければいけない時代。リサイクル、環境保護を考えるう
えで、毎日着る制服が生きた教材になる」と再生学生服の採用が決まっ
た。
　ペットボトルのリサイクルは授業でも勉強していて生徒たちの抵抗感
は無かった、という。新入生たちにも「軽くて着やすい」と評判もいい
らしい。
　滋賀県近江町の県立米原高校も、この四月から一年生の女生徒の制服
を、デザインは変えずに、小郷産業（本社・倉敷市）の再生制服を採用
した。同校は環境教育モデル校に指定されていることもあって、メーカ
ーから話があって、すんなりと決まった。
　テイコク、瀧本も再生学生服を売り込み中。卒業時に学生服を回収
し、さらにリサイクルしてカーペットなどに再生することをＰＲ、すで
に来年度から採用する学校が数校決まった、という。
　全国の中学、高校は約一万六千七百校で、毎年、二百―三百校が制服
のデザインを変えており、今後こうした学校に働きかけてゆく。各メー
カーの話では、来年度は十―二十校が再生学生服に切り替える、と見て
いる。

　○初のエコマーク認定　ミズノ発売
　スポーツメーカーのミズノ（本社・大阪市）は、ペットボトルが原料
の再生ポリエステル繊維を使った学校用体操着（ウオームアップ）を、
今秋売り出した。学校用体操着としては初めて、エコマークの認定を受
けている。
　製品はポリエステル一〇〇％で、再生繊維を五五％使っているため、
エコマークに認定された。マークは背中の上部に縫いつけられている。
色は紺と青を基調に、黄色、緑、赤色との二色使い。通常のポリエステ
ルを使った場合に比べ、コストは一五％高い。来春までに三十校約二万
着が目標。同繊維を使用した学校用スポーツバッグも扱う。
　製品の特徴は東洋紡と三菱商事が開発した長繊維を採用したこと。ペ
ットボトルからの再生繊維はこれまで短繊維のみで、用途が限られてい
たという。長繊維を使用したことで、体操着特有の光沢を出すことに成
功した。
　同社広報室は「学校などの公的施設はいずれ、エコマークがついてい
ないと入札に参加できなくなってくると思う。とりわけ子どもたちに
は、環境に優しい商品を提供したい」としている。［朝日新聞社］

「イベント関係」

▼98/05/10  西部朝刊  28 頁  ２社面  S980510M28--09
有明海周辺の環境問題討論　柳川でフォーラム　【西部】---
　有明海周辺の環境問題を考えようと、沿岸地区住民らが九日、福岡県
柳川市で「第一回有明海フォーラム」を開いた。参加者は、有明海が干
拓事業や化学物質による影響で深刻な事態にあると訴え、再生について

話し合った。
　米国のゴールドマン環境保護賞を受賞した長崎県諫早市の山下弘文さ
んが代表を務めるエコロジカルプランニング研究所が主催した。会場の
市民会館には、福岡や熊本などの住民ら約百人が参加した。来年は熊本
県で第二回のフォーラムを開く予定という。［朝日新聞社］

▼98/05/12  東京朝刊  地方版  茨城１面  T980512MIG1-02
環境テーマに「自治体会議」　２０日から古河で　／茨城---
　環境問題をテーマに話し合う第七回環境自治体会議「古河会議」（実
行委員長、小倉利三郎古河市長）が、二十日から二十二日まで、市公会
堂をメーン会場に開催される。
　環境自治体会議は、北海道・池田町長と沖縄県・読谷村長らの提唱
で、都市と農村の交流も兼ねて一九九二年から始まった。
　各自治体が抱えている環境問題などについて、多くの首長、専門家、
企業人、住民らが集まって協議し、解決策を模索するのが目的の組織。
現在、全国の三十三自治体が会員となり、県内では古河市と総和町が参
加している。
　「古河会議」事務局の市生活環境課は、今回、四百人前後の参加を見
込んでいる。二十日は「人間・環境・未来―新たな局面を迎えた環境自
治体を考える」をメーンテーマに、加藤三郎・環境文明研究所長らが基
調対談し、全体会を開く。　二十一日は六分科会。大学教授らがコーデ
ィネーターとなって、「環境自治体としての実践」「地球資源のリサイ
クル」「ダイオキシン根絶に向けて」「いのちを育む森の創造」などを
テーマごとに意見を出し合い、交流を深める。
　古河市は、公害の原点といわれる足尾銅山鉱毒事件の舞台となった渡
良瀬遊水地（大半は栃木県藤岡町）が後背地にある。小倉市長は「自治
体はいま、ダイオキシン対策、二酸化炭素削減など大きな行政課題を抱
えている。こうした地球環境問題に取り組むうえからも、今度の会議は
カンフル剤になることを確信している」と話す。［朝日新聞社］

▼98/05/22  東京朝刊  地方版  千葉２面  T980522MCB2-06
自然との共存法探る　専門家ら招き「森の講座」　３０日に柏で／千葉-
--
　自然環境問題を学ぼうという「森の講座」が三十日、開講する。水や
酸素などを供給する森林が、急速にその姿を変えつつある、として自然
との共存法を専門家の講演と学習を通じて探る。
　三十日は午後五時から、柏市中央公民館四階集会室。福島県の「博士
山のブナ林を守る会」会長の菅家博昭、自然環境研究センター上席研究
員の千石正一、東京都水産試験場主任研究員の加藤憲司の各氏が講師。
東葛地域で自然と生活を考える情報紙を発行するスタッフらが企画。柏
市環境保全課、アメリカンファミリー生命、西間木病院（茨城県取手
市）、小原クリニック（浦和市）の協賛。
　希望者は、はがきに住所、氏名、電話番号を記入し、二十八日までに
〒２７７・０００５　柏市柏六の五の一八、竹林正純さん（〇四七一―
六四―六二二二）へ。［朝日新聞社］

▼98/05/24  西部朝刊  9 頁  １経面  S980524M09--05
植樹リーダー育成へ講習会　９月に熊本で　九州電力　【西部】---
　植樹に関する知識が豊かなリーダーを地域で育て、暮らしの周りに木
を増やそう――。そんなボランティア団体の構想を、九州電力が支援す
る。地球の温暖化防止に協力するのが狙いで、「グリーンヘルパー育成
支援制度」を最近スタートさせた。熊本市で九月に開かれるリーダーの
育成講習会の開催費用として約四百万円を資金援助し、リーダーが地域
で植樹する際には、苗木も提供する。
　講習会を企画したのは、熊本市の緑のまちづくり交流協会（小池美千
代会長）。環境問題への関心を高め、生活に緑を増やすには、樹木の生
育に詳しいリーダーを地域で育てることが必要と考え、賛同してくれる
スポンサーを探していた。
　九月十二日から始まる講習会では、矢原徹一・九大教授らが、緑の役
割、自然保護の考え方、植物と日本文化、木の植え方といったテーマで
計三十六時間講義する。受講者は修了後、同協会に登録し、各地のボラ
ンティア団体や自治体が主催する植樹会や体験学習会に参加する。
　問い合わせは同協会（〇九六―三八七―二九二一）。受け付けは七月
までで、受講希望者にはアンケートし、意欲ある約五十人を選ぶ。受講
料は無料。［朝日新聞社］

▼98/05/29  東京朝刊  地方版  東京１面  T980529MTK1-54
市民とＮＧＯ・企業・公共機関が協力　エコ・シップ東京会議　／東京-
--
　国内外の百都市が参加した「エコ・パートナーシップ東京会議」（主
催・都、国連）は二十八日、市民とＮＧＯ、企業、公共機関が協力し、
都市の環境改善に努力していくことなどを掲げた「東京宣言」を出し
て、実質的な内容を終えた。実行委員長の檜垣正已副知事は、各都市間
で継続的に環境問題への実践例を情報交換できるような情報ネットワー
クを立ち上げる方針を明らかにした。
　この日は全体会議が開かれ、各分科会や市長フォーラムの報告があっ
た。「東京宣言」は、「市民団体の積極的な役割を認識し、その活動に
一層の支援をする」「持続可能な消費・生産のため、地方自治体は広い
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活動領域をもつ」など二十二項目からなっている。
　最終日の二十九日は、東京港のごみ最終処分場など四ルートに分かれ
た「スタディーツアー」がある。［朝日新聞社］

▼98/06/05  東京朝刊  37 頁  ３社面  T980605M37--10
グイグイ進むビアだるヨット　堀江謙一さん、三重・四日市で進水式---
　海洋冒険家、堀江謙一さん（５９）が太平洋単独横断に使うヨット
「モルツマーメイド２号」の進水式が４日、三重県四日市市であった。
生ビールだると、ペットボトルの再生素材でできたリサイクル船＝写
真。
　来年４月にサンフランシスコを出発して明石海峡大橋を目指す航海の
テーマは「資源の有効利用」で、電気も風力でまかなう。堀江さんは
「環境問題を訴える機会になれば」と話す。
　地元の小学生らに見守られて試走し、「思った以上に扱いやすく、見
た目もいい」と満足そう。７月から練習航海を始めるが「船上で飲むう
まいビールも楽しみだ」。［朝日新聞社］

▼98/06/07  東京朝刊  地方版  東京１面  T980607MTK1-60
実りある環境活動を　大学・サークル・国連大・ＧＥＩＣ直結　／東京-
--
　環境問題に関する大学生の活動を充実させるためのネットワーク「大
学間環境フォーラム」が、世界環境デーの５日に発足した。立ち上げの
中心は、環境情報センター「地球環境パートナーシッププラザ」（ＧＥ
ＩＣ、渋谷区）。同プラザや国連大学に集まる環境問題の情報や専門の
研究者らを日本の大学生に活用してもらい、活動を応援しようという試
みだ。同日夜に開かれた記念イベントには、大学生ら約１２０人が集ま
った。

　国内の大学や大学生のサークル、国連大学、ＧＥＩＣを結び、お互い
の情報を共有して新たな環境活動をつくろうというのが、このフォーラ
ムの基本的な考えだ。大学生の発意で運営や企画をする。内外の専門機
関、研究者とネットワークをもつ国連大学と、同大学と環境庁が運営し
環境関係の非政府組織（ＮＧＯ）との関係が深いＧＥＩＣが実行のため
の支援をする。
　各地の環境問題に関する大学サークルの集まり「全国青年環境連盟」
のメンバーで中央大四年の千秋毅将さん（二二）は、「フォーラムの内
容はまだ固まっていないが、集まった学生がやりたいと思うことを実現
する場として発展させていきたい」と言う。
　当面、都内の大学で環境問題の講演を開いていく。一回目は、十九日
に千代田区神田駿河台の中央大学駿河台記念館で。国際的自然保護ＮＧ
Ｏ「コンサベーション・インターナショナル」日本支部代表を講師に迎
える。
　問い合わせは、ＧＥＩＣ（電話３４０７・８１０７、ファクス３４０
７・８１６４）。フォーラムのホームページは、ｈｔｔｐ：／／ｗｗ
ｗ．ｇｅｉｃ．ｏｒ［朝日新聞社］

▼98/06/09  東京朝刊  地方版  埼玉１面  T980609MSM1-03
麦わらリサイクル大盛況　環境保全農業、青年ら呼びかけ　熊谷／埼玉-
--
　麦わらのリサイクル活動をしている熊谷市の農業青年たちが八日、農
家が刈り取ったばかりの麦わらを収集して回った。機械でこん包し、農
家に販売もしているが、今年は供給能力を上回るほどの注文がきて、青
年たちは今年初の収集作業に追われていた。
　麦わらを収集したのは、農業後継者の団体である「熊谷４Ｈクラブ協
議会」の会員。この日は大島道雄会長（二六）ら五人が、麦わらの上に
牧草をこん包する機械を走らせ、ひと束約十キロの束に次々こん包し、
機械を運転しやすいように麦わらを整理したり、束を軽トラックで運ん
だりした。
　熊谷、行田市などでは小麦の収穫が最盛期。収穫後に田植えを急ぐた
め、わらを焼いてしまう農家が多い。煙が空を覆い、環境問題になって
いる。
　４Ｈクラブは一九八九年から、麦わらのリサイクル活動をし、環境に
配慮した農業を呼びかけている。今年は注文が相次ぎ、二千五百束を集
める。大島さんは「注文が多くて断るほど。会員が六人なので応じ切れ
ません」という。［朝日新聞社］

▼98/06/13  東京朝刊  地方版  東京２面  T980613MTK2-59
展覧会　／東京---
　環境マンガ展～地球が泣いている　１３日―７月１２日午前９時―午
後５時（入館は午後４時半まで、月曜日休館）、板橋区高島平８の２９
の２の区立熱帯環境植物館（電話０３・５９２０・１１３１）。６月の
環境月間にちなみ、プロの漫画家集団「地球環境を守る漫画家の会」の
メンバーが環境問題をわかりやすく描いた作品約百点を展示。入館料高
校生以上二百円、小中学生と六十五歳以上百円。
　加藤冨美子・三枝子二人展　１６日―２２日午前１１時―午後６時半
（初日は正午から、最終日は午後４時まで）、中央区八重洲１の５の１
５の田中八重洲画廊（電話０３・３２７１・７０２６、東京駅八重洲北
口）

［朝日新聞社］

▼98/06/14  大阪朝刊  地方版  大阪１面  O980614MOS1-08
市民活動企画のたて方学ぼう　ボランティア協会募る　／大阪---
　福祉や町づくり、環境問題などの市民活動を企画・実行する人材を育
成しようと、大阪ボランティア協会は七月十一日から九月五日にかけて
「市民プロデューサー養成講座」を開く。
　同協会の早瀬昇事務局長や企画編集事務所「言葉工房」代表の吐山継
彦さんらが、企画のたて方などを五回に分けて講義する。最終日には参
加者が作った企画を発表し、講師や審査員が講評する。
　受講料は三万円で、合宿研修費約七千五百円は実費負担。申し込みは
「市民プロデューサーとしてしたいこと」という題の作文（八百字以
内）を添えて、大阪ボランティア協会（３５７・５７４１）へ。定員三
十人、締め切りは二十五日。［朝日新聞社］

▼98/06/18  大阪夕刊  14 頁  ２社面  O980618E14--02
環境の視点で各党インタビュー　東京の学生サークルが本出版【大阪】-
--
　東京を中心に活動する学生環境サークルが、政党ごとの環境関連政策
を調べ、本にまとめた。題して「日本の政党の環境政策～『環境』の視
点を選挙に～」。干拓事業や環境アセスメント、公害対策などのテーマ
について、各党の政策担当者にインタビューし、結果を一覧表にした。
環境関連の公共事業が争点の一つに挙がっている参院選挙に向けたハン
ドブックと言えそうだ。
　出版したのは、成蹊大、東大、聖心女子大など関東一円の学生二十人
あまりが加盟する「環境オープンゼミ」。昨年、京都市で開かれた気候
変動枠組み条約第三回締約国会議（温暖化防止京都会議）を機に、各党
の政策担当者に会い、環境関連の二十二テーマの質問をした。
　質問は、公共事業のあり方は環境の観点から見て現状のままでよいか
▽ダイオキシン対策について新たな法律の制定を考えているのか▽学習
指導要領の中での環境教育の位置付け▽二〇〇〇年以降の二酸化炭素
（ＣＯ２）排出量の数値目標についての主張、など四十六項目。回答を
まとめたものを、政党に見せ、了解を得た上で一覧表にした。
　中心になってまとめた環境オープンゼミ代表の東大教養学部三年木村
宰さん（二一）は「ここ数年、環境問題が注目されているのに、選挙で
争点になることはなかった。環境の視点から選挙をとらえる動きが政
党、有権者の両方に生まれるきっかけになればうれしい」と話してい
る。
　本はＢ５判、二百三十五ページで二千円。問い合わせは木村さん（〇
三―五四八六―一〇四〇）まで。［朝日新聞社］

▼98/06/23  東京朝刊  地方版  埼玉２面  T980623MSM2-03
「買い物ガイド」発行、エコライフに役立てて　大東文化大生ら／埼玉-
--
　地球環境をテーマにした手引書づくりに取り組んでいた東松山市の大
東文化大の学生らが、「地球にやさしい暮らし方ガイド『えこらい
ふ』」を発行した。消費者が毎日の買い物をする際に、どんな基準で商
品を選んだらよいか、環境に配慮した商品を扱っている店はどこかなど
を、イラストを交えて紹介。「日常の生活に役立ててほしい」と呼びか
けている。

　ガイドを作ったのは、地球環境を考える自主ゼミに所属していた学生
や、東松山市内の会社員たち。環境問題を考えるだけでなく、消費者と
して何ができるのかをＰＲするため、作成した。　ガイドでは、例えば
トレーに入った商品を買う時は、リサイクルができる白いトレーを選
び、使用後は店頭回収に出すことや、買い物袋を持参してレジ袋をもら
わないことを提案。ビールを買う時は、繰り返し使える瓶を選んでほし
いとしている。
　ほかに、エコマークなど商品に張られている環境ラベルの種類を紹
介。トイレットペーパーなら古紙一〇〇％のものを、ラップならダイオ
キシン類を発生させるポリ塩化ビニール製を避けるなど、細かなアドバ
イスもしている。リサイクルショップをはじめ、牛乳パックやトレーを
回収している店の紹介もある。
　Ａ５判、五十五ページで二千部を印刷した。一冊三百五十円。東松山
市内の書店などで手に入る。編集代表で四年生の山本奈都子さんは「ガ
イドの作成を通じて、市民と行政、事業者が環境問題について、もっと
話し合う必要があると思った」と話している。［朝日新聞社］

▼98/07/02  東京夕刊  14 頁  ２社面  T980702E14--12
こども葉っぱ判定士を募集　環境庁---
　「こども葉っぱ判定士になりませんか」。夏休みを前に環境庁が、樹
木の調査をして植物の二酸化炭素の吸収量を調べる小中学校の子供たち
を募集している。
樹木は地球温暖化をもたらす二酸化炭素を吸収する重要な役割を担って
おり、調査を通じて環境問題に関心を高めてもらうのが狙いだ。
　樹木の蒸散作用と量を小枝を切って調べたり、樹木の葉一平方メート
ル、一年当たりの二酸化炭素の吸収量を、資料をもとに計算したりす
る。
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　調査結果を環境庁に送った子供たちには認定証が発行される。
　調査資料は、都道府県を通じて参加を希望する小中学校に配られる。
問い合わせは、環境庁大気保全局大気生活環境室（０３・３５８１・３
３５１、内線６５４１、６５４６）。［朝日新聞社］

▼98/07/22  名古屋朝刊  10 頁  ２経面  N980722M10--01
東邦ガスが環境リポートを発行（情報ファイル）　【名古屋】---
　東邦ガスは２１日、環境問題に対する同社の取り組みをまとめた９８
年版の環境リポートを発行した。エネルギー効率の高いガスの熱電併給
の普及や、有害ガスの排出量の少ない天然ガス自動車の導入を進めたこ
とのほか、ガス管工事で掘削する土の量を減らす新工法も紹介してい
る。［朝日新聞社］

▼98/07/25  大阪朝刊  地方版  奈良１面  O980725MNL1-13
エコ・サマーキャンプ参加者を募集　来月、鳥取砂丘で　／奈良---
　奈良市のボランティアグループ「地域市民ネットワーク」（森正代
表）が、八月二―四日に鳥取県の鳥取砂丘付近で開催する「エコ・サマ
ーキャンプ」に参加する子どもを募集している。
　同ネットワークは、地球温暖化防止につながる二酸化炭素を多量に吸
収する草「ケナフ」を植える運動を進めるなど、環境問題に熱心に取り
組んでいる。「キャンプ」は毎年夏に開催しており、九回目になる。
　参加資格は、環境庁主催の「こどもエコクラブ」会員（新規入会も
可。年会費無料）の小学一年―中学三年生。ただし、小学一―三年は保
護者の付き添いが必要。参加費一万五千円。問い合わせ、申し込みは地
域市民ネットワーク事務所（０７４２・４１・６２９６ファクス兼用）
へ。二十七日締め切り。［朝日新聞社］

▼98/07/29  大阪朝刊  地方版  奈良２面  O980729MNL2-01
栽培通じ各地でふれあい　地球温暖化防止でケナフ５万本植える／奈良-
--
　二酸化炭素を大量に吸収し、地球温暖化防止に役立つとされる植物・
ケナフが、春から県内の学校などで次々に植えられ、約五万本が順調に
育っている。栽培を担っているのは小学校から高校まで約五十校の児
童・生徒たち。老人ホームでお年寄りと一緒に植え付けをした高校もあ
り、ケナフを通じたふれあいも芽生え始めた。栽培運動を始めたボラン
ティア団体「地域市民ネットワーク」の森正代表は「ケナフをきっかけ
に学校と地域の交流が広がったのがうれしい」と話している。［朝日新
聞社］

▼98/08/05  東京夕刊  6 頁  芸能１面  T980805E06--72
電子メールで「原子力」語ろう　ＮＨＫ衛星第一「地球法廷」---
　核問題を中心に地球全体が抱える問題について、インターネットを通
して意見を集めて番組をつくる「インターネット・ドキュメンタリー」
が、ＮＨＫ衛星第一で昨年に続いて放送される。八日午後九時、九日同
十時から一時間半の「地球法廷・核と人類～原子力エネルギーの未来」
で、現代社会にとっての原子力の意味を考える。
　ＮＨＫのホームページでは今年四月から、核エネルギーに関する各国
の資料を見られるようにし、電子メールで意見を募った。
　メールは十五カ国から七百通を超えた。河邑厚徳プロデューサーは
「日本語のメールは英語に、英語のものは日本語訳にして掲示すること
で、議論に膨らみを持たせた」という。［朝日新聞社］

▼98/09/05  東京朝刊  地方版  山梨１面  T980905MYN1-10
環境市民大学受講者を募集　キープ協会　／山梨---
　財団法人キープ協会（北巨摩郡高根町清里）は、一九九八年度第四期
キープ環境市民大学の受講者を募集している。今年度のテーマは「畑か
ら土にかえるまで――食を通して環境問題について考えよう」。十月三
日―四日に泊まりがけの講座があるのが第一回で、三月十三日―十四日
の一泊二日の最後の講座まで、月一回のペースで、計六回。最初と最後
以外は一日間。
　場所は同協会のフォレスターズ・キャンプ場か清泉寮。受講料は、毎
回の昼食費、一、六回目の宿泊食費などを含め二万円。六回受講が可能
な十八歳以上の県内在住者が対象。申し込みは、氏名、住所、電話番
号、所属団体（勤務先）、参加の動機を書いて、郵送またはファクスで
申し込む。あて先は、〒４０７・０３１１高根町清里３５４５（財）キ
ープ協会環境教育事業部第４期キープ環境市民大学係（ファクス〇五五
一―四八―二九九〇）。［朝日新聞社］

▼98/09/07  東京夕刊  9 頁  芸能１面  T980907E09--64
納得の環境メッセージ　山家誠一（ラジオ交差点）---
　ＴＯＫＹＯ－ＦＭ「アースコンシャス　アクト９８～百万人のメッセ
ージ」（月―金、朝６・５２―６・５５）は、有名無名を問わず様々な
人が、毎日、環境問題について語っている。一月にスタート。すでに百
六十人を超える。素朴な語り口は、それだけで十分に親近感を覚えさせ
る。
　獣医の野村潤一郎さんはいう。「人間はしばしば楽しみのために食事
をする。僕は一日一回（動物がそうであるように）、使ったエネルギー
分しか食事を取らない。無駄なこと、例えば楽しみのための食事、楽し

みのための交尾。この二つをやめてみませんか」と。
　必要性からだけではなく、そこを越えた部分が人間の文化だと思って
いたのでびっくりした。が、それぞれが自分の仕事の場で語る言葉は、
浮いていない。　中原徳雄さんはショッピングセンターの管理運営会社
に勤めている。「テナントから出る生ゴミは多く、都の焼却炉で管理し
てもらうには費用面で大変です。そこでリサイクルを考えました。生ゴ
ミを機械で乾燥させ、群馬の有機肥料屋さんへ持っていって、肥料にし
てもらっています。それをセンターの庭園などで使っています」とい
う。
　同じメッセージでも、頭上を通り過ぎて行くものと、共感できるもの
がある。人間のエゴが環境を破壊しているとよくいわれるけれど、人間
の欲望の流れに沿った試みだと、自分にもできそうな気がしてくる。中
原さんの実践は、まだ赤字らしいが、そんなもののひとつではないか。
　番組パーソナリティーの柴田玲は「何人もの方にお会いしているうち
に、私一人がやっても、という考えがだんだん薄れてきました」とい
う。なお、同局のホームページ（ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｔｆｍ．ｃ
ｏ．ｊｐ／）に放送されたメッセージが掲載されている。　（フリーラ
イター）［朝日新聞社］

▼98/09/09  西部朝刊  10 頁  ２経面  S980909M10--06
今年も「エナコロジーマンス」開催（情報ファイル）　【西部】---
　エネルギーと環境問題を考えるための多彩な催し「エナコロジーマン
ス」が、２４日から１１月２３日までの２カ月間、九州各県で開かれ
る。昨年、地球温暖化問題の論議が活発化したのを契機に九州通産局な
どの音頭で始まり、今年で２回目。エネルギーや環境問題に詳しい学者
や消費者団体のリーダーらによる意見交換会やシンポジウム、省エネル
ギーの事例発表会、電気・天然ガス自動車の試乗会など計７２の企画が
各地で催される。問い合わせは九州通産局エネルギー環境広報室（０９
２－４８２－５４７０）へ。
［朝日新聞社］

「コラム・特集」

▼98/04/30  東京夕刊  13 頁  文化面  T980430E13--71
環境ホルモン　世紀単位の視野で問題整理を　米本昌平（論壇時評）---
　もちろん、いまさら論壇なるものが存在するとは思わない。にもかか
わらず、この欄を引き受けることにした理由の一つは、現在の雑誌論文
が真の最重要の課題を立論できているのか、漠とした疑問を抱いていた
からである。近年その思いをとみに強くしている。鶴見済氏が「考える
価値のない問題ばかり考えさせる仕組み」（文芸・春号）で、一切のメ
ディアは現在の秩序維持のためにのみ問いを発し続けるもの、と切って
みせたが、これとは少し違う意味で、おびただしい量の論文や論考が一
度読んだことがあるような「既読感」を漂わせるのは、たんに雑誌が多
すぎるからではないのだと思う。
　いまの状況は、欧米社会は冷戦終焉と同時に政治的世界像の組み替え
という荒波をかぶったのに対して、日本はその衝撃波をいちばん緩慢
に、だらだらと受けてきている例外的な先進国と言ってよい。だから政
治の激変期にあるにもかかわらず、数年前使われた言葉がいまなお同じ
意味内容をもつとする鈍感さが、日本社会を覆うことになる。司馬遼太
郎氏がどこかで、歴史を調べていて一番つかみにくいのは語感であると
言っていたが、田中秀征氏が落合恵子・佐高信氏との鼎談「『ことば』
について」（週刊金曜日四月二十四日号）で、幕末から明治にかけては
言葉や表現方法が一変したはずであり、現在言葉が変わらないのであれ
ば政治の側も何も変わらないはず、と言っているのもこの点にかかわっ
てくる。孤独な読み手として、できれば論評を加えるだけではなく、語
感の確認や再定義を念頭に置きながら、挑発する側に回りたいと思う。

　○社会的課題となる見本
　突然、マスコミを席巻しだした感のある「環境ホルモン」は、重要と
される問題が、どのような経過で社会的課題として定位されるかの、よ
い見本である。環境ホルモンとはホルモン撹乱物質とも呼ばれ、体内の
情報系を撹乱させ、その障害が何年も先になって顕在化することがある
化学物質である。この問題について現段階では、少数のジャーナリスト
と科学者が発言を一手に引き受けている。立花隆・笹尾敬子「環境ホル
モンは人類を滅ぼす」（中央公論四月号）、筑紫哲也「人間の『固定観
念』突き崩す環境ホルモン」（週刊金曜日四月二十四日号）が前者であ
り、井口泰泉「環境ホルモンの何が問題か」（中央公論五月号）、同
「そんなに危険か環境ホルモン」（文芸春秋五月号）、長山淳哉「有毒
社会　赤ちゃんが危ない」（Ｔｈｉｓ　ｉｓ　読売五月号）などが後者
の発言である。
　早くからこの問題に着目してきた立花氏は、大学のゼミで作成した環
境ホルモンに関する詳細な問題整理の表を示しながら、男性精子の減少
を指摘し、笹尾氏は、ゴミ焼却の比率の高い日本で、副次的に排出され
てしまうダイオキシン対策が軽視されてきた事実を力説する。そのなか
で筑紫氏は、環境ホルモン問題の特徴を、被害者の位置に無関係で極微
量で被害が出ること、胎児や幼児が被害を受け、因果関係の立証が困難
であることを挙げて、環境問題に関する既成概念が無効となったと指摘
する。
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　これらの論の展開には、ジャーナリストらしい特徴がにじみ出てお
り、問題の新奇さと、広範に影響が及ぶ恐れを強調する。立花氏は、最
近の少年の異常行動までを環境の化学汚染と重ねて解釈する誘惑に言及
しているが、この立場は、人間の行動を単純な原因に還元して説明する
ことを好む、アメリカ文化の悪弊に接近しすぎのきらいがある。

　○学ぶべきは読み込む力
　これに対して科学者からの発信は、当然と言えばそれまでだが、おお
むね抑えの効いた科学的事実の論述に留まっている。
　井口氏は、これまでの研究報告を丁寧に説明した後、マスコミの過剰
反応に警告を発している。一方、長山氏は、脂肪に親和性があるため生
物濃縮が起こるダイオキシンが、胎盤や母乳を介して母子間でも濃縮が
起こり、胎児や幼児がより高い危険にさらされる恐れを指摘する。
　ただ率直に言って、以上のような問題意識のあり方は、Ｔ・コルボー
ンらの著書『奪われし未来』（翔泳社）が切り開いてみせた視程の内側
に落ちてくる。続くＤ・キャドバリーの『メス化する自然』（集英社）
も同様である。逆に言えば『奪われし未来』の出来栄えがそれほどよ
く、影響力が大きかったことを意味する。むしろ学ぶべきは、この本の
著者たちの洞察力と、大量の原著論文を読み込んでゆく忍耐強さであろ
う。この本は、科学者の手による絶妙なバランス感覚の上の産物だが、
純粋の自然科学書ではない。厳密な自然科学の表現としては、たとえば
イギリスの専門誌『ランセット』九三年五月二十九日号に載ったＲ・シ
ャープらの「仮説・エストロゲンは精子数減少と男性生殖器官の異常に
関係するか？」という論文がこれに当たる。
　ともかくこの本の出現で、約十万種とされる化学物質の使い方につい
て新たな配慮が必要だとする認識が広まったことは確かだが、一方で突
然、環境ホルモンの問題で騒然となっているのは日本だけらしい。たと
えばイギリスの環境問題の評論誌『エコロジスト』は偶然、最新号（三
／四月号）で工業化社会とガンの特集を組んでいるが、環境ホルモンに
ついては「子供、殺虫剤、がん」という評論が一つあるだけである。

　○優生政策への異常接近
　この種の議論はとかく政府批判に向かいやすい。しかしそもそも、極
微量の測定技術が確立したのは最近のことである。これまでの安全性概
念が毒性や発がん性にあったのに対して、環境ホルモンは超長期の技術
評価の問題をもたらす。しかしそれに加えて、新しい思想的課題をも含
んでいる。
　分子生物学の成功はＤＮＡ分子に特権的地位を与え、ＤＮＡのみを凝
視する思想を流布させたが、環境ホルモンはその弱点をつくものであっ
た。ＤＮＡ解読の次は、遺伝子レベルの発生学の時代である。未来世代
への責任論をとらえて、地球環境問題との同型性を指摘することは容易
だが、むしろ科学史家としては、精子減少による種の衰退を憂え、衛生
的な生殖を求める心情は、ナチスが推し進めた優生政策に異常接近する
ことであることを、想起しておきたい。
　世紀末には世紀単位での問題整理が必要らしいのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　＊
　よねもと・しょうへい　科学史家　一九四六年、名古屋市生まれ。三
菱化学生命科学研究所社会生命科学研究室長。優生学、生命科学、環境
問題など科学技術の諸問題を、政治や社会と関係づけて論じてきた。著
書に『バイオエシックス』『遺伝管理社会』『地球環境問題とは何か』
など。［朝日新聞社］

▼98/05/11  東京朝刊  5 頁  オピニオン面  T980511M05--03
砂漠化をどう阻むか　「地球人の世紀へ」（社説）---
　サハラ砂漠が南へ南へと広がっている。アフリカのスーダン西部、モ
トーレット村で、農民たちの不安は高まる一方だ。
　わずかに残った木や草は埋まってしまい、あたりは砂の海に変わって
いる。
　井戸は枯れた。たった一つ残った井戸に、三時間もかけて水をくみに
行く女性もいる。作物は育たず、子どもは栄養失調から失明する。住民
は次々と村を去った。
　荒廃した土地は、西へチャド、ニジェール、マリ、モーリタニアと続
く。この地方を指す言葉「サヘル」は、北方の砂漠を海に見立てて「岸
辺」を意味している。その岸辺は近年、後退するばかりだ。年に九州の
半分ほどの面積の緑が失われていく。
　一九六〇年代後半から干ばつが相次いでいるうえに、人々が土地を酷
使してやせ細らせたためだ。
　人口は年三％ずつ増える。食べるために農地を広げ、土地を休ませる
ことなく、土中の栄養分を奪いつくす。牛やヤギを増やし、放牧地の草
を根絶やしにする。木も燃料用に切り尽くす。こうして、土地は砂漠化
してゆく。

　○土地酷使の悪循環
　住民はますます貧しくなり、土地をさらに過度に利用して弱らせる。
砂漠化が砂漠化を進める悪循環に陥っている。
　干ばつの続発も、自然現象とばかりはいえない。砂漠化は地域の気象
に影響し、雨を少なくする。これも悪循環である。
　アフリカでは、八三年から八四年の干ばつで数千万人が飢え、多数が

餓死したが、危機はもっと深まっている。
　中国では、農地開発や木の伐採により、北京西方にある黄土高原のあ
ちこちで土壌が崩れている。荒れた土地から舞う黄砂は今春も、日本に
まで飛んできた。
　インドやパキスタンでは、かんがい用水の管理が悪いために、水分中
の塩が農地を白く染めている。
　このように、乾燥地を中心に進むさまざまな形の砂漠化は、南米や米
国、旧ソ連、オーストラリアにも及ぶ。国連環境計画（ＵＮＥＰ）によ
ると、地球の陸地の四分の一で砂漠化が進み、毎年、日本の全農地面積
を上回る勢いで広がる。世界人口の六分の一が影響を受けている。全地
球規模の環境問題だ。

　○責任は先進国にも
　砂漠は何百年、何千年という自然の歴史の中でつくられてきたが、い
ま起きている「砂漠化」は、人間の過剰な開発行為がもたらした文明の
災いといえる。
　災いの原因は、砂漠化地域だけにあるのではない。先進国にも責任は
ある。　道路やダム建設、農業開発などで先進国から多額の借金をして
いる途上国が、返済のために無理な輸出作物づくりを奨励する。それ
が、砂漠化の一因となる。
　サヘル地方の真ん中にあるチャド湖は、砂漠化の防波堤という存在だ
が、四国ほどあった湖面は四半世紀で十分の一に縮んでしまった。干ば
つの頻発に加え、先進国の援助で水田を開発し、大量にかんがい用水を
引いたことが原因だ。まだまだ開発圧力の方が強く、砂漠化を止めよう
とする力は弱い。
　手をこまぬいていれば、いずれは世界的な食糧不足につながる心配が
ある。土地を捨てた農民が難民となって、都市へ、他国へと流れ、内戦
や紛争の火種になる。二酸化炭素を吸収する緑を失うことは、地球温暖
化をも加速する。
　国際社会全体で取り組まなければならない。九二年の地球サミットを
受け、九四年に砂漠化防止条約ができたことで、ようやくその機運が出
てきた。昨年、条約参加国による第一回会議がローマで開かれた。事務
局をドイツのボンに置き、国連の国際農業開発基金を通して資金を確保
し、研究のための科学技術委員会を設けることが決まった。
　残念ながら、会議で日本はオブザーバー参加だった。技術委員会には
学者を登録していない。条約に署名したものの、国会の批准がすんでい
ないからだ。
　今年二月に来日したハマ・ディアロ条約事務局長は「早く批准を」と
訴えた。秋には東京で、日本政府と国連の共催によるアフリカ開発会議
がある。砂漠化防止も話し合われる。政府は条約の批准手続きを急ぎ、
対策に本腰を入れてもらいたい。

　○住民参加の支援を
　国際協力といっても、人口問題や地域開発が複雑にからんだ砂漠化を
押しとどめるのは、容易なことではない。かつて日本がサハラ砂漠に長
大なグリーンベルトをつくる構想を抱いたことがあったが、現実味がな
く、まもなくつぶれた。現地の実情に合わないかんがい施設をつくるな
どのむだ遣いも少なくない。資金援助や技術支援、人材派遣など、多様
な方法を模索すべきだ。同時に、大事なことは、住民といっしょに考
え、汗を流す姿勢ではなかろうか。条約も「住民参加」を強調する。現
地に根を張る市民の非政府組織（ＮＧＯ）の活動をもっと広げていきた
い。
　たとえば、東京のＮＧＯ「緑のサヘル」はチャドで、かまどの改良に
努めている。三方を石で囲うだけでも、燃料用の樹木伐採を減らせる。
その分、たきぎ運びの回数が減り、女性たちに苗木を育て、植林する余
力が生まれた。樹木が増え、木肌からはゴムの原料を採ることができ、
住民の収入が増えた。穀物を刈り取ったあとの畑には牛やヒツジを入
れ、動物のフンで土地を肥やす。そんな伝統農法を大切にしながら、畑
の中に木を植えるといった工夫もしている。
　「根底に貧困の問題がある以上、住民とともに知恵を絞って生活が成
り立つようにしなければ、土地は守れない」と、代表の高橋一馬さんは
いう。　スタインベックの「怒りの葡萄（ぶどう）」は一九三〇年代の
米国を舞台に、不毛化した土地から追われる貧農の姿を描いた。それか
ら半世紀、地球人全体の農地がのみ込まれようとしている。
　とてつもなく広がる砂漠化は、大地の怒りなのだ。謙虚に受けとめた
い。
［朝日新聞社］

▼98/05/24  東京朝刊  8 頁  １経面  T980524M08--02
食糧不足と温暖化　レスター・ブラウン氏（この人にこのテーマ）---
　ワールドウオッチ研究所所長

　経済混乱が続くアジアで、食糧不足問題が確実に進行している。朝鮮
民主主義人民共和国（北朝鮮）やインドネシアなどでは食糧不足が政情
不安につながり経済混乱に輪をかけることが心配されている。二〇〇〇
年に始まる世界貿易機関（ＷＴＯ）の次期交渉では農産物の貿易自由化
と食糧安全保障をどう調和させるかも議論される。将来の世代に十分な
食べ物を保障する環境的に持続可能な経済を築くにはどうしたらいいの
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か。化石燃料からの脱却を強く訴える環境問題の研究機関、ワールドウ
オッチ研究所（ワシントン）のレスター・ブラウン所長に処方せんを聞
いた。（佐野哲夫、浜田陽太郎）

　――インドネシアを始めとして、近年、アジアでは食糧不足が頻発し
ています。
　「エルニーニョ現象による干ばつで、インドネシアの今年度のコメ輸
入量は史上最高の三百五十万トンに達する。さらに中国北部の水不足が
アジアの食糧均衡に、より深刻な影響を与えている。黄河では水が途中
で干上がり、流れが途絶える現象が、昨年だけでも二百二十六日あっ
た。上流で川の水が都市用水や工業用水に使われているためだ。河口に
ある山東省は中国有数の穀倉地帯だが、水不足が食糧生産の不足に直結
している」
　「米国の政府関係機関の試算では、二〇二五年に中国は一億七千五百
万トンの穀物を輸入しなければならない。現在、世界の穀物の総輸出量
は年間二億トンにすぎず、穀物価格が高騰し、貧しい第三世界の国々に
政情不安を招くのではないかとの懸念が強まっている」

　○価格２倍の危険性
　――最近の穀物の国際価格は比較的落ち着いているのでは。
　「東南アジアと韓国の経済危機で、需要圧力が少し和らいでいるから
だ。しかし世界の穀物備蓄量は史上最低のレベルだ。米国などの穀物生
産の主要国が一度でも不作になれば、穀物価格が簡単に二倍に跳ね上が
る危険性に変わりはない」　――ＷＴＯ次期交渉では、農産物市場のい
っそうの自由化が討議されます。
　「過去五十年の農産物過剰時代は、輸出国がいかに市場を広げるかが
焦点だった。だが、今後、食糧不足の時代になると、限られた農産物を
輸入国がどう確保するかが問題になる。五年前のウルグアイ・ラウンド
合意後、欧州連合（ＥＵ）は域内のパンや飼料穀物の価格上昇を防ぐた
め、輸出税をかけて小麦と大麦の輸出を抑えた。輸出国の市場アクセス
よりも、どういう状況になれば輸出制限できるのかを話し合わなければ
ならない」

　○欠かせぬ気候分析
　――日本は次期交渉でどういう立場をとるべきですか。
　「私が日本代表だったら輸出国に対して、不足時の供給保障を要求す
る。とはいえ、日本国民に食糧を保障する責任を負うのは日本政府だけ
だ。日本は穀物消費量の七割を輸入に頼っており、輸入自由化の圧力と
今後の需給のひっ迫を考えた食糧安全保障のはざまで、ますます難しい
立場になるだろう」
　――食糧を将来にわたり確保するため、気候の安定化に取り組むこと
の重要性を強調されてますね。
　「これからの農業予測には地球の気候変動の分析が欠かせない。気温
の上昇で天候の変化するパターンが変わり、強烈なあらしや長期にわた
る日照りを招く恐れがあるからだ。実際、熱波の影響で、一九九五年に
は米国などの穀物生産が減った。水不足と並んで、地球温暖化は人類の
生命維持システムが危機にあることを示している」

　○環境破壊には重税
　――昨年末に京都で開かれた国際会議では、先進国の間で温暖化をも
たらす二酸化炭素（ＣＯ２）などの排出量を削減することが決まりまし
た。
　「もっと厳しい削減目標を望んでいたので、会議の結果には失望し
た。氷河の後退や、北極の氷の溶解などの現実が『京都』を追い越して
しまうだろう。米国は京都議定書の署名を渋っているが、国民の温暖化
に対する認識が深まれば、政策変更を迫られる。たばこの害悪に対する
認識がこの数年で完全に定着した例を見れば、かなり早い時期にそうな
るかもしれない」
　「最近、大手石油会社が太陽光発電への大規模な投資を計画するよう
になったし、風力発電の伸びも著しい。ＣＯ２削減の取り組みは広がっ
ている。水を電気
分解してできる水素を新たな燃料源に使うことを提案したい。米国では
大手ガス会社が、天然ガスのパイプラインを水素を運ぶために使用でき
るよう計画中だ。太陽光と水素が主軸になるよう世界のエネルギー政策
を転換する必要がある」
　――エネルギー転換を行うため、各国の政府は何をすべきですか。
　「所得税を軽減するかわりに、炭素排出や有毒廃棄物の生成など、環
境を破壊する活動への税を重くすべきだ。環境税は企業の国際競争力を
そぎ、こうした税のない国へ産業が流出するとの議論は間違っている。
所得税を下げ全体の税負担を変えないようにすれば、影響は相殺され
る」
　　　　＊
　米国ニュージャージー州の農家に生まれる。ラトガーズ大卒、ハーバ
ード大卒。１９５９年、米農務省に入省。国際農業開発局長などを経
て、７４年にワシントンで環境問題の民間研究機関、ワールドウオッチ
研究所を創設した。オゾン層破壊や地球温暖化、食糧問題などを独自に
分析。８４年から「地球白書」を毎年発行している。国連環境賞などを
受賞。近年は人口爆発とそれに伴う食糧不足について強い危機感を表明

し、「誰が中国を養うのか」「食糧破局」など著書多数。６４歳。

　＜世界の食糧不足＞
　国連食糧農業機関（ＦＡＯ）によると、今年の世界の穀物生産量は１
８億９５００万トンが見込まれ、昨年に続き高水準だが、期末の穀物在
庫率は１５．９％で、ＦＡＯが食糧安全保障にとって最低限必要とする
在庫率１７～１８％を下回っている。１回の不作の衝撃を緩和するには
少なくとも消費日数で７０日分の備蓄が必要とされるが、ここ数年、五
十数日分を低迷している。食糧不足に直面している途上国は一昨年の２
５カ国から現在は３７カ国に増えた。アジア地域では、朝鮮民主主義人
民共和国のほか、インドネシアや中国、フィリピン、タイなどの穀物生
産が危機に陥っている。
［朝日新聞社］

▼98/07/28  大阪朝刊  4 頁  オピニオン面  O980728M04--01
国有林を自治体経営の国民林に　桧垣巧（論壇）　【大阪】---
　森林（山林）は水源林として重要な役割を果たしているほか、火山列
島の地形をもつわが国に欠かせない都市的災害の予防装置として、いわ
ば国土の屋根の機能をも果たしている。また、長い目でみると、「文明
の安全弁」としての機能を果たしてきたし、最近の少年の凶悪犯罪の多
発と大都市域における森林の消失との関連が言われたりもしている。
　現在、わが国には二百五十万余の林家があるが、所有規模はきわめて
零細である。静岡県掛川市長で同市森林組合長の榛村純一氏は、かつて
アメリカの林業事情の視察で、西海岸サンフランシスコから少し南のレ
ッドウッドシティにあるウェアハウザーの製材工場を見学している。こ
の会社は四国ほどの広さの森林を所有していて、毎年、百二十分の一ず
つ伐採し、それを繰り返して永久回転させていた。それだけに榛村氏は
「土地の値段、木の値段がべらぼうに安く、これが日本に来たらひとた
まりもない」（清文社『山とむらの思想』）と述べている。わが国の林
業不況はすぐには好転しにくいし、その対策を考えるうえでそうした事
情を念頭におく必要がある。
　近年の林業不況を背景とする森林の荒廃、奥地山村部の過疎化、農林
業の後継者難については、マスコミは比較的よく実況を報道している。
だが、危機的状況にある林業と山村に対する対策となると、ほとんど提
言されていない。そこで、ここ十年来、学生を連れて山村調査に回って
きた私は、林業と山村の危機、後継者問題を中心として考えられる対策
を三つばかり提案したい。
　（１）　現在、全国の森林面積の四割近くをもつ国有林、それを管轄
する林野庁の経営が行き詰まり、その赤字は一九九六年度末で三兆五千
二百二十八億円でまだまだ増えていきそうである。今のままの経営を続
けていては好転は期待できないので、旧国鉄が分割・民営化の方向で決
断を下した例を参考に、このさい思い切って都道府県にその経営を移す
べきである。都道府県側ではそれを受けて「国有林経営対策委員会」を
設け、いまの営林局員も加えて経営の多角化が考えられねばならない。
　国有林運営のあり方の変更に合わせて国有林の名称も、名実ともに国
民の参画による「国民林」に転換することが望まれる。山林経営の中核
になるのは各自治体の森林組合だから、国有林の多角経営によって労働
力需要の創出が期待できる。
　（２）　現在、約八万人とされる全国の林業労働者は高齢化し、平均
でほぼ六十歳に近い。森林組合労務班の定年は六十五歳が多いので、数
年後には山林労働者の急減が予想される。後継者の補充には若いＵ・Ｉ
ターン者の参入が望まれるが、当面の対策として、七四年に愛媛県の林
業先進地・久万町の森林組合が行った「婦人林業技術士」の養成事業が
参考となる。町内の女性を対象に枝打ち、間伐と選木、品種と材質の見
分け方、加工の実習を行い、七十四人に認定証を発行して好評を得た。
その後、これは九〇年に新規学卒者・Ｕターン者による「株式会社いぶ
き」の誕生へと発展した。
　（３）　林業・山村へのＵ・Ｉターンによる後継者の補充を持続させ
るため、文部省に次の対策を望みたい。主として都市域の学生・若者に
対して、国土の約半分を占める林業地帯・奥地山村域がもつ国土保全機
能の重要性を認識させる教育がほしい。
　文部省は、教員志望の大学生に対して今年の入学生から、在来の二週
間の小中学校での教育実習に加えて、福祉施設の現場で七日間の介護実
習を行うことを義務づけた。結構なことだ。これに、三日間ほど農・
林・漁業での現場実習を加え、計十日間ほどに増やしてほしい。
　たとえば林業での現場実習では、下草刈りか植林などを実習させると
ともに、森林のもつ水源林としての機能や、河川流域や海岸部に立地す
る都市の災害防止の機能を体験学習させたい。ひいては、環境問題に対
する関心を掘り起こす一助とし、さらには、道路や公園、居住地域の美
化やボランティア活動への関心も深めさせたい。現在の知育に偏した大
学教育に徳育面のそれを補強し、大学教育改革の一端につなぐことがで
きるよう望みたい。　（ひがき・たくみ　高野山大学教授・社会学＝投
稿）［朝日新聞社］

▼98/09/05  東京夕刊  8 頁  夕．経済特集面  T980905E08--75
ビオトープ　美意識を疑ってみよう　内藤廣（未知しるべ）---
　ビオトープというのが普及しつつある。ただの排水路と化してしまっ
たせせらぎに、少し手を加えて、より自然に近いかたちに戻したものを
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言う。生命という意味の接頭語「ｂｉｏ」と、場所を意味する「ｔｏｐ
ｏｓ」を組み合わせた言葉だそうだ。
　下水や排水路がコンクリート化される前には、どこにでもあった、雑
草が生い茂った小川やせせらぎを思い浮かべていただければいい。上下
水道や河川の整備が進めば進むほど、失われていった風景だ。
　ビオトープは、それを身近なところで元の姿に戻していこう、という
試みだ。環境問題への関心が深まるにつれ、注目を集めつつある。最近
では、大きなマンションの中庭にビオトープを設けると、意外にも顧客
が集まる、といった現象を見てもそのことが分かる。
　水辺に浅瀬を作ったり流れに工夫を加えたりすると、その場所に適し
た植物が自生し、それが連鎖的に自然環境に近いものを形成していく、
というわけだ。鳥や虫や小動物も寄ってくる。ビオトープは、自然をコ
ントロールしようという、しゃくし定規な人間の側のカセの一部を緩め
たもの、といえる。いわば、自然に対するささやかな規制緩和のような
ものだ。
　都市計画や建築計画の側からは、水をどれだけ効率的に排水すること
が出来るか、というのが長年の中心課題だった。つい先ごろ起きた中国
の大水害やわが国の河川増水のように、治水は国の中心事業だ。水を治
めることが、国を治めることにつながる、という古来の思想が、今でも
生きている。実際、地震と同様、水害は思いもかけない大きな災害を引
き起こす。河川増水時の水害予想図を見せてもらったことがある。浸水
地域がとんでもなく広い範囲に広がっているのを見て、驚いた記憶があ
る。
　しかし一方では、保水力の少ない針葉樹で山林を埋め尽くしたあげく
の果てに、今度は水を制御しようとする思考そのものが、自然を人間生
活の敵対物として扱う欧米的な考え方の延長、といえなくもない。決定
的な結論を出さずに、そこそこうまく付き合っていく方法はないもの
か。これは、いかにも日本的な手法ではないか。政治や制度に対して
は、少しははっきりしてもらわなければ困るが、自然に対しては、あい
まいな関係でどこまで結論を先延ばしできるか、というのもひとつのや
り方なのではないか。
　「どうして日本人は、ヨーロッパの田園地帯の風景にあこがれるんで
しょうねえ。植生的にはあれほど貧しい風景はないのに」
　植物学者のＫさんは、普段は物静かで、めったに自分の意見を口に出
して言わない。その彼が、楽しげな写真がちりばめられた旅行雑誌を見
ながら、珍しく気色ばんで言った。整った街並み、かなたまで続く畑、
その中に点在する整然とした森木立。言われてみれば、我々の目の前に
ある雑木林の方が、植物に限らず、そこをすみかとする生物の種ははる
かに多いことは、素人でも想像がつく。それを美しいと思えない我々の
感性の方がおかしいに違いない。
　確かに、この狭い島国では、様々なことが雑多にもつれ合い、風景に
しても要素が多過ぎる。たまには整理整とんの行き届いた風景の中に身
を置いてみたい、というのも分からないではない。
　しかし、環境問題が声高に叫ばれる今、それを身近な生活感情につな
がったリアルなものにするためには、我々が気持ちよいと感じたり、美
しいと思ったりする価値観を、疑ってみる必要があるのではないか。環
境を基本に考えれば、美しいと思い込んでいるものが貧しかったり、醜
いと思っていたものが豊かだったりすることもある。
　雑木林や雑草が繁茂している風景を、美しいと思えるような、ものの
見方が出来るようにならなければ、来世紀の新しい生活像や美意識の在
り方も見えて来ないような気がしている。（建築家）［朝日新聞社］

「広島特集」

▼98/05/22  大阪朝刊  地方版  広島２面  O980522MHS2-02
清掃工場で生ごみ調査　広島ホームテレビで２７日に放映し提唱／広島-
--
　「地球派宣言」と銘打った環境キャンペーンに取り組んでいる広島ホ
ームテレビ（広島市中区白島北町）は、夕方のニュース番組「スーパー
Ｊチャンネル」のローカル枠に、「地球派宣言」のコーナーを設けた。
放送は毎週水曜日で、身近な環境問題を地球的な視点で考えたり、自然
との共生・調和を訴えたりするリポートを地道に続けている。次回の二
十七日は「台所から地球環境を考えよう」をテーマに、環境に優しいエ
コクッキングを提唱する。

　ディレクター兼記者として、次回放送を担当したのは、地球派宣言事
務局の矢幡協子さん（三二）。
　矢幡さんらスタッフは、今月十四日に広島市安佐北区可部町の市清掃
工場を訪問。市の協力を得て、各家庭から大量に出されたごみ袋の中か
ら無作為に計十五袋を選び、どのようなものが捨てられているか中身を
調べた。驚いたことに生ごみの袋からは新鮮なトマトやキャベツがごろ
ごろ出てきたほか、スーパーで買ってきたままのような総菜パック、う
どん、豆腐などが無造作に捨てられていた。　「まだ食べられるものが
こんなにあるなんて。とてもショックだった」と矢幡さん。
　番組では、そんな清掃工場の映像をそのまま視聴者に投げかける。普
段の食生活を見つめ直す機会にしてもらえれば、という。同時に、エコ
クッキングの普及に努めている県環境保全アドバイザーの狩野美紀子さ
んから、残り物を生かせる料理のレパートリー、無駄のない買い物や調

理の仕方、効率的な後片付けなど、環境にも十分配慮した賢いクッキン
グについて助言を受ける。
　取材を終えた矢幡さんは「家庭でのちょっとした心遣いが省エネルギ
ーや節水などにつながる。忙しいと細かなことまで手が回らないのも事
実だが、できることから始めることが大切、と痛感した」と話す。［朝
日新聞社］

▼98/06/04  大阪朝刊  地方版  広島１面  O980604MHS1-04
海砂採取全面禁止、環境庁に申し入れ　公明などの議員団　／広島---
　平和・改革と公明三党の国会議員でつくる「瀬戸内海など環境問題プ
ロジェクトチーム」（斉藤鉄夫座長、十五人）は三日、大木浩環境庁長
官に対し、瀬戸内海での海砂採取を全面禁止することなどを求める申し
入れをした。
　斉藤座長ら十人が国会内の環境庁政府委員室に大木長官を訪ね、海砂
採取を将来的には全面禁止する方向で検討すること▽関西空港二期工
事、神戸空港の建設に瀬戸内海の海砂を使わないこと▽海砂採取が瀬戸
内海の環境、生態に与える影響を本格的に調査すること――などを求め
た。
　大木長官は「一九九四年度から七カ年計画で、海砂の採取に伴う環境
影響調査を進めている。節目でとりまとめをして、運輸、建設、通産な
ど関係省庁と相談したい」と答えた。［朝日新聞社］

▼98/06/10  大阪朝刊  地方版  広島１面  O980610MHS1-05
中・四国環境教育ミーティング企画　市民団体が戸河内で　／広島---
　自然保護や環境教育に取り組む人たちが交流する「中・四国環境教育
ミーティング」が二十六日から三日間、山県郡戸河内町松原の「いこい
の村ひろしま」で開かれる。昨年十月に設立された市民団体「中・四国
環境教育ネットワーク」（代表、市川智史・鳴門教育大助教授）が初め
て企画し、参加を呼び掛けている。
　ネットワークは、山梨県で毎年開かれている「日本環境教育フォーラ
ム」に参加した中、四国の人らが中心になり、結成した。現在の会員
は、市民団体メンバー、教育関係者ら約百二十人。
　二十六日は午後二時開会。地球環境問題や子どもたちの環境教育につ
いて、岩垂寿喜男・元環境庁長官や杉浦嘉雄・日本文理大助教授らが話
し合う。
　二十七日からは七つの分科会に分かれて、参加者が自然保護、環境保
全の方法を考え、提案する。フィールドワークの分科会は、深入山の自
然体験▽三段峡をめぐる都市と農村の交流のあり方▽ツキノワグマと人
間の共存――など、開催地の同町にちなんだテーマとなっている。この
うち深入山コースの分科会には地元の小中学生と父母ら五十人も参加す
る。二十八日は午後一時半解散予定。
　参加費は一般二万五千円、同ネットワーク会員二万二千円（いずれも
二泊六食付）。二十日締め切りで、定員百五十人。問い合わせ、申し込
みはネットワーク事務局長の志賀誠治さん（０８２・２３７・１１６
３）へ。
［朝日新聞社］

▼98/06/12  大阪朝刊  地方版  広島２面  O980612MHS2-03
瀬戸内海の保全考えよう　テレ朝系列特別番組（メディアナウ）／広島-
--
　「食」をキーワードに、環境破壊が進む瀬戸内海の現状を考えよう
と、広島ホームテレビなど中四国のテレビ朝日系列の四局は十三日午後
四時から、ＡＮＮ中四国ブロック特別番組「発見！せとうち環境最前
線」を放送する。広島、岡山、愛媛、山口の各県でユニークな環境運動
を始めている団体や企業の挑戦を紹介する。

　広島からは、カキ業者の手による植林作業を取り上げる。広葉樹林の
減少や宅地開発など山の自然環境の悪化が、カキのえさになる海の植物
プランクトンを不足させているとして、広島市かき養殖連絡協議会（中
前博喜会長）が四年前から山に木を植える運動を続けている。
　今年は三月に同市安佐南区の山林にケヤキの苗木二百本を植林した。
メンバーのほか、環境問題に関心がある同市内の女子高校生や市森林組
合や水産庁の職員らの参加もあり、市民を巻き込んだ環境イベントに広
がっている様子を伝える。
　このほか、岡山からは収穫されたコメをトレーなどの食器に加工して
いるＪＡ西大寺のユニークな試み、山口からは壊れたプラスチックから
蛸壺（たこつぼ）を生産している防府市の会社、また、愛媛からはかま
ぼこを作った残りかすから有機肥料を生産している八幡浜かまぼこ組合
のリサイクル活動を、それぞれ地元のテレビ局がリポートとする。
　番組は約五十五分。広島ホームテレビの佐藤真由美アナがメーンキャ
スターを務める。［朝日新聞社］

▼98/06/17  大阪朝刊  地方版  広島２面  O980617MHS2-01中国ネット
広島
　＜県内から＞
　○マツダが電気ワゴンを発売　最大４００キロ積載
　マツダ（本社・安芸郡府中町）は、ワゴン車をベースにした電気自動
車「ボンゴＥＶ」＝写真＝の発売を始めた。最大四百キロの荷物を積載


